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はじめに

本報告書は、「原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会」における原子力損害賠償制

度の見直しのための検討結果として、次期通常国会に提出すべき法律改正及びこれと併せ

て行うべき政令改正の基本的内容を示すものである。

この制度は、我が国が原子力発電を初めて導入するに当たって昭和３７年に整備された

原子力の開発利用に起因する損害の賠償に関する特別の制度であり、万が一の事故により

公衆損害が発生した場合における被害の迅速かつ適切な救済を図るべく、原子力の特性を

踏まえた救済制度を整備するととともに、原子力事業の健全な発達を図るべく、万が一の

賠償リスクを原子力施設の設置許可を受けた原子力事業者に集約することにより原子力関

連事業の法的安定基盤を確保したものである。

原子力損害賠償制度の下では、原子力施設の設置許可を受けた原子力事業者が自らの事

業遂行に伴って発生した原子力損害について、故意・過失の有無を問わず集中的に賠償責

任を負うとともに、原子力事業者は基礎的な賠償原資をあらかじめ確保するため、民間の

責任保険の附補と政府補償契約の締結による損害賠償措置を講じておくことが義務付けら

れている。更に、賠償措置額を超える賠償が必要となり、かつ原子力事業者に十分な資力

が無い場合にも被害者の救済に遺漏が無いよう、国による原子力事業者に対する援助の仕

組みが設けられるとともに、被害者と原子力事業者の間等で賠償について紛争が生じた場

合において専門的見地から和解の仲介を行うために、必要な場合に原子力損害賠償紛争審

査会を設置し得ることとされている。

この制度の見直しは、これまで概ね１０年毎に行われ、制度の骨格を維持しつつ、責任

保険市場の引受能力の拡大や国際動向等を勘案した賠償措置額の引き上げ等の改正が行わ

れてきた。今般の見直しにおいては、この制度の下で初の現実の賠償が行われたＪＣＯ臨

界事故の経験を踏まえ、今後の運用に耐えて十分に機能できる制度とすべく検討を行った

結果、損害賠償措置額の引上げに加え、原子力損害賠償紛争審査会の機能の追加、原子力

損害賠償補償契約の一部事務委託制度の創設等の必要性が認められた。

他方、原子力損害賠償制度を適切かつ円滑に機能させるためには、制度の運用面におけ

る体制整備も必要であることから、ＪＣＯ臨界事故から得られた教訓を踏まえて効果的な

制度運用の在り方を引き続き検討し、ガイドラインとして取りまとめておくことが重要で

ある。また、原子力損害賠償に関する国際枠組みについては、我が国が直ちに参加しなけ

ればならない状況にはないが、世界的な原子力産業の連携・再編やアジア周辺地域におけ

る原子力導入の活発化等の情勢を踏まえれば、我が国にとっての現実的な選択肢である原

子力損害の補完的補償に関する条約（ＣＳＣ）について、具体的な論点整理を進め、将来

の本格的検討に備えておくことが重要である。

このため、本検討会としては、本報告書に示された制度改正事項を踏まえた法律改正、

政令改正等所要の措置が政府において適切に講じられることを期待するとともに、運用ガ

イドラインの作成と国際条約への対応について２つのワーキンググループを設置し、引き

続き検討を進めていくこととする。
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第１章 原子力損害賠償制度を巡る情勢

平成１１年の前回の原賠法の改正から現在まで約９年が経過したが、その間、国

内外において次のような大きな情勢の変化があった。

まず、国内情勢としては平成１１年９月３０日にＪＣＯ臨界事故が発生し、我が

国の原子力利用の歴史上初めての臨界事故となり、大きな被害を及ぼしたと同時に、

原賠法の制定以来最初にしてこれまで唯一の原子力損害の賠償事例となった。ＪＣ

Ｏ臨界事故を受けて、安全規制や生命・財産の保護の強化という側面においては、

原子炉等規制法の改正や原子力災害対策特別措置法の制定がなされ、損害賠償とい

う側面においては、ＪＣＯと同等程度の事業行為に対し、賠償措置額を１０億円か

ら１２０億円に引き上げる政令改正が行われた。損害賠償の交渉はその後も継続的

に行われてきたが、紛争審査会による和解の仲介はいずれも終了し、裁判上の請求

も２件が係属するのみとなった現在、ＪＣＯ臨界事故に係る原子力損害の賠償の経

緯を全体として振り返り、その教訓を今後の原子力損害賠償制度に適切に反映させ

ることが求められている。

また、国際情勢としては、平成１６年に改正パリ条約が採択され、ヨーロッパ諸

国においては原子力損害の賠償に充てられる資金確保の強化のため、賠償措置額の

大幅な引上げを目指す国内法改正が進められており、我が国としても原子力先進国

にふさわしい損害賠償措置の充実に向けた検討が必要である。

さらに、原子力ルネッサンスともいわれる世界的な原子力回帰の流れとともに、

アジア地域等においても新たに原子力発電を導入・拡大しようとする動きが加速し

つつあり、本年５月には原子力産業の実態において我が国と密接な関係にある米国

がＣＳＣを批准した等の動きもあり、将来の本格的検討に備えて、本検討会におい

て論点整理を行っていくことが有益である。

１．ＪＣＯ臨界事故に係る原子力損害の賠償

（１）ＪＣＯ臨界事故の概要
平成１１年９月３０日午前１０時３５分、株式会社ＪＣＯ東海事業所の核燃料

加工施設である転換試験棟において、ウラン粉末から硝酸ウラニル溶液を製造し

ている際に、この作業に使用すべきでない沈殿槽と呼ばれる設備に制限量を大幅

に上回るウラン溶液を投入した結果、我が国初の臨界事故が発生した。

この事故では、瞬間的に大量の核分裂反応が起こり、その後臨界状態停止のた

めの作業が奏功するまでの２０時間にわたって緩やかな臨界状態が継続し、周囲

に放射線（中性子線・ガンマ線）が放出された。

この事故で３名の従業員が重篤な被ばくを受け、そのうち２名の方が亡くなっ

たほか、この従業員を搬送した消防署員や臨界状態の停止作業に従事した従業員、

事故施設周辺の住民等が被ばくした。また、事故現場から半径３５０ｍ圏内の住

民に対して同日午後３時に避難要請が出され、半径１０ｋｍ圏内の住民に対して

は同日午後１０時３０分に屋内退避勧告が出された。

政府は、事故対策本部を設置し、事故の終息と防災対策を実施し、臨界反応を

助長していた沈殿槽の冷却水の抜き取りにより、事故発生の翌日１０月１日午前

８時５０分頃に臨界状態の終息が最終的に確認された。
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この事故では人的被害に加えて経済活動も大きな影響を被り、事故施設の周辺

地域のみならず県内全域において、事業所の休業による営業損害といった直接的

影響のほか、事故後においても農水産業や観光業では深刻な風評被害が発生した。

こうした状況の下で、ＪＣＯに対して多数の損害の賠償請求がなされ、早急な対

応が求められた。

（２）賠償に係る対応の概要
ＪＣＯ臨界事故の損害賠償に係る対応の概要は次のとおりである（時系列の対

応の流れの詳細は、巻末の参考資料を参照）。事故の直後からＪＣＯに対しては

多数の賠償請求がなされたが、当事者間の交渉の行き詰まりが見られたため、国

・地方公共団体が交渉を促進するために積極的に関与することとなった。

○ ＪＣＯに対する賠償請求（被害の申出）の総数は８０００件以上あり、請求

後の調査や被害者の取下げ等を経た結果、最終的に約７０００件が実際の賠償

の対象となった。

○ ＪＣＯが支払った賠償金の総額は約１５０億円。当時の賠償措置額１０億円

の保険金を充ててもなおＪＣＯの資力が不足し、親会社（住友金属鉱山株式会

社）による資金的支援により賠償が履行された。

○ 賠償に関する状況の推移は次のとおりである。

・ 被害者からの請求額の２分の１を基準とする仮払いを年内の平成１１年１

２月までに実施

・ 年明け後に賠償金の確定交渉を開始し、正式な和解［示談］の取り交わし

・ 事故から約半年後となる平成１２年３月末までに、約６０００件の和解が

成立

・ 紛争審査会への和解の仲介の申し立ては２件（いずれも合意に至らず。）

・ 裁判上の請求に至った案件は１１件（現在係争中のものは２件。）

・ 日本原子力保険プールからの保険金（当時の賠償措置額は１０億円。その

後の見直しにより現在は１２０億円。）の支払いは平成１２年５月までに完

了

また、各関係者の主な対応は、次のとおりである。

①ＪＣＯの対応

○ 事故の混乱や加害者という立場もあり賠償の対応に困難を要した局面も多

く、東海村や茨城県による交渉の促進のための支援が不可欠であった。

○ 臨界終息後の１０月４日に相談窓口を設置した。相談窓口では被害等申出

書の受付のみを行った。

○ １２月１１日に自ら「ＪＣＯの補償等の考え方と基準」を示したが、加害

者側から一方的に提示された賠償基準は被害者側の反発を招き、事実上受け

入れられなかった。

○ 年末を控え被害者の不満が高まったことに対応し、国・茨城県・東海村と

も協議の上、健康被害に係る経費は年内に全額、その他の損害については原

則として請求額の２分の１を年内に仮払いし、年明けから確定支払いを行っ

た。
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②東海村の対応

○ 対策本部の立ち上げや避難要請等の初動対応、具体的な賠償の方法のＪＣ

Ｏへの申入れ等、被災者に最も近い立場において、損害の拡大の防止や賠償

交渉の仲介役として重要な役割を果たした。

○ 「損害賠償対策協議会」の設置等を主導し、さまざまな関係団体と連携し

ながら賠償交渉を促進する環境を整えた。

○ 出荷された農産物等が受取を拒否される事態の発生を受け、１０月２日に

東海村長から茨城県知事に対して安全宣言の発出を要請し、これを受けて同

日、県知事より農産物等の安全宣言が出された。

○ 東海村での賠償金の仮払いでは、村職員が交渉の窓口となった。

○ 賠償額の確定交渉の場を設け、職員が陪席した。

③茨城県の対応

○ 当初は補償問題は当事者間の問題との原則を維持する立場であったが、損

害範囲の拡大を受け、被害者救済に向けた支援体制を構築した。

○ 「ＪＣＯ臨界事故補償対策室」を設置し、部局横断による応援態勢を整え

るとともに応対マニュアル等の準備を行った。

○ 東海村以外の賠償金の仮払いでは、県職員が交渉の窓口となった。

○ 県内の関係団体と連携して、経済的損害の分析・把握を進めるとともに、

損害の拡大を防止するため、情報の提供や広報活動を実施した。

○ 一定額（２０万円）以上の賠償額の確定交渉について、一部県職員での調

整を行うとともに、交渉の場を設けて県職員が陪席した。

④国の対応

○ 事故発生当日、関係省庁による対策本部を設置した。

○ 科学技術庁長官から、ＪＣＯの親会社に対し、被害者救済について最大限

の支援を行うよう要請した。

○ ＪＣＯと被害者の間で双方の主張に隔たりの大きかった相当因果関係等に

関する認識の共通化を図るため、科学技術庁の委託により「原子力損害調査

研究会」が設置・運営され（委託先は日本原子力産業会議（当時））、賠償に

関する基本的な考え方を取りまとめて関係者に提供した。

・ 平成１１年１２月に「中間的な確認事項－営業損害に対する考え方－」

を公表し、賠償請求の約７割を占める営業損害に係る交渉の進展に寄与し

た。特にＪＣＯによる補償基準の提示後の交渉の混乱の沈静化に一定の寄

与をした。

・ 平成１２年３月に最終的な「報告書」を公表し、損害の費目を特定・分

類し、それぞれの相当因果関係の範囲や損害額の算定方法等に関する基本

的な考え方を関係者に提供した。

○ 原賠法１８条に基づき紛争審査会を設置し、申立てのあった２件の賠償に

関する紛争について和解の仲介を実施した。

・ 平成１１年１０月の設置後、平成１２年８月から平成１５年３月までの

間に計５回開催された。

・ 紛争審査会の下に事案ごとに詳細な調査・評価を行う小委員会を設置
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し、第１小委員会は計１８回、第２小委員会は計１０回開催された。

・ 仲介事案はいずれも納豆製造販売会社の自社製品の販売の落込みに係る

損害賠償請求で、額の算定の主張に隔たりがあり、仲介打切りとなった。

⑤日本原子力保険プールの対応

○ １０月１日時点でＪＣＯ臨界事故に伴う損害について責任保険の支払対象

であることを確認し、集中対応体制を構築した。

○ ＪＣＯから事故被害申出書の提出を受け、損害形態分類表、損害計算書、

損害額シミュレーション等の基礎データを整備した。

○ 最終的に５０００件以上のデータベースを作成し、「原子力損害調査研究

会」における検討に供された。

○ 賠償対応の促進、保険金支払手続等を説明し、当事者間の交渉をサポート

した。

（３）今回の検討において反映すべきＪＣＯ臨界事故の教訓
今回の原子力損害賠償制度の見直しにおいては、原賠法が適用された唯一の事

象であるＪＣＯ臨界事故の際の原子力損害の賠償に係る対応を教訓に、制度とし

て受け止めるべき事項を適切に制度化する必要がある（詳細は第２章）。またそ

れだけでなく、原子力損害賠償制度の運用に関する事項も含めて、万が一原子力

損害が生じた場合に関係者に期待される行動等を整理して汎用化・マニュアル化

することが重要である。このため、本検討会ではワーキング・グループを設置し、

さらなる検討を経て原子力損害賠償制度に関する「運用ガイドライン（仮称）」

をとりまとめることとする（詳細は第３章１．）。

これらの内容をＪＣＯ臨界事故との関連でまとめると、概ね次のとおりとなる。

○ 事業者の資力が不足し、親会社による資金的支援があって賠償が履行さ

れた事実を踏まえると、国民の理解を得ながら原子力利用を進めるための

基盤として、損害賠償措置の充実・強化が必要である。

※ なお、当時のＪＣＯが該当する５％以上の濃縮ウランの加工に係る賠

償措置額は、平成１２年に１２０億円に引き上げられている。

（⇒ 法律改正・政令改正により、賠償措置額の引上げ）

○ 原子力損害が発生した初期段階において、事故の態様・規模等に応じ、

どの程度の賠償が必要となるか、どのような被害が中心となるか等の全体

状況を把握し、円滑な賠償に向けての対応を検討していく必要がある。

（⇒ 法律改正により、紛争審査会の調査機能を追加）

（⇒ ガイドラインにより、被害状況の把握方法等を整理）

○ 現場の混乱や被害者・加害者の特殊な心理状態の中で、当事者間の冷静

な交渉の開始や類似事案の解決の迅速化、公平の確保、請求の内容に関す

る不安・因果関係の立証負担の軽減等に資するため、損害の範囲、損害額

の算定方法等に関する基本的な考え方が中立的・専門的な立場から提供さ

れることが必要である。

（⇒ 法律改正により、紛争の自主的な解決の促進のため、
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紛争審査会による賠償の参考となる指針の策定を制度化）

（⇒ ガイドラインにより、原賠法の適用例や原子力損害の類型例を整理）

○ 補償契約の補償金支払等の業務は、これまで対象となる事案が生じたこ

とがないため、万が一の際の業務の円滑な遂行を確保するため、損害保険

会社の専門的知見や実務経験を活用することが有効である。

（⇒ 法律改正により、損害保険会社への補償契約の一部事務委託を創設）

（⇒ ガイドラインにより、具体的な事務の協力の在り方を整理）

○ 賠償処理は原則として当事者間に委ねられるものである一方で、当事者

だけでの解決には原子力損害の特殊性に起因する限界があり、紛争の自主

的な解決を促進するために、原子力損害賠償に関する相談、賠償交渉の場

の提供等、国・地方公共団体等による適切な支援が不可欠である。

（⇒ ガイドラインにより、関係者の支援・協力の在り方を整理）

○ 紛争の自主的な解決に至らず、和解の仲介の申立てが紛争審査会に寄せ

られる事案が多数生じる場合に備えて、標準的な手続や実施期間、打切り

の判断の目安等をあらかじめ明確化することが必要である。

（⇒ ガイドラインにより、紛争審査会の効果的・効率的な運営方策を整理）

○ 当事者間の賠償交渉や事業者による保険金・補償金の請求等の円滑化を

図るため、一般的な手続をあらかじめ明確化することが必要である。

（⇒ ガイドラインにより、調整の在り方や必要書類を整理）

２．原子力損害賠償に関する国際動向

（１）国際条約の概要
原子力損害賠償制度については、各国の国内法に加えて、加盟国間の制度の一

定の共通化や国境を越えて生じる原子力損害（越境損害）の処理等に適切かつ迅

速に対応するために、国際的に共通のルールを定めた国際条約としてパリ条約、

ウィーン条約、ＣＳＣの３系統が存在する。パリ条約及びウィーン条約について

は、現在それぞれ改正議定書が採択されている。

各条約とも原子力損害の賠償責任等に関する基本原則を設定しようとする点

で、概ね次のような共通の内容を備えている。

○ 原子力事業者の無過失責任及び責任集中

○ 賠償責任限度額の設定（我が国制度が採用する無限責任も許容）

○ 賠償責任限度額までの損害賠償措置（保険等）の強制

○ 専属的な裁判管轄の設定と準拠法の整理

各条約の概要及び主な動向は、次のとおりである。

①パリ条約

○ 採択・発効の状況

・ 1960年にＯＥＣＤ／ＮＥＡ（経済協力開発機構原子力機関）で採択
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・ 1968年に発効、フランス・ドイツ・イタリア・イギリス等の欧州のＥＵ

加盟国を中心に15カ国が締約国

・ 2004年に改正議定書が採択、賠償責任限度額（賠償措置額）を大幅に引

上げ、旧条約締約国15カ国とスイスが署名（未発効）

・ 現在、ＥＵ諸国において改正パリ条約の賠償責任限度額に対応した国内

法を整備中

○ 条約の概要（改正パリ条約）

原子力損害の定義 死亡又は身体の傷害、財産の滅失又は毀損、経済的損失、環境
損害の原状回復措置費用、環境損害に基づく収入の喪失、防止
措置費用及びその措置から生じた損失・損害

賠償責任限度額 ７億ユーロ（約１１１８億円）以上
（賠償措置額）
少額賠償措置額 施設：７０００万ユーロ以上、輸送：８０００万ユーロ以上（※

ただし、賠償措置額との差額を公的資金により確保する必要）
免責事由 戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱
除斥期間 死亡又は身体の傷害は原子力事故の日から３０年、その他の損

害は原子力事故の日から１０年
裁判管轄 ・原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が発生

した締約国の裁判所に専属
・締約国の領域外又は事故地を特定できない場合は、施設国の
裁判所に専属。

※ パリ条約の一部の締約国はさらにブラッセル補足条約を締結し、責任限度額を
超える損害を事故発生国・締約国が補償する仕組みを作っている（平成３年発効。
平成１６年改正議定書（未発効）では、パリ条約の損害賠償措置と合わせて最高
１５億ユーロ（約２３９６億円）まで賠償・補償を確保することを目指している。）。

②ウィーン条約

○ 採択・発効の状況

・ 1963年にＩＡＥＡ（国際原子力機関）で採択

・ 1977年に発効、中東欧・中南米等のＩＡＥＡ加盟国を中心に34カ国が締

約国、2005年にはロシアが加入

・ 1997年に改正議定書が採択、アルゼンチン、ベラルーシ、モロッコ等５

カ国が締約国、2003年に発効

○条約の概要（改正ウィーン条約）

原子力損害の定義 死亡又は身体の傷害、財産の滅失又は毀損、経済的損失、環境
損害の原状回復措置費用、環境損害に基づく収入の喪失、防止
措置費用及びその措置から生じた損失・損害、環境汚染によっ
て生じたものではない経済的損失

賠償責任限度額 ３億ＳＤＲ（約５２８億円）以上
（賠償措置額）
少額賠償措置額 ５００万ＳＤＲ（約８．８億円）以上（※ただし、賠償措置額

との差額を公的資金により確保する必要）
免責事由 戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱
除斥期間 死亡又は身体の傷害は原子力事故の日から３０年、その他の損

害は原子力事故の日から１０年
裁判管轄 ・原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が発生

した締約国の裁判所に専属
・締約国の領域外又は事故地を特定できない場合は、施設国の
裁判所に専属。

③原子力損害の補完的補償に関する条約（ＣＳＣ）

○ 採択・発効状況
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・ 1997年にＩＡＥＡで採択

・ アルゼンチン、モロッコ、ルーマニア、米国の４カ国が締約国

・ 2008年５月に米国が批准

・ 未発効（発効要件：締約国が５カ国以上、原子炉熱出力の合計が４億ｋ

Ｗ以上）

○ 条約・附属書の概要

原子力損害の定義 死亡又は身体の傷害、財産の滅失又は毀損、経済的損失、環境
損害の原状回復措置費用、環境損害に基づく収入の喪失、防止
措置費用及びその措置から生じた損失・損害、環境汚染によっ
て生じたものではない経済的損失

賠償責任限度額 ３億ＳＤＲ（約５２８億円）以上
（賠償措置額）
少額賠償措置額 ５００万ＳＤＲ（約８．８億円）以上（※ただし、賠償措置額

との差額を公的資金により確保する必要）
拠出金 原子力損害が３億ＳＤＲ（又は締約国がＩＡＥＡに登録したそ

れ以上の額）を超える場合に、超過損害分について全締約国が
一定のルールで拠出金を分担する

免責事由 戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱、異常に巨大な天災地変
除斥期間 原子力事故の日から１０年（賠償措置・国の補償が１０年より

長い期間整備されている場合は、その期間でも可）

裁判管轄 原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が発生し
た締約国の裁判所に専属

※ パリ条約の締約国・ウィーン条約の締約国は、各条約を満たす国内法によって
ＣＳＣを締約することができる（アルゼンチン・モロッコ・ルーマニアは、改正
ウィーン条約とＣＳＣの両条約の締約国）。また、両条約の非締約国は、ＣＳＣの
附属書の定める要件を満たす国内法を整備することによりＣＳＣを締約すること
ができる。

（２）今回の検討で考慮すべき国際動向
①制度改正事項の検討において考慮すべき動向

原子力損害の賠償に充てられる資金確保の強化のため、平成１６年に採択さ

れた改正パリ条約においては、７億ユーロ（約１１１８億円）以上の賠償措置

額を締約国が国内法で整備することが求められることとなり、現在各国で改正

パリ条約に対応した国内法改正が進められている。

我が国においても、今回の原子力損害賠償制度の見直しに当たっては、こう

した情勢等を参考としつつ、制度改正事項として原子力先進国にふさわしい損

害賠償措置の充実の検討が必要である（詳細は次章２．）。

②原子力損害賠償に関する国際枠組みと我が国との関係の今後の在り方

原子力の利用を巡る情勢は近年特に大きく変化している。例えば「原子力ル

ネッサンス」と呼ばれるように、地球温暖化の防止や安定的なエネルギー供給

の確保のための対策として世界的に原子力発電のエネルギー利用の機運が拡大

しており、アジア周辺地域においても、新たに原子力が導入する国が見込まれ、

利用国でも今後大幅に増強される計画がある。

また原子力産業界においては、その再編・連携が国境を越えて進行しており、

我が国企業については平成１８年以降、東芝による米国ウェスティングハウス

社の買収、三菱重工と仏アレバ社との中型炉開発での提携、日立製作所と米ゼ

ネラルエレクトリック社の原子力部門を統合する新会社への移行等の動きが続

いている。
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さらに、原子力産業の実態において我が国と密接な関係にある米国は、これ

まで我が国と同様に原子力損害賠償に関する国際条約を未締結であったが、本

年５月にＣＳＣを批准するに至っている。

我が国は原子力先進国水準の原子力損害賠償制度を有していること、他の原

子力利用国と陸続きで国境を接していないこと、近隣のアジア周辺諸国の動向

に鑑みると、現時点で国際枠組みに直ちに参加しなければならない状況にはな

い。しかしながら、上記の国際的な動向の中にあっては、単に我が国の原子力

損害賠償制度の充実のみならず、国際的な枠組みに関する具体的な検討を行っ

ておくことにも意味がある。このため、本検討会では今後ワーキング・グルー

プを設置し、国際条約の有用性に関する政策的観点や我が国制度との整合性に

関する法制的観点から論点整理を行い、将来の関係省庁の連携によるしかるべ

き検討の場につないでいくことを基本とする。（詳細は第３章２．）。
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第２章 原子力損害賠償制度の見直しに関する事項

１．原賠法第２０条の適用期限の延長

政府の補償契約の締結及び政府の援助の適用に係る期限について、現行の平

成２１年１２月３１日から１０年間延長することとする。 （原賠法第２０条）

原賠法第２０条では、政府と事業者との間で締結する補償契約（同法第１０条第

１項）及び原子力損害が賠償措置額を超える場合に政府が事業者に対して行う必要

な援助（同法第１６条第１項）に関する規定は、平成２１年１２月３１日までに第

２条第１項各号に掲げられた事業行為を開始した原子炉の運転等に係る原子力損害

について適用することとされている。

この適用期限は、前回の平成１１年の改正前は事業行為の開始日が平成１１年１

２月３１日までであるものとされていたところ、改正により１０年間延長され現在

に至っている。過去４回の原賠法の改正においても、１０年ごとに適用期限の延長

が行われてきている。

昭和４６年 昭和５４年 平成元年 平成１１年
制定時

政府の措置の 改正 改正 改正 改正
適用を受ける
ための事業行 昭和４６年 昭和５６年 昭和６４年 平成１１年 平成２１年
為の開始期限 １２月末日 １２月末日 １２月末日 １２月末日 １２月末日

まで まで まで まで まで

これにより、原子力損害の賠償責任や損害賠償措置等に関する基本的な枠組みは

恒久的なものとしつつ、政府による補償契約の締結や援助の措置については、その

必要性を一定の期限の到来時において適切に見直すというプロセスが制度的に組み

込まれているものである。

この１０年間の情勢の変化について見ると、補償契約が補償することとされる地

震等に伴う原子力損害の賠償による損失については、海外再保険市場が十分に整っ

ていないことから現時点でも我が国における民間の責任保険のてん補範囲に含まれ

ておらず、今後もそのてん補範囲の拡大は見込まれていないため、引き続き補償契

約の締結を行っていく必要性がある。政府による援助についても、事業者の資力が

不足し、賠償を完全に履行するために親会社が支援したＪＣＯ臨界事故の例を踏ま

えると、国民の理解を得ながら原子力利用を進めるためには、事業者が無限責任を

負うことを前提としつつも、なお賠償責任の履行に資力が不足するような場合に備

えて、引き続き政府の援助を制度として用意しておく必要性がある。

他方、適用期限の設定はその期限の到来により、これらの規定の必要性とともに

原子力損害賠償制度の全般を見直す契機としても重要な役割を果たしてきており、

今後も民間の保険市場の状況、国際条約、事業者の実態等を適切に踏まえた総合的

な見直しを行っていくことが適切である。

これらを踏まえ、補償契約の締結及び政府の援助のいずれについても、原賠法第

２０条の適用期限を延長する措置を講じることが必要である。延長期間については、

原子力に関する科学技術や原子力の利用に関する基本的な国際秩序が今後急激に変
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化するとは想定されていないことから、従来と同様の１０年間とするのが妥当であ

る。

２．賠償措置額の見直し
（１）法定措置額の引上げ

事業者が損害賠償措置により原子力損害の賠償に充てられるよう確保すべ

き額（賠償措置額）について、欧州諸国を中心とする国際的な引上げ水準や

我が国の民間の責任保険の引受能力の向上を踏まえ、現行の６００億円から

１２００億円にまで引き上げることとする。 （原賠法第７条第１項）

①賠償措置額の見直しの経緯

原賠法は、被害者の保護及び原子力事業の健全な発達を目的とし、原子炉の

運転等に際して生じた原子力損害の賠償責任について、事業者の無過失責任と

し、事業者に責任を集中した上で、あらかじめ事業者に一定額以上の損害賠償

措置を講じることを義務付けている（同法第６条）。

この損害賠償措置は民間の責任保険の付保と政府の補償契約の締結とにより

講じられ、万が一原子力損害が発生した場合の賠償の迅速かつ確実な履行に充

てられる一定額（賠償措置額）以上の基礎的資金を確保する（同法第７条第１

項）という重要性を有する。同時に損害賠償措置は事業者にとっても、偶発的

に莫大な賠償債務を負う潜在的な危険性が経常的な費用に置き換えられること

により、その合理的な経営に資するものである。

原賠法に規定される賠償措置額（法定措置額）は、昭和３６年の原賠法制定

時に５０億円とされ、それ以降６０億円、１００億円、３００億円、６００億

円と段階的に引き上げられてきた。いずれの場合においても、賠償措置額に関

する国際的水準を勘案しつつ、我が国における民間の責任保険の引受能力を踏

まえて引上げが行われてきている。

②前回改正時以降の原子力損害賠償に関する情勢

前回改正時以降の情勢としては、ＪＣＯ臨界事故では当時の賠償措置額を大

幅に上回る賠償責任が生じ、親会社の財政支援を受けながら賠償が履行された

ことから、万が一の際に賠償に充てられる資金を十分に確保するため、損害賠

償措置の充実が求められている。また、平成１３年以降、原子力発電所の耐震

性を強化するための耐震設計審査指針の見直しが行われてきているが、地域住

民はもとより国民一般の不安感を解消する上でも損害賠償措置の強化は重要と

考えられる。

また、前回改正時以降の国際情勢については、平成１６年に改正パリ条約が

採択され、事業者の賠償責任限度額を３億ＳＤＲ（約５２８億円）から７億ユ

ーロ（約１１１８億円）に引き上げられ、ＥＵ諸国では現在改正パリ条約の賠

償措置額に対応した国内法の改正が進められているところである。改正ウィー

ン条約及びＣＳＣについては、発展途上国を含めて広く締約国を集めようとす

る観点から、賠償措置額は３億ＳＤＲの水準にとどまっている。

米国の損害賠償措置は、民間の責任保険により３億ドル（約３５１億円）ま
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での賠償措置額を確保し、さらにそれを超える損害の賠償については、ＮＲＣ

（米国原子力規制委員会）が全事業者に対し、原子炉１基当たり１億１１９０

万ドル（約１３１億円）を上限としてそれぞれの設置する基数に応じて按分賦

課し、合計で約１２５億２千万ドル（約１兆４６２８億円）までを賠償に充て

るという第２次的な賠償措置額を確保している。

この事業者間の相互扶助とも言うべき第２次損害賠償措置は、原子力発電事

業者の自助努力により賠償責任の限度を高めつつ、有限責任の制度を維持しよ

うとして発達してきたものであり、事業者の無限責任の制度の下で民間の責任

保険の引受能力の拡大に合わせて損害賠償措置を発展させてきた我が国とは基

本的な前提が異なる。ただし、海外再保険市場については為替変動や新規原子

力導入国における原子力発電所の増加等による長期的な不安定要因もあり、我

が国の損害賠償措置を充実させる観点からは、こうした事業者間の相互扶助等

の損害賠償措置の在り方が将来参考となる可能性はある。

③法定措置額の引上げ

今回の賠償措置額の改定に当たっては、これまでと同様に賠償措置額の国際

的水準を参考に、我が国における責任保険の引受能力を踏まえつつ、世界の原

子力先進国にふさわしい水準を維持するとともに、国民の理解と信頼を得る観

点からの損害賠償措置の強化を検討する必要がある。

我が国は従来から国際条約への加入の有無にかかわらず、原子力先進国とし

てふさわしい原子力損害賠償制度を整備することに努めてきている点からする

と、我が国制度と基本的な前提が異なる米国を除き、欧州の原子力先進諸国が

署名し、批准に向けた準備を進めている改正パリ条約に定められた７億ユーロ

の賠償措置額が参考とすべき水準であると考えられる。

また、我が国の民間の責任保険の引受能力は、責任保険でてん補すべき範囲

に変更がないことを前提にすれば、国内の引受能力の向上及び海外再保険市場

での引受能力の拡大により、現時点で最大１２００億円まで確保できることが

日本原子力保険プールから報告されている。

以上を踏まえ、法定措置額は現行の６００億円から１２００億円にまで引き

上げることが適当である。

（２）特例額の引上げ

加工・使用等の行為の種類に応じた賠償措置額の特例額については、法定

措置額の引上げの割合に合わせて、現行の１２０億円又は２０億円からそれ

ぞれ２４０億円又は４０億円にまで引き上げることとする。

（原賠法施行令第２条の表）

①少額特例額の見直しの観点

上記（１）の法定措置額のほかに、加工・使用・使用済燃料の貯蔵等の行為

の種類に応じ、法定措置額より低額（１２０億円又は２０億円）の賠償措置額

（特例額）が原賠法施行令に規定されているが（原賠法施行令第２条）、これ

らは被害者の保護と原子力事業の健全な発達という法目的にも照らし、事業者

の行為の態様、取り扱われる核燃料物質の特性等に応じた相対的リスクを考慮
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しつつ、法制度としての簡潔性にも配慮して２区分が設けられているものであ

る（これまでの特例額に係る改正の経緯については、巻末参考資料を参照）。

（１）の法定措置額の引上げに伴う特例額の見直しは、各特例額の対象行為

の相対的リスクやＪＣＯ臨界事故の被害規模・実際の賠償総額、諸外国におけ

る少額特例に関する動向等を踏まえて行うことが適切である。

②前回改正時以降の情勢と少額特例額の引上げ

現行の特例額の２区分は、行為の態様や取り扱われる核燃料物質の特性・数

量等を勘案し、事業者の行為の相対的リスクに応じて設定されたものであり、

前回の改定後もその状況に変更はない。このため、今回の見直しにおいてはこ

の区分を維持することが合理的であり、その上で、事業者間における保険料等

の費用負担についての公平性を保つ観点から、法定措置額の引上げの割合と同

じ割合で各特例額を引き上げることが妥当である。その場合、現行１２０億円

の特例額は２４０億円に、２０億円の特例額は４０億円にそれぞれ引き上げら

れることになる。

なお、ＪＣＯ臨界事故での賠償金の総額は約１５０億円であったが、上記の

ように各特例額を２倍に引き上げる場合、５％以上の濃縮ウランの加工に係る

特例額は２４０億円となり、仮にＪＣＯ臨界事故と同規模の損害が発生した場

合でも賠償措置額の範囲内での賠償の実施が可能となる。

また、諸外国においても、原子炉の運転等の種類による設定区分は異なるも

のの、特例額を設けることが一般的であり、国際条約が認める特例額の下限を

勘案しつつ、それぞれの国の事情に応じた額が設定されている。上記のように

各特例額を２倍に引き上げる場合、各国際条約に定められる下限（改正パリ条

約にあっては７０００万ユーロ（約１１２億円）、改正ウィーン条約及びＣＳ

Ｃにあっては５００万ＳＤＲ（約８．８億円））に対しては、一部で改正パリ

条約を満たさないものの、改正ウィーン条約及びＣＳＣについては十分に充足

する水準となっている。

以上から、賠償措置額の特例額は現行どおり２区分とし、（１）による法定

措置額の引上げの割合（２倍）に合わせてそれぞれ１２０億円を２４０億円に、

２０億円を４０億円に引き上げることが適当である。

なお、国際条約は各国の国内法による特例額の設定を認める一方、そうした

特例額と条約上の賠償措置額との差額を補てんする公的資金の確保を義務付け

ており、我が国の原子力損害賠償制度との整合性は国際条約への対応に係る検

討課題である。

（３）補償契約に係る補償料率の引下げ

補償契約に係る補償料率について、最新の知見、保険市場の評価、契約実

績等を踏まえて見直すこととする。 （補償契約法施行令第３条第１項）

①補償契約及び補償料率について

事業者に義務付けられる損害賠償措置は、民間の責任保険の付保と政府の補

償契約の締結とで一体を成すものであり、民間の責任保険によりてん補されな

い地震・噴火等による原子力損害や後発的に発生した原子力損害の賠償による
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損失について、補償契約がてん補するという関係にある（原賠法第１０条第１

項、補償契約法第２条・第３条）。

補償契約の締結に際して事業者が政府に納付すべき補償料の額は、補償損失

の発生見込み、国の事務取扱費等を勘案して定める１年当たりの「補償料率」

を賠償措置額に乗じて得た額とされ（補償契約法第６条）、この補償料率は昭

和３７年の制度創設時から「１万分の５」とされてきている（補償契約法施行

令第３条第１項）。

②補償料率の見直し

補償料率は昭和３７年の制度創設時以来現在まで改定されることなく、その

まま維持されてきている。しかし、原子力発電所の運転実績が積み重ねられ、

その算出の基礎となった知見及びデータに変化が生じていることが明らかであ

るため、補償損失の発生見込みと事務取扱費等を勘案して補償料率を定めるこ

ととする補償契約法の趣旨を踏まえた見直しを行う必要がある。

民間の責任保険に係る保険料率の動向をみると、現在は制度創設時の約３８

％程度、過去最大の保険料率の約２４％程度の水準となっており、これまで一

定値が維持されてきた補償料率の動向と大きく相違している。これは、一般に

責任保険においてはてん補限度額が上がるほど保険料率が逓減することや、約

４０年間にわたる原子力発電の運転実績を踏まえて保険市場の評価における原

子力損害の発生リスクが減少したこと等によると考えられるが、こうした事情

は、補償契約に係る補償料率の算出の基礎たる補償損失の発生見込みにも密接

に関連するものである。

補償損失の発生見込みについては、制度創設時における民間の保険市場にお

ける原子力リスクの評価等が用いられたものであるが、上記のとおり現在はよ

り低い料率水準となっており、こうした変化を反映することが適切である。ま

た、事務取扱費については、現在までの人件費の上昇を勘案しても、今回の引

上げも含めた賠償措置額の高額化に伴う契約金額の増加、サイト数の増加等に

より事務取扱費率が低下することを反映することが適切である。

このように、現行の補償料率は補償契約法の規定の趣旨からは高過ぎる状態

にあり、補償料率をそのままに賠償措置額を引き上げることによりその乖離を

さらに拡大することのないよう、今般の賠償措置額の引上げに際しては、最新

の知見、保険市場の評価、契約実績等に基づいた補償料率の見直しを合わせて

行い、より適切な水準への引下げを行うことが適当である。また、現行の大学

・高等専門学校に係る補償料率は一般の場合の２分の１とされているが、補償

料の費用負担を減じて教育・研究の充実に還元する政策的観点から、従来と同

様の取扱いを維持することが適当である。

３．事業行為の終了後の事業廃止段階での損害賠償措置の合理化

事業行為終了後にサイト内で行われる核燃料物質等の運搬等の付随行為に係

る損害賠償措置について、当該付随行為の相対的リスクに照らして合理的な額

の賠償措置額を創設することとする。 （原賠法施行令第２条の表）
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○ 原子炉の運転に係る付随行為については、炉心からすべての使用済燃料を

取り出した後は、事業行為としての使用済燃料の貯蔵と同額とし、未使用の

燃料体・使用済燃料のすべてをサイト外に搬出した後は、事業行為としての

低レベル放射性廃棄物の廃棄物管理と同額とする。

○ 一定量（５％以上濃縮ウラン中のウラン２３５は８００ｇ；プルトニウム

は５００ｇ）以上の核燃料物質の使用に係る付随行為については、一定量以

上の核燃料物質がサイト内に存在しなくなった後は、事業行為としての低レ

ベル放射性廃棄物の廃棄物管理と同額とする。

（１）損害賠償措置の見直しの方向性
事業者は、損害賠償措置を講じていなければ原子炉の運転等を行ってはならず

（原賠法第６条）、この「原子炉の運転等」は以下の①及び②の行為全体をいう

（原賠法第２条第１項・原賠法施行令第１条）。したがって、事業者は主たる事

業行為が終了し、廃止段階に入った後も、すべての核燃料物質・核燃料物質に汚

染された物がサイト外に搬出されたときまで損害賠償措置を講じる義務がある。

① 原子炉等規制法の規制を受ける事業（加工・使用にあっては、一定量以上の

核燃料物質を取り扱うもの）の実施【主たる事業行為】

② ①に付随してする核燃料物質又は核燃料物質に汚染された物の運搬、貯蔵又

は廃棄【付随行為】

① ②
・原子炉の運転
・一定量以上の核燃料物質の加工 ①のためにその ・核燃料物質 の ・運搬
・使用済燃料の再処理 及び 開始前、運転中、 ・核燃料物質に ・貯蔵
・一定量以上の核燃料物質の使用 一時的な停止中 よって汚染さ ・廃棄
・使用済燃料の貯蔵 又は終了後に行 れた物
・廃棄物埋設・廃棄物管理 われる

原賠法施行令第２条では、主たる事業行為とともに、付随行為のうちサイト内

で行われるものを一体的に取り扱っており、事業行為の種類によっては、事業行

為の終了後にサイト内で付随行為のみが行われる場合、賠償措置額が付随行為の

みの相対的リスクに比して過大となっている。

このため、各種の事業行為の廃止に向けた状況等を踏まえ、事業行為の終了後

にサイト内で行われる付随行為について、当初の事業行為との一体的な取扱いを

やめ、付随行為の相対的リスクに照らして合理的な額の賠償措置額を創設するこ

とが妥当である。

現段階では、廃止措置が行われている原子炉が複数あり、将来的にも、供用期

間が長期にわたった実用炉の運転の終了が本格化することが見込まれているほ

か、一定量以上の核燃料物質の使用に該当する事業行為が終了しているサイトが

複数あるため、これらについて見直しを行う必要がある。加工・再処理・使用済

燃料の貯蔵・廃棄物埋設・廃棄物管理については、サイト全体での事業行為の終

了が具体化した際に適切に検討を行うことが妥当である。

（２）事業行為終了後の損害賠償措置規制の合理化
①原子炉の運転に係る付随行為
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熱出力が１万ｋＷを超える原子炉又は熱出力が１００ｋＷを超え１万ｋＷ以

下の原子炉の運転については、その終了後の付随行為の賠償措置額も一律に６

００億円又は１２０億円とされているため、（１）の見直しの方向性に基づき

賠償措置額を合理化する余地がある。

（参考）熱出力が１万ｋＷ超の原子炉の運転の場合の賠償措置額

①は狭義の原子炉の運転、②は付随行為

イ 使用済燃料の取出し後

原子炉の運転を終了し、炉心からすべての使用済燃料を取り出した後にサ

イト内で行われる付随行為は、原子炉の運転に起因するリスクがなく、この

場合の付随行為の相対的リスクは、事業行為としての使用済燃料の貯蔵と同

程度であるので、熱出力が１万ｋＷを超える原子炉の運転に係る上記の付随

行為については、使用済燃料の貯蔵と同額の賠償措置額を創設することが妥

当である。

なお、熱出力が１００ｋＷを超え１万ｋＷ以下の原子炉の運転は、事業行

為時から使用済燃料の貯蔵と同額であり、特段の合理化の必要はない。

ロ 燃料のサイト外搬出後

原子炉の運転を終了し、未使用の燃料体・使用済燃料のすべてをサイト外

に搬出した後にサイト内で行われる付随行為は、核燃料物質の取扱いに伴う

危険がなく、その相対的リスクは事業行為としての低レベル放射性廃棄物の

廃棄物管理と同程度である。このため、熱出力が１万ｋＷを超える原子炉又

は熱出力が１００ｋＷを超え１万ｋＷ以下の原子炉の運転に係る上記の付随

行為については、低レベル放射性廃棄物の廃棄物管理と同額の賠償措置額を

創設することが妥当である。

②一定量を超える部分の核燃料物質のサイト外搬出後の使用に係る付随行為

一定量以上の核燃料物質の使用（５％以上濃縮ウラン中のウラン２３５は８

００ｇ以上；プルトニウムは５００ｇ以上）については、その該当行為の終了

後の付随行為の賠償措置額も一律に１２０億円とされているため、（１）の見

直しの方向性に基づき賠償措置額を合理化する余地がある。

一定量以上の核燃料物質の使用に該当する行為を終了し、一定量以上の核燃

料物質がサイト内に存在しなくなった後にサイト内で行われる付随行為は、少

量の核燃料物質の貯蔵や核燃料物質によって汚染された物の保管廃棄であり、

②

◇ ◇ … △ △ ▲ △ … △ ▲ ▲ △ … △ ◇

事業許可 運転開始 運転停止 廃止措置終了
設計・工事認可 臨界 燃料取出 許可失効

… … 燃料搬出

燃料体搬入 施設解体
燃料装荷 …

現行：全期間において６００億円

６００億円は過大

②①＋②

原賠法上の「原子炉の運転等」
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その相対的リスクは、事業行為としての低レベル放射性廃棄物の廃棄物管理と

同程度である。このため、上記の付随行為については、低レベル放射性廃棄物

の廃棄物管理と同額の賠償措置額を創設することが妥当である。

（２）による損害賠償措置額の合理化の適用の見込みは次のとおりである。

（注）２．による特例額の引上げ後は、２０億円は４０億円、１２０億円は２４０億円となる。

（３）新たな賠償措置額の適用に当たっての文部科学大臣による確認
事業者が新たな合理化後の賠償措置額の適用を受けようとする場合には、損害

賠償措置の変更に伴ってあらかじめ文部科学大臣の承認を受けなければならない

が（原賠法第７条第１項）、この承認に当たっては、損害賠償措置の意義にかん

がみ、その根拠となる使用済燃料の炉心からの取り出し、核燃料物質のサイト外

への搬出等の事実を確実に確認するとともに、その手続を円滑に実施する必要が

ある。

このため、文部科学大臣においては事業者から合理化後の賠償措置額の適用に

係る損害賠償措置の承認申請が行われたときは、損害賠償措置義務の違反を防止

するための報告徴収・立入検査（原賠法第２１条第１項）を適切に活用し、所定

の事実を必ず確認することとする運用を行っていくことが必要である。また、所

定の事実に関する基礎的な情報をあらかじめ十分に収集できるよう、承認申請に

熱 出 力
燃 料 の
状 況

現 行 の
賠 償 措 置 額

合 理 化 の 適 用 見 込 み

原 子 力 第 １ 船 む つ ３ 万 ６ 千 kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

６ ０ ０ 億 円 ２ ０ 億 円 に 低 減

東 芝 教 育 訓 練 用 原 子 炉
Ｔ Ｔ Ｒ

１ 万 kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

１ ２ ０ 億 円 ２ ０ 億 円 に 低 減

武 蔵 工 業 大 学 炉 １ ０ ０ kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

２ ０ 億 円
事 業 行 為 時 か ら 低 額
の 賠 償 措 置 額 で あ
り 、 合 理 化 の 対 象 外

日 立 教 育 訓 練 用 原 子 炉
Ｈ Ｔ Ｒ

１ ０ ０ kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

２ ０ 億 円
事 業 行 為 時 か ら 低 額
の 賠 償 措 置 額 で あ
り 、 合 理 化 の 対 象 外

立 教 大 学 炉 １ ０ ０ kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

２ ０ 億 円
事 業 行 為 時 か ら 低 額
の 賠 償 措 置 額 で あ
り 、 合 理 化 の 対 象 外

Ｊ Ｒ Ｒ － ２
（ 東 海 研 究 開 発 セ ン タ ー ）

１ 万 kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

－
同 一 サ イ ト 内 に 他 の
施 設 が あ る 。

高 温 ガ ス 炉 臨 界 実 験 装 置
Ｖ Ｈ Ｔ Ｒ Ｃ
（ 東 海 研 究 開 発 セ ン タ ー ）

０ ． ０ １ kW
炉 心 か ら
取 出 済 み

－
同 一 サ イ ト 内 に 他 の
施 設 が あ る 。

重 水 臨 界 実 験 装 置
Ｄ Ｃ Ａ
（ 大 洗 研 究 開 発 セ ン タ ー ）

１ kW
炉 心 か ら
取 出 済 み

－
同 一 サ イ ト 内 に 他 の
施 設 が あ る 。

研 究 開 発 段 階 炉 新 型 転 換 炉 ふ げ ん 発 電 所 ５ ５ 万 ７ 千 kW
炉 心 か ら
取 出 済 み

６ ０ ０ 億 円 １ ２ ０ 億 円 に 低 減

実 用 炉 東 海 発 電 所 １ ６ .６ 万 kW
サ イ ト 外
搬 出 済 み

－
同 一 サ イ ト 内 に 他 の
施 設 が あ る 。

原 子 炉 の 種 類 ・ 名 称

試 験 研 究 炉

許可数量
搬出の
状況

一定量以上 － １２０億円
一定量以上の使用を
継続している。

一定量未満
サイト外
搬出済み

１２０億円 ２０億円に低減

一定量以上 － １２０億円
一定量以上の使用を
継続している。

一定量以上 － １２０億円
一定量以上の使用を
継続している。

一定量未満 搬出予定 １２０億円 ２０億円に低減

一定量以上 － １２０億円
一定量以上の使用を
継続している。

日本核燃料開発㈱
核燃料物質使用施設ホットラボ

(財)核物質管理センター
東海保障措置センター

ニュークリア・デベロップメント㈱

(独)産業技術総合研究所

国立大学法人東京工業大学
核燃料貯蔵管理室・原子炉工学研究所

(財)核物質管理センター
六ヶ所保障措置センター

サイト
（同一サイト内に他の加工・再処理

等の施設があるものは除く。）

賠償措置の対象物質
現行の

賠償措置額
合理化の適用見込み
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必要な申請書の記載事項や添付書類に関する省令の規定を整備することが妥当で

ある。

（注）２．による特例額の引上げ後は、２０億円は４０億円、１２０億円は２４０億円となる。

４．紛争の自主的な解決の促進のための賠償の参考となる指針の策定

損害賠償に関する紛争は当事者間の処理に委ねられることが基本であるが、

ＪＣＯ臨界事故の最大の教訓となった当事者の交渉の限界と原子力損害の特殊

性を踏まえ、国等が重層的に紛争解決を支援するシステムを構築することが必

要である。

○ 原子力損害の賠償に関する紛争の自主的な解決を促進するため、紛争審査

会において、原子力損害の範囲又は賠償する責めに任ずべき額の算定の方法

等に関し参考となる指針を定めることができることとする。

（原賠法第１８条等）

○ 上記の役割を含めて、具体的な紛争解決の支援の在り方は、今後作成する

運用ガイドラインの中で幅広く整理することとする。

（ガイドラインにより対応）

（１）円滑な紛争解決の支援システムの構築
①ＪＣＯ臨界事故時の賠償の対応のポイント

ＪＣＯ臨界事故に係る最終的な賠償の対象は約７０００件（被害の申出は８

０００件以上）、賠償金の総額は約１５０億円にのぼり、原子力損害の特殊な

性質の一端が明らかとなったが、当初ＪＣＯが賠償交渉を進める準備として「Ｊ

ＣＯの補償等の考えと基準」を提示したところ被害者側には受け入れられず、

当事者間における自主的な紛争の解決が進まない事態が生じた。

これに対しては、次のような行政による支援が行われたことにより紛争の解

決に向けた動きが進展し、半年の短期間に約６０００件の示談（和解）が成立

使用 済燃 料を 炉心 か
ら取 り出 した 場合

使 用済 燃料 をサ イト
か ら搬 出し た場 合

１万 kw超 ６ ００ 億円 １２ ０億 円 ２ ０億 円

100k w超 １ ２０ 億円 １２ ０億 円 ２ ０億 円

使用 済燃 料の 貯蔵
と同 程度 ＿＿ ＿＿

低 レベ ル放 射性 廃
棄 物の 廃棄 物管 理
と 同程 度＿ ＿＿ ＿

一定 量以 上の 核燃 料
物質 の使 用

一 定量 以上 の核 燃料
物 質を サイ トか ら搬
出 した 場合

事業 行為 付随 行為 のみ

１２ ０億 円 ２ ０億 円

低 レベ ル放 射性 廃
棄 物の 廃棄 物管 理
と 同程 度＿ ＿＿ ＿

原子 炉の 運転

事 業行 為 付 随行 為のみ

確認

確 認 確 認

確 認
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することとなり、紛争審査会に申し立てられた和解の仲介は２件、裁判上の請

求に至ったものは１１件であった。

○ 科学技術庁の委託調査により専門家からなる「原子力損害調査研究会」が

開催され、損害の状況を調査・評価の上、損害費目ごとに相当因果関係の認

められる損害の範囲、損害額の算定方法等に関する基本的な考え方がとりま

とめられ、当事者間の交渉の目安となるとともに、交渉開始のトリガーとな

った。

○ 東海村・茨城県の主導により、被害申出の窓口の設置、賠償交渉の場への

職員の同席等が継続的に行われ、当事者間の交渉関係が東海村・茨城県を介

して取り持たれた。

②重層的な紛争解決支援システムの構築の必要性

ＪＣＯ臨界事故の教訓として、損害賠償の実施を当事者間の処理に完全に委

ねることには限界があり、「原子力損害調査研究会」による賠償の考え方の提

供や地方公共団体による当事者への支援が交渉の開始や進展に決定的な役割を

果たしたことは上記のとおりである。これはＪＣＯ臨界事故に限らず一般に、

原子力損害の賠償に関して次のような特殊性に考慮すべきことを示している。

○ 事故に伴う現場の混乱、原子力損害を被った被害者の心理状態等の実態に

適切に対応する必要があること。

○ 短期間において膨大な数の請求事案が生じ、これらを同時に解決していく

必要があること。この場合、個別の事案の解決のみならず、多数の当事者間

の交渉が円滑になされるような条件の確保が重要であること。

○ 一定の範囲で損害項目を特定した場合、その項目ごとに多数の事案の内容

に類似性があり、被害者間の公平の確保を図ることが重要であること。

○ 原子力損害に関して一般に被害者の有する知見の水準に配慮し、因果関係

の立証負担を軽減する必要があること。

○ 膨大な数の請求事案が生じた場合に、解決の困難な事案の紛争処理を行う

べき和解の仲介・裁判が機能不全に陥らないようにする必要があること。

これらを適確に踏まえ、紛争処理のみならず、その前段階において紛争の自

主的な解決を促進するために必要な支援を講じるシステムを構築しておくこと

が重要である。特にＪＣＯ臨界事故の際の「原子力損害調査研究会」が果たし

た原子力損害の調査・評価とそれに基づく相当因果関係が認められる損害の範

囲、損害額の算定方法等に関する基本的な考え方の提供という機能については、

その実効性を確保するために厳格な中立性と高度の専門性が必要となることに

留意しつつ、制度化することが重要である。

また、本検討会において今後検討する「運用ガイドライン（仮称）」の中で、

ＪＣＯ臨界事故の際に講じられた賠償交渉の支援策や風評被害を抑えるための

安全宣言等の災害事後対策も含め、紛争解決に資する行政の支援の在り方を幅

広く整理することとする。

上記の紛争解決支援システムの全体イメージをまとめると次の図のようにな

る。
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（２）紛争審査会による賠償の参考となる指針の策定の制度化
①賠償の参考となる指針の策定の重要性

紛争解決支援システムのうち、とりわけ原子力損害の賠償の範囲等に関する

基本的な考え方の提供については、（１）で既述の原子力損害の賠償に関する

特殊性を踏まえた支援の在り方として最も適切かつ重要なものであることとを

踏まえ、次の事項を原子力損害賠償制度上に明確化することが妥当である。

○ 原子力損害の賠償が必要となる事態が生じた際に、個別の紛争処理の前段

階において、原子力損害の賠償に関する多数の紛争の自主的な解決を促進す

る観点から、その迅速かつ公正な賠償の履行の参考となる指針を定めること。

○ 指針には、損害の態様、発生場所、事故後の経過時間等のさまざまな要素

に応じ、原子力損害の範囲、損害額の算定方法等に関する基本的な考え方の

方向性を示すこと（指針のイメージは次頁のとおり）。

原子力損害の特殊性 当事者間の交渉の限界

・ 当事 者心理 、事 故に 伴う 混乱
・ 多数 の請求 事案 (数 千～ 数万件 )
・ 事案 に一定 の類 似性

・ 原子 力に関 する 被害 者の 知見 水準

　　円滑かつ公平な賠償の確保の必要

国（紛争審査会）

　＝賠償の実施の参考となる指針の策定

※今回の法改正により対応　

国／地方公共団体

　＝役割に応じた当事者の自主的な解決の支援

※運用ガイドライン（仮称）により対応　

解決に至らない場合

国（紛争審査会）

　＝当事者の申立てにより和解の仲介

なお解決に至らない場合

原子力損害の発生

・ 原子 力損 害の範 囲、 損害 の額 の算 定方 法等 に関
す る基 本的 な考え 方を 提供

・ 原子 力損 害の専 門的 な調 査・ 評価 を実 施

裁判上の請求

・ 被害 申出 の取次 ぎ、 状況 の取 りま とめ

・ 交渉 の場 の提供 、交 渉へ の同 席
・ 適切 な事 後対策 によ る被 害の 拡大 防止 　等

自主的な解決

行
政
に
よ
る
適
切
な
支
援
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（参考）賠償の参考となる指針のイメージ例

１．賠償の対象となる損害に関する基本的な考え方
(1)損害の類型

身体傷害、避難費用、検査費用、財物汚損、営業損害、休業損害…
(2)場所的要件

本件施設から……キロメートル以内の区域を基本。
(3)時間的要件

本件事故の発生時から……の時までを基本。

２．損害の類型毎の考え方
(1)身体検査費用

○損害の範囲 事故の発生から避難要請の解除までのいずれかの時点に
……に所在した者（通過も含む。）が、身体の傷害の有無を確認する
目的で、……までに受けた検査につき支出した身体検査費用。

○損害額の算定方法 無料の検査を受けた場合は対象外。
○考慮すべき事項
…

(2)避難費用
○損害の範囲 避難要請区域内に居住する者が……の時までの避難のた
めに支出した交通費・宿泊費。

○損害額の算定方法 実費を基本。
○考慮すべき事項
…

(3)営業損害
○損害の範囲 営業拠点が……の区域内にある者に……の時までに生じ

た減収。社会通念上取引拒絶等に合理性が認められるもの。
○損害額の算定方法 決算書類等に基づく前年同時期と比べた売上総利

益の差額を基本。
○考慮すべき事項
…

３．その他の参考事項
(1)本件事故の規模・態様等に照らし特に留意すべき事項

…

この指針はあくまでも当事者間の交渉において自主的に参照されることによ

り交渉の円滑化と紛争の解決を図ることを目的とするものであり、まずは多数

の請求事案に対して適用可能な考え方をマクロな観点から整理し、できる限り

早期に当事者の参考に供して交渉のきっかけを提供するのが重要であること、

個々の交渉においてはそれぞれの事案の事情に応じた柔軟な調整がなされる必

要があることから、指針に当事者（訴訟に至った場合には裁判所）に対する法

的な拘束力を付与する必要はない。

また、指針の前提として、事故の態様・規模等に応じ、どの程度の賠償が必

要となるか、どのような被害が中心となるか等の全体状況を早期に把握し、適

切な損害費目の分類等を行うことが必要であり、これは緊急度に応じた計画的

な賠償の履行や政府による事業者の援助等の具体的な措置の要否の判断にも資

することから、指針の策定に必要な原子力損害の調査・評価を行うことを合わ

せて制度化しておくことも必要である。

なお、原子力損害の調査・評価に当たっては、賠償責任を負う事業者が被害

者から申出を受けつつ取りまとめる原子力損害の状況を活用することが想定さ
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れるが、迅速な被害状況の取りまとめの支援や関係者間の情報共有の在り方に

ついては、別途「運用ガイドライン（仮称）」において整理することとする。

②紛争審査会の活用の妥当性

①の指針が当事者間における解決に実効的に資するには、客観的な立場から

提示され、妥当なものとして早期に受容・共有されることが不可欠であり、次

のような中立性・専門性が要請される。

○ 当事者に参考指針が受容・共有されるには、基準の策定主体に厳格な中立

公正が要請される。また、政府は補償契約の保険者として紛争当事者たり得、

事故後早期に事業者への援助の必要性を判断しなければならない場合もあり

得ることから、これらと参考指針の策定との利益相反の疑義を生じさせない

必要がある。【中立性】

○ 原子力事故の規模・態様は様々であり、また、原子力損害には放射線の作

用等と相当因果関係のある損害がすべて含まれるため、適切な調査・評価に

基づき損害費目を特定し、損害の範囲、損害額の算定方法等を判断する上で

参考となる指針を作成するには、法律、原子力工学、医療等に関する高度の

専門的知見を要する。【専門性】

これらは既存の紛争審査会が第三者機関として有する特性と共通しているほ

か、原子力損害の発生の蓋然性が低いことを踏まえると、和解の仲介か事前の

解決の促進かを問わず、原子力損害の賠償に関する知見・経験を有する専門家

を集約することが既に制度化されている紛争審査会を活用することが効率的で

ある。このため、賠償の参考となる指針の策定主体を紛争審査会とすることが

妥当である。

なお、賠償の参考となる指針は公平の確保に、和解の仲介は個別の調整にそ

れぞれ重点が置かれるため、紛争審査会が原子力損害の発生を受けて実際に活

動する際には、指針の策定と和解の仲介の事務を行う内部組織を分離して部会

として設置し、ぞれぞれの目的・性質を踏まえた適切な運営を確保するよう留

意することが必要である。

５．補償契約に係る業務の損害保険会社への一部委託

万が一の際の補償契約業務の円滑な遂行を確保するためには損害保険会社の

協力を得ることが現実的であることから、保険業法における保険会社の他業の

制限の趣旨を踏まえ、政府の補償契約に関する事務の一部を損害保険会社に委

託することができる旨の根拠規定を補償契約法に設けることとする。

（補償契約法に新設）

ＪＣＯ臨界事故における損害保険会社の対応を参考に、補償金支払い等に係

る事務や損害保険会社との協力の具体的な運営を検討する。

（ガイドラインにより対応）

（１）補償契約事務の円滑化の必要性



- 23 -

万が一地震等により原子力損害が発生した際に国が行う主要な業務の一つとし

て、補償契約に基づく補償金の支払い等の事務があり、想定される事務の例を時

系列で整理すると、概ね以下のとおりとなる。

想定される事務の例（時系列） 文科省 保険会社

1 補償金支払請求のスキームの決定 ○ ×

2 事故の報告の受付 ○ ×

3 賠償責任の承認に係る事前承認申請の受理 ○ ◎

4 申請書類の確認・補正の指示 ○ ◎

5 被害者別の事案の登録・経過の記録 ○ ◎

6 事前承認に係る補償額の算定案の作成 ○ ◎

7 事業者の賠償責任の承認の事前承認（補償額の事前決定） ○ ×

8 事業者に対する事前承認の内容の通知 ○ ◎

9 補償金支払請求の受理 ○ ◎

10 請求書類の確認・補正の指示 ○ ◎

11 支払に係る補償額の算定案の作成 ○ ◎

12 事前承認に係る補償額との照合・調整（補償額の最終決定） ○ ×

13 補償金の支払い ○ ×

14 過怠金の徴収 ○ ×

15 事前承認・支払に対する異議申立てへの対応 ○ ×

※ ○：文部科学省の事務
◎：保険会社に委託することが考えられる事務
×：保険会社に委託することが考えられない事務

しかしながら、これまで補償金の支払いの対象となる事案の実績はなく、経験

の蓄積がないものの、ＪＣＯ臨界事故の際に小規模な加工施設ながら８０００件

を超える請求事案が生じたという厳然たる事実を踏まえると、万が一の際に円滑

な事務を遂行するための方策を講じておくことが極めて重要である。

例えば、事業者の提出書類の記載内容・被害者から取り付けた添付書類の確認

や書類の補正の指示、一定の基準に基づいた補償額の算定等の事務については、

原子力損害の発生の蓋然性に照らすと、国の一般職員の中に保険金支払に類する

実務経験を有する職員を継続的に維持するのは現実的でないことから、損害保険

会社の専門的知見や実務経験を活用することが有効と考えられる。また、書類の

受理や決定内容の通知といった定型性の強い事務についても、膨大な数の被害者

別の経過管理の下に適切に実施する必要があり、損害保険会社のノウハウを活用

することが実際的である。

これらを踏まえ、補償契約に関する国の事務については、補償額の決定や補償

金の支払い、異議申立てへの対応等の国の判断を伴う一定の重要な事務を除き、

状況に応じて損害保険会社に委託することが現実的な選択肢の一つである。委託

後の具体的な運営の在り方については、ＪＣＯ臨界事故における損害保険会社の

対応を参考に、今後検討する「運用ガイドライン（仮称）」の中でその概要を整

理することとする。

（２）保険業法を踏まえた損害保険会社への委託制度の創設
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一定の業務性が認められる事務を保険会社に委託する場合には、保険会社は保

険業以外の業務を原則として行ってはならないという「他業の制限」の原則に抵

触するおそれがある。保険業法第１００条により認められる保険会社の業務の範

囲は、次のとおりである。

① 固有業務：免許の種類に応じた保険の引受け・資産の運用（第９７条）

② 付随業務：①に付随する金融商品取引の仲介（第９８条）

③ 法定他業：①の遂行を妨げない限度で行う金融商品取引等（第９９条）

④ 他の法律により行う業務：（例）政府の委託を受けて行う自動車損害賠償保

障事業

このため、保険会社が付随業務・法定他業以外の業務を行う場合には、「他の

法律により行う業務」として個別法においてその位置付けを明確に定めることが

必要となる。現時点で個別法により保険会社が営むことができるよう制度化され

ている他業には、自動車損害賠償保障法に基づき政府の委託を受けて保険会社が

行う自動車損害賠償保障事業に関する業務がある（同法第７２条・第７７条）。

これを踏まえ、（１）の補償契約に係る国の事務の損害保険会社への一部委託

を保険業法の趣旨の範囲内で可能とするため、補償契約法において、政府の補償

契約に関する業務の一部を損害保険会社に委託することができる旨の根拠規定を

設けることが適当である。合わせて、委託できることとする業務の範囲等、事務

処理の適正を国において確保する仕組みを政令以下で定めることが適当である。

６．罰則水準の引上げ

原子炉等規制法における最近の罰則の厳格化等の状況を踏まえ、原賠法の罰

則の見直しを行うこととする。 （原賠法第２４条・第２５条）

（１）原賠法の罰則
原賠法では、事業者又はその職員に対する罰則として、以下の２条が設けられ

ている。

○ 損害賠償措置を講じることなく原子炉の運転等を行った場合、１年以下の懲

役若しくは５０万円以下の罰金又は併科（第２４条）

○ 行政庁への報告の懈怠・虚偽の報告の場合、２０万円以下の罰金（第２５条）

第２４条については、事業行為に伴う原子力損害の賠償を履行するための原資

を確保させるため、事業者にあらかじめ損害賠償措置を講じる義務が課されてい

るところ（第６条）、その義務の履行を担保するための罰則規定である。

また第２５条については、事業者は損害賠償措置義務の遵守状況の確認のため

に予定されている報告徴収や立入検査（第２０条）に応じなければならないとこ

ろ、その義務の履行を担保するための罰則規定である。

（２）見直しの方向性
原賠法の損害賠償措置は当初、原子炉等規制法上の事業の許可要件の一つとし
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て法定されていたものが、原賠法制定時に原子炉等規制法から切り離されたとい

う経緯から、原賠法の改正の際には、原子炉等規制法を参考として罰則の見直し

を行ってきている。

前回の原賠法改正時以降、原賠法の罰則に対応する原子炉等規制法における罰

則が順次厳格化され、罰金の水準が引き上げられていること、他の法令との均衡

等を踏まえると、原賠法の損害賠償措置に係る法令違反行為に対する罰則の見直

しを検討する必要があると考えられる。

なお、原子炉等規制法では、原子力発電所における自主点検記録の不正事件の

発生を受けて両罰規定に係る法人重課の導入が行われたが、原賠法において講ず

べき義務が課されている損害賠償措置については、文部科学省においてその承認

の審査時を含めて随時確認をしているところであり、そのような状況下において、

事業者が組織を挙げて義務違反を犯すことは類型的に少ないと思われ、またこれ

までも当該義務違反行為を行った例もないことにかんがみると、今回あえて法人

重課を導入して事業者の組織的な当該義務違反行為を強く抑止する必要性が生じ

ているとは言えないと考えられる。

（参考）原賠法と原子炉等規制法の罰則の変遷

原 対象 立法時 昭和５２年改正 昭和６１年改正 平成11･14･17年改正
子
炉 第７８条 １年以下の懲役又は１０ １年以下の懲役又は３０ １年以下の懲役又は５０ １年以下の懲役又は100万円
等 併科あり 万円以下の罰金 万円以下の罰金 万円以下の罰金 以下の罰金（平成11）
規
制 第８０条 １万円以下の罰金 １０万円以下の罰金 ２０万円以下の罰金 30万円以下の罰金（平成14）
法 100万円以下の罰金（平成17）

対象 立法時 昭和５４年改正 平成元年改正

原 第２４条 １年以下の懲役又は１０ １年以下の懲役又は３０ １年以下の懲役又は５０
賠 併科あり 万円以下の罰金 万円以下の罰金 万円以下の罰金
法

第２５条 １万円以下の罰金 １０万円以下の罰金 ２０万円以下の罰金

７．その他

原子力損害の賠償請求権の除斥期間については、民法と異なる特別の規定を

設ける必要は生じていない。また、核燃料物質以外の放射性同位元素による損

害については、特別な損害賠償措置によらず、一般の不法行為責任制度で対応

することで十分である。

前回の原賠法の改正に先立って平成１０年１２月に原子力委員会原子力損害賠償

制度専門部会で取りまとめられた報告書（以下「報告書」）においては、将来的に

法的な検討が行われることを要請する事項がいくつか挙げられていたことから、そ

れらについてもここで整理しておくこととする。

（１）除斥期間
①報告書における記載

報告書では、原賠法には原子力損害の賠償請求権の除斥期間について特段の
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規定がなく、民法７２４条後段の規定により２０年の除斥期間が適用されると

ころ、報告書では、国際条約等の国際的動向を注視しつつ、原賠法に民法の特

則として、死亡又は身体傷害に係る賠償請求権の除斥期間を３０年とする規定

を設ける方向で検討することが適当であるとされていた。

②現状及び対応

原子力損害の賠償請求に係る消滅時効又は除斥期間についての国際的動向と

しては、改正パリ条約及び改正ウィーン条約では死亡又は身体の傷害は事故か

ら３０年（その他の損害は事故から１０年）とされ、ＣＳＣでは事故から１０

年（損害賠償措置・国の補償が１０年よりも長い期間整備されている場合には、

その期間でも可）とされている。

我が国では原賠法に特別の規定がないため、民法の定める２０年の除斥期間

が適用されるが、近時の裁判例においては「加害行為が行われた時に損害が発

生する不法行為の場合には、加害行為の時…（略）…損害の性質上、加害行為

が終了してから相当期間が経過した後に損害が発生する場合には、当該損害の

全部又は一部が発生した時が除斥期間の起算点となる。」（じん肺健康被害に関

し最三小判平成16･4･27民集58･4･1032、水俣病に関し最二小判平成16･10･15民

集58･7･1802、Ｂ型肝炎に関し最二小判平成18･6･16民集60･5･1997）とされる

等、後発性の損害の場合には、不法行為に基づく損害賠償請求に係る除斥期間

の起算点を損害発生時とする判断が定着してきている。

このような裁判例における民法の適用を踏まえると、現行の原子力損害に係

る賠償請求権の除斥期間については、後発性の損害に係る被害者の保護は十分

に確保されており、民法と異なる特別の除斥期間を設ける必要はないと考えら

れる。

（２）核燃料物質以外の放射性同位元素の扱い
①報告書における記載

報告書では、核燃料物質以外の放射性同位元素（ＲＩ）による損害について、

原賠法の対象とされる廃棄物に準じた損害賠償措置を要することとする法改正

を検討することが望ましいとされていた。

②現状及び対応

放射性同位元素については、核燃料物質と異なり臨界事故の可能性がないた

め、大規模・集団的な損害は想定されない。実態としても、放射線障害防止法

に基づき報告された放射性同位元素による事故については、そのいずれも大規

模・集団的な損害が生じたことはない。

なお、国際的動向としても、前述の３つの国際条約のいずれにおいても、放

射性同位元素による損害は原子力損害に含まれていない。

以上を踏まえると、放射性同位元素による損害については、現行どおり一般

の不法行為責任制度や労働災害補償制度に委ねることで被害者の保護に問題は

なく、原子炉の運転等と同様の損害賠償措置の行政規制を事業者に課すまでの

必要はないと考えられる。
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第３章 引き続き検討を行う事項

原子力損害賠償制度に関する法令改正事項については、前章においてまとめたと

おりであるが、ＪＣＯ臨界事故の経験を適切に制度に反映させる上では、制度改正

が必要となる事項のみならず、同時に制度の運用に当たっての考え方を整理するこ

とにより、両者が相まって万が一の際の被害者の保護が図られるものである。

また、原子力損害賠償に関する国際条約や国際的な原子力利用の拡大等の近年の

国際動向を踏まえると、我が国制度を国際水準に照らして充実させるだけでなく、

原子力損害賠償に関する国際秩序への我が国の関わり方を今後検討していくことが

有益となる可能性がある。現時点では我が国が将来的にとりうる選択肢を検討する

とともに、当面は国際条約の有用性や我が国制度との整合性に関する検討を慎重に

進めていくこととする。

これらについては、本報告書ではさらなる検討に当たっての基本的な論点を示す

にとどめ、今後本検討会の下に２つのワーキング・グループを設置して検討を継続

し、半年を目処に検討会での審議を経て報告書にとりまとめることとする。特に原

子力損害賠償制度の運用に関する事項の検討の成果は、関係者の行動マニュアルと

して活用できるように「運用ガイドライン（仮称）」という形式でまとめることと

する。国際条約への対応については、今後の検討のための論点の整理を行い、文部

科学省のみならず、原子力委員会、外務省、経済産業省等の関係省庁の連携による

しかるべき場における検討へとつなげていくことを基本とする。

１．原子力損害賠償制度の運用ガイドライン（仮称）

原子力損害賠償制度の運用に関する事項について、ＪＣＯ臨界事故の際の損

害賠償の対応を振り返りつつ、万が一原子力損害が発生した際の関係者の行動

マニュアルとなる「運用ガイドライン（仮称）」にまとめ、関係者間で共有・

参照し、適時改訂していくこととする。

ガイドラインにおいては、関係者が紛争解決を支援するに当たってさまざま

な状況に即して期待される対応や、一般的に想定される賠償の手続、必要とな

る書類、望ましい調整の在り方等、円滑な賠償の履行の確保に資する事項を包

括的に整理することとし、今後ワーキング・グループにおいてさらなる検討を

行うことが適当である。

（１）ＪＣＯ臨界事故の経験を踏まえた損害賠償対応のマニュアル化
ＪＣＯ臨界事故を受けて、原子炉等規制法の改正や原子力災害対策特別措置法

の制定により安全規制や災害対策の強化がなされた一方、損害賠償については、

第１章で見たような対応がこれまで長期間にわたって継続してきたことから、本

検討会ではそうした経緯全体を振り返りつつ、今回の原子力損害賠償制度の見直

しを行っているところである。ＪＣＯ臨界事故から得られた教訓を今後に生かす

という観点からは、前章の原子力損害賠償制度の法令改正事項のみならず、制度

の運用に関する事項についても合わせて整理することが重要である。

こうした運用に関する事項の整理としては、万が一原子力損害が生じた際に当

事者、国・地方公共団体、日本原子力保険プール等の関係者が参照しやすく、平
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時からも関係者間で共有しやすい形式にとりまとめることが有益であると考えら

れる。このため、円滑な賠償の履行の確保に資する事項を包括的に記載し、関係

者の行動マニュアルともなるよう「運用ガイドライン（仮称）」にとりまとめて

おくこととする。

また、ガイドライン形式でとりまとめる趣旨に照らし、関係者間でその普及と

理解の促進を図るよう努めるとともに、万が一の際の実際の活用に耐えるよう適

時内容を改訂していくことが望ましい。

（２）ガイドラインの内容として検討すべき事項の例
ガイドラインにおいて記載することが想定される事項とその内容の例は、現時

点で次のとおりである。今後ワーキング・グループにおいては、こうした事項に

ついてＪＣＯ臨界事故の際の経緯を参考としつつ、さらなる検討を行うこととす

る。

① 原賠法の適用の考え方

○ 原賠法の適用の有無の判断の基本的な考え方

○ 原賠法の適用事例・原子力損害の被害類型例

② 平時からの対応

○ 平常時からの情報交換の在り方

○ 担当者との定期的な意見交換

○ 事業者があらかじめ準備しておくべき事項・書類

○ 防災業務計画等との連携

③ 初動対応

○ 原賠法の適用の有無の判断と関係者間の情報共有の在り方

○ 原子力損害の拡大防止の在り方

○ 原子力損害の全体状況の迅速な把握方法

○ 紛争審査会の迅速な開催

④ 賠償請求（被害の申出・受付）

○ 事業者の対応とその基本的な考え方

○ 受付窓口の開設とその周知方法

○ 関係者による効果的な支援の在り方

○ 被害者の申出方法・必要書類

⑤ 賠償の参考となるべき指針

○ 紛争審査会の運営方法

○ 効果的な指針の策定の留意事項

⑥ 事業者・被害者間の調整

○ 当事者間の調整の在り方

○ 和解に必要な書類例

○ 関係者による効果的な支援の在り方

⑦ 紛争の解決

○ 自主的な調整方法
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○ 紛争審査会の和解の仲介の運営方法

○ なお解決に至らない場合の注意点

⑧ 政府の支援

○ 被災者・被災地域の支援方策

○ 損害賠償額が賠償措置額を超える場合の国の援助の在り方

⑨ 保険金・補償金の支払い

○ 支払請求の手続・必要書類・経過管理の方法

○ 補償契約事務に係る損害保険会社との協力の在り方

２．原子力損害賠償に関する国際条約への対応

原子力損害賠償に関する国際枠組みについては、現時点では我が国が直ちに

参加すべき状況にはない。しかし、将来国際条約の締結を本格的に検討してい

く際の選択肢としては、我が国原賠法と親和性があること、締約国間の拠出金

による賠償措置の強化が望めること、米国が批准したこと、アジア周辺諸国を

含めた幅広い国の参加の可能性があること等から、ＣＳＣを念頭に置くことが

適当である。

また、以下の課題についてワーキング・グループで引き続き検討し、基本的

な考え方を本検討会として論点整理した上で、文部科学省のみならず、原子力

委員会、外務省、経済産業省等の関係省庁の連携によるしかるべき場における

将来的な検討につなげることを基本とする。各課題について我が国にとっての

利益及び負担を慎重に検討するとともに、条約締結に向けた近隣諸国等との協

調の在り方も考える必要がある。

＜政策的課題＞

アジア諸国での越境損害の対応の明確化と我が国被害者の保護、我が国原

子力産業の国際展開の支援、各国の損害賠償措置を補完する国際的資金措置、

原子力導入国等における原子力損害賠償制度の整備・充実等、国際条約を締

結することの意義を多角的に検討する必要がある。

＜制度的課題＞

我が国原賠法や民事法制との整合性を確保すべき課題として、拠出金の負

担に関する国内制度の創設、少額賠償措置額に係る公的資金の確保、専属的

な国際裁判管轄・準拠法の整備、責任保険の効力の継続性の確保等を慎重に

検討していく必要がある。

（１）国際枠組みに関する検討
原子力損害賠償制度に関する国際的な共通ルールを定めるパリ条約、ウィーン

条約、ＣＳＣの３系統の条約が既に存在しているが、我が国はこれまでいずれの

国際条約も締結しておらず、原子力損害賠償に関する国際枠組みへの参加につい

て具体的な検討にまで踏み込んだことはない。これは我が国が以下のような状況

にあることによると考えられ、現時点で直ちに我が国が国際枠組みに参加しなけ



- 30 -

ればならない状況にはない。

○ 原子力先進国としてふさわしい水準の国内制度を有しており、国内の事故で

生じる原子力損害に関しては既に被害者の保護と原子力産業の発達のための法

的基盤が十分に整備されてきたこと。

○ 他の原子力利用国と相互に陸続きで国境を接しておらず、近隣諸国との間で

越境損害への対応について、欧州に比べて問題が顕在化していないこと。

○ 国際条約については近隣諸国や輸出の仕向国等がともに締結しなければ実質

的な意義に乏しいと考えられるが、中国・韓国等のアジア周辺諸国の姿勢は明

らかではないこと。

しかしながら、第１章で既述のように、世界的な原子力産業の連携・再編やア

ジア周辺地域における原子力導入の活発化等の原子力の利用を巡る国際情勢の変

化を踏まえると、近隣諸国の動向等を考慮し、国際条約の締結の必要性が具体化

した際の備えとして、現時点においては我が国が将来的にとりうる選択肢を検討

するとともに、将来の本格的な検討に向けてその素材となる論点を整理しておく

ことは有益である。

（２）仮に条約の締結を想定した場合の我が国の選択肢
原子力損害賠償に関する国際枠組みに我が国が仮に参加することを想定した場

合、国際条約を締結することのメリット及びデメリットを慎重に検討することを

前提としつつ、我が国の選択肢としては、

① 改正パリ条約を締結する。

② 改正ウィーン条約を締結する。

③ ＣＳＣを締結する。

の３通りが想定される。その選択に当たっては、各条約の内容、締約国の地理的

な関係、アジア周辺諸国を含めた国際枠組みの形成の可能性、我が国制度との親

和性等の諸点を総合的に考慮する必要がある。

①については、最も高水準の賠償措置額が要求され、被害者の保護に最も資す

る枠組みとなるが、改正パリ条約に対応した国内法の整備を検討しているのはＥ

Ｕ諸国とスイスだけで、我が国との地理的関係が薄く、アジア周辺諸国が締結し

ていくことは想定できない。

②については、旧ウィーン条約の主な締約国が中東欧・中南米の国で、越境損

害への対応という点では従来から地理的な関係が薄かったが、これらの国々は改

正ウィーン条約への移行が順調に進んでおらず、国際枠組みとして普遍性が得ら

れない可能性がある。

③については、免責事由や除斥期間の条件が①・②よりも緩やかである等、我

が国を含め多くの国にとって比較的締結しやすい内容であるとともに、締約国の

国内法による賠償措置額の不足を締約国間の拠出金により補充する仕組みを用意

していることから、これが誘因となって、旧ウィーン条約・改正ウィーン条約の

締結国や国際条約の未締結国、原子力の新規導入国等がアジア諸国も含めて広く

ＣＳＣに参加する可能性がある。さらに、我が国原子力産業の実態において我が

国と密接な関係を有する米国がＣＳＣを批准するに至ったことから、日米共通の

原子力産業の国際展開の法的基盤としても期待しうる。
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以上を踏まえると、仮に原子力損害賠償に関する国際的枠組みに我が国が参加

し、国際条約の締結を本格的に検討する場合の選択肢としては、ＣＳＣを念頭に

置くことが現実的と考えられる。

（３）仮にＣＳＣの締結を想定した場合の検討すべき論点
我が国としてのＣＳＣへの対応は単に文部科学省だけでなく、原子力委員会、

外務省、経済産業省等の関係省庁と連携して対応し、しかるべき場において総合

的に検討を行う必要がある。本検討会ではその前段階として基本的な考え方につ

いて論点を整理し、次の全政府的な検討の段階へとつなげていくことを基本とす

ることが適当である。

ＣＳＣの締結に関する検討に当たっては、各論点について、我が国国民にとっ

ての利益と負担とを慎重に見きわめることが必要であるとともに、ＣＳＣの締結

に伴う我が国の基本的な民事法制への影響も含めた慎重な検討が必要である。

また、各論点は我が国のみならず、越境損害への対応の必要が想定されうる近

隣諸国や輸出の仕向国、国際輸送の際の通過国とともにＣＳＣを締結することで

意味を持つことから、どのような時期にどのような国に締結を呼びかけていくの

かも合わせて考えていく必要がある。

今後設置するワーキンググループにおいてさらに検討を深めるべき課題の例に

ついて、現時点で整理すると以下のとおりである。

① 政策的課題の例

イ アジア周辺地域での越境損害の対応の明確化と充実

事故発生国と被害発生国が異なる越境損害については、国際裁判管轄及び

準拠法が不明確であるため、被害者が各国国内の原子力損害賠償制度による

保護を十分に受けられない可能性があるが、アジア周辺諸国が一緒になって

ＣＳＣを締結することにより、各国の賠償措置額の充実や事故発生国におけ

る一元的な司法処理が実現する可能性がある。

これにより我が国国民を含めて被害者の迅速かつ確実な救済が図られる可

能性がある一方で、裁判管轄を有する他の締約国において裁判を行わなけれ

ばならない負担を生じるため、越境損害を被った我が国国民の保護に真に資

するものと評価できるか。

ロ 我が国原子力産業の国際展開の支援

関係国を含めたＣＳＣの締結によって当該国での責任集中を含む国内法制

が整備されるとともに、国際裁判管轄と準拠法も整理されるため、原子力導

入国・拡大国にプラント、コンポーネント、部品等の輸出を行う我が国原子

力産業にとっては、複数国における裁判提起の可能性、国際的な事業者間の

賠償責任を負う範囲の不明確さ等の事業遂行上のリスクの低減に有効かどう

か。

ハ 各国の損害賠償措置を補完する国際的な資金措置

ＣＳＣは各国が国内法で事業者に講じさせる損害賠償措置を補完する国際

的な資金措置を原子力利用国が広く分担拠出するシステムも含んでいるが、

我が国・他の締約国の被害者の保護の充実に資する可能性がある一方で、我

が国の賠償措置額はＣＳＣの規定（３億ＳＤＲ（約５２８億円））を超える

高い水準へのの引上げを予定しており、また実際の拠出金は我が国の負担が
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相対的に大きいことが見込まれているため、我が国にとって総合的に利益の

あるものと評価できるか。

ニ 原子力導入国等における原子力損害賠償制度の整備・充実

ＣＳＣは締約国間の拠出金が締結の誘因となる可能性がある一方で、発展

途上国にとっては締約国に求められる水準の国内制度の整備は必ずしも容易

ではないと考えられるが、原子力先進国として原子力発電の円滑な導入・強

化に貢献する観点から、今後原子力発電所の急速な立地・拡大が見込まれる

アジア周辺諸国等に国際的に共通の原則に基づく原子力損害賠償制度の整備

・充実を促していくことがどの程度必要か、またその際我が国が率先してＣ

ＳＣを締結することがどの程度有効か。

② 法制的課題の例
イ 拠出金の負担に関する国内制度

ＣＳＣ上の賠償措置額を超える損害が締約国で生じた場合に、その締約国

へ我が国が一定の基準により算出される金額を拠出する必要があり、その場

合に拠出金を我が国国内において準備するための制度を構築する必要があ

る。

※ 拠出金は基金として積み立てられるのではなく、大規模な事故が生じた

際に締約国が裁判管轄を有する国に拠出する仕組みである。現締約国のア

ルゼンチン・モロッコ・ルーマニア・米国に加えて、例えば日本・韓国・

中国が新たに締約国となった場合には、１件当たりの事故について締約国

全体で拠出される額は最大で約２億ドル（約２３４億円）に、日本の拠出

額は最大で約７０００万ドル（約８２億円）になると見込まれている。

ロ 少額賠償措置額に係る公的資金の確保

ＣＳＣにおいては、少額の賠償措置額（５００万ＳＤＲ以上の額）を認め

る一方、原則的な賠償措置額（３億ＳＤＲ以上の額）との差額を埋める公的

資金の確保が締約国に義務付けられるため、原賠法における国の支援の在り

方と事業者の無限責任の関係の整理と合わせて、当該差額の確保に係る考え

方を検討する必要がある。

ハ 原子力損害の定義

ＣＳＣが定義する原子力損害のうち、「環境損害の原状回復措置費用」、「防

止措置による損害」及び「環境汚染によって生じたものではない経済的損失」

については、これらを明記しない原賠法との整合性を整理する必要がある。

ニ 国際裁判管轄・準拠法

ＣＳＣによると、原則として損害発生の原因となった原子力施設が所在す

る締約国に専属的な裁判管轄が認められる（例えば他の締約国の原子力施設

が原因となって我が国国内に損害が生じた場合には、当該国の裁判所のみが

司法処理を行い、我が国国内裁判所への訴えは却下される。）ため、国際裁

判管轄について明確な規定を置いていない民事訴訟法との整合性を整理する

必要がある。

またＣＳＣでは、準拠法は管轄裁判所の法とすると規定され、締約国間で

は一律に損害発生の原因となった原子力施設が所在する国の法律に基づいた

損害賠償の処理を行うことになるため、不法行為について原則として損害発

生地の法により処理することとしている「法の適用に関する通則法」との整
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合性を整理する必要がある。

ホ 責任保険の効力の継続性確保

ＣＳＣによると、保険契約の解除の効力を事前の通知から２か月経過した

後に発生させるとともに、核物質の輸送期間中にその保険が取り消されない

ことが締約国に義務付けられ、損害賠償措置としての責任保険の継続性確保

が求められているため、我が国の責任保険契約をこれに適合させるための調

整が必要となるとともに、原賠法との整合性を整理する必要がある。

ヘ 拠出金を受ける場合の国内制度

我が国がＣＳＣに基づいて拠出金を受ける場合、拠出金を利用する手続等

の国内制度の整備を検討する必要がある。またその際、賠償責任を負う事業

者が求償権を有していれば、それを実現して得られる額を拠出金の提供国に

返すことができるよう措置する必要があるため、原賠法の下で事業者が有す

る求償権の政府による取得・行使等の仕組みの整備を検討する必要がある。

ト 国際輸送

ＣＳＣにおいては、国境をまたぐ核物質等の輸送に関し、国際的事業者間

の賠償責任の所在を規定しているため、原賠法上の対応を検討する必要があ

る。
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本報告書で用いる略語の一覧

（法令の名称）

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律

原賠法施行令 原子力損害の賠償に関する法律施行令

補償契約法 原子力損害賠償補償契約に関する法律

補償契約法施行令 原子力損害賠償補償契約に関する法律施行令

原子炉等規制法 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（国際条約の名称）

パリ条約 原子力の分野における第三者責任に関するパリ条約（改正後のパリ

条約も含めて「パリ条約」とも表記）

改正パリ条約 ２００４年の改正議定書による改正後のパリ条約

ウィーン条約 原子力損害の民事責任に関するウィーン条約（改正後のウィーン条

約も含めて「ウィーン条約」とも表記）

改正ウィーン条約 １９９７年の改正議定書による改正後のウィーン条約

ＣＳＣ 原子力損害の補完的補償に関する条約（Convention on Supplement-

ary Compensation for Nuclear Damage の略）

（原子力損害賠償制度等に関する用語）

ＪＣＯ臨界事故 平成１１年９月３０日に株式会社ジェー・シー・オー東海事業所核

燃料加工施設において発生した臨界事故。

原子炉の運転等 原子炉の運転・加工・再処理等の事業行為及びこれに付随して行わ

れる核燃料物質等の運搬・貯蔵・廃棄の総称（原賠法第２条第１項）。

原子力損害 核燃料物質の核分裂の過程・放射線の作用等により生じた損害をい

う（原賠法第２条第２項）。

事業者 原子力事業者の略。原子力事業者とは、原子炉等規制法の規制を受

ける事業行為の許可を受けた者をいう（原賠法第２条第３項）。

損害賠償措置 事業者が賠償の履行に充てる資金を確保するための措置で、①民間

の責任保険の付保と政府の補償契約の締結、②供託、③その他の措置

が認められている（原賠法第６条・第７条）。制度創設以来、①以外

の措置が講じられたことはない。

賠償措置額 損害賠償措置により賠償に充てられることが確保されるべき金額（原

賠法第７条第１項・原賠法施行令第２条）。

ＳＤＲ ＩＭＦ（国際通貨基金）の特別引出権。ユーロ、日本円、英ポンド、

米ドルの加重平均。

サイト 損害賠償措置を講じるべき工場又は事業所の単位（原賠法第７条第

１項）の一般的呼称で、一のサイトには一以上の隣接する原子力関係

施設が含まれる。

責任保険 原子力損害賠償責任保険契約の略。事業者に原子力損害の賠償責任

が発生した場合にその賠償による損失をてん補するため、各事業者と

民間の保険会社との間で締結される（原賠法第８条）。地震等による

原子力損害、後発性の原子力損害等の賠償による損失は、民間の責任

保険ではてん補されていない。

補償契約 原子力損害賠償補償契約の略。民間の責任保険によりてん補されな

い原子力損害の賠償損失をてん補するため、各事業者と政府との間で

締結される（原賠法第１０条第１項、補償契約法第２条・第３条）。

紛争審査会 原子力損害賠償紛争審査会の略。文部科学省に臨時に設置される紛

争処理機関で、当事者の申立てを受けて和解の仲介を行う（原賠法第

１８条）。
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本報告書で用いる外国為替レートの一覧

本報告書では、ドル・ユーロの日本円換算額は平成１９年の外国為替相場の年間

平均を、ＳＤＲの日本円換算額は平成１８年度・平成１９年度の２か年の平均を用

いて算出している。具体的な数値は次の表のとおりである。

外国通貨名等 円換算額

ドル（米） １１６．８４

ユーロ １５９．７４

ＳＤＲ １７６

（備考）各通貨の１単位当たりの日本円換算額は、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサル

ティング株式会社の調べによる平成１９年の年間平均ＴＴＢを用いた。

ＳＤＲの日本円換算額は、平成２０年４月１日から平成２２年３月末日ま

での間に適用されるＷＴＯ政府調達協定の適用基準額（平成２０年総務省告

示第３９号・平成２０年財務省告示第２０号）の算出の基礎となった平成１

８年度・平成１９年度の２か年の平均を用いた。
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第１次報告書のポイント（概要）

１．原子力損害賠償制度を巡る情勢

（１）ＪＣＯ臨界事故に係る損害賠償
○被害申出総数は８千件超（最終的な賠償対象は約７千件）

○賠償総額は約150億円（当時の法令に基づく賠償措置額は10億円。その後の政

令改正により、５％以上の濃縮ウランの加工等は120億円に引上げ。）

○原子力損害賠償紛争審査会への和解の仲介の申立件数は２件

○当事者の賠償交渉を円滑に進めるため、国・地方公共団体が支援を実施

ＪＣＯ臨界事故
平成１１年９月、ＪＣＯ東海事業所で我が国初の臨界事故が発生し、臨界状態が約

２０時間が継続。３名の従業員が重篤な被ばくを受け、そのうち２名の方が亡くなっ
たほか、消防署員や臨界停止作業に従事した従業員、周辺住民等が被ばくした。

（２）国際動向
○賠償措置額の動向として、従来の国際条約（改正ウィーン条約・ＣＳＣ）での

水準は３億ＳＤＲ（528億円）であったが、平成16年の改正パリ条約では７億

ユーロ（1118億円）に引上げ

○アジア周辺地域の原子力導入の活発化、世界的な原子力産業の連携再編、本年

５月の米国による「原子力損害の補完的補償に関する条約（ＣＳＣ）」の批准

等の動き

２．原子力損害賠償制度の見直し（●は法律改正事項、◆は政令改正事項）

（１）補償契約の締結・政府の援助に関する規定の適用期限の延長
●民間保険のてん補範囲に変動がないこと等から、補償契約の締結及び政府の援

助の適用期限を現行の平成21年12月31日から10年間延長する。

補償契約：地震等による原子力損害の賠償による損失を政府が事業者に補償
政府の援助：事業者の賠償額が賠償措置額を超える場合、政府が必要な援助

（２）賠償措置額の引上げ
●事業者が原子力損害の賠償に充てられるよう確保すべき額（賠償措置額）につ

いて、欧州諸国を中心とする国際水準や我が国の民間の責任保険の引受能力の

向上を踏まえ、現行の600億円から1200億円に引き上げる。

◆加工・使用等に係る賠償措置額の特例額について、上記の引上げの割合に合わ

せて、現行の120億円又は20億円からそれぞれ240億円又は40億円に引き上げる。

◆補償契約に係る補償料率について、最新の知見、保険市場の評価、契約実績等

を踏まえて引き下げる。

（３）事業行為終了後の損害賠償措置の合理化
◆事業行為終了後にサイト内で行われる核燃料物質等の運搬等の付随行為につい

て、付随行為の相対的リスクに照らして合理的な額の賠償措置額の特例額を創

設する（【参考１】）。
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（４）紛争審査会による賠償の参考となる指針の策定
●膨大な数の請求・現場の混乱・当事者の心理・事案間の一定の類似性等の原子

力損害の賠償の特殊性を踏まえ、紛争審査会の所掌事務として、賠償に関する

紛争の自主的な解決を促進するため、賠償の参考となる指針を策定することを

新たに追加する（【参考２】）。

→指針には、原子力損害の範囲、損害額の算定の方法等に関する基本的な考え

方をマクロな観点から整理する。

（５）損害保険会社への補償契約事務の一部委託
●万が一政府の補償契約の対象となる事案が発生した場合に備え、損害保険会社

の知見・ノウハウを活用できるよう事務の一部委託を可能とする（【参考３】）。

（６）罰則の厳格化
●原子炉等規制法における罰則の厳格化等を踏まえ、罰則を引き上げる。

３．ワーキング・グループを設置して引き続き検討を行う事項

（１）運用ガイドライン（仮）の作成
○ＪＣＯ臨界事故の教訓を集約し、国・地方公共団体等も含めた関係者に期待さ

れる行動や賠償の一般的な手続、必要書類等をマニュアル化する。

（２）国際条約への対応
○将来の本格的検討に備え、ＣＳＣを念頭に、政策面（条約の有用性）・法制面

（国内制度との整合性）の論点を整理する。

【参考１】事業行為終了後の特例額の創設

原子炉の運転 使用済燃料を炉心から 使用済燃料を事業所か

取り出した場合 ら搬出した場合

事業行為及び付随行為 付随行為のみ

１万kW超 １２００億円 ２４０億円 ４０億円

現行は６００億円 現行６００億円 現行６００億円

100kW超 ２４０億円 ２４０億円 ４０億円

現行１２０億円 現行１２０億円 現行１２０億円

使用済燃料の貯蔵と 低レベル放射性廃棄

同程度 物の管理と同程度

一定量以上の核燃料物 一定量以上の核燃料物

質の使用 質を事業所から搬出し

た場合

事業行為及び付随行為 付随行為のみ

２４０億円 ４０億円

現行１２０億円 現行１２０億円
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【参考２】紛争解決支援システムの全体イメージ

【参考３】損害保険会社への補償契約事務の一部委託のイメージ

文部科学省で行う業務 委託することが想定される業務

補償金支払請求のスキームの決定 賠償責任の事前承認申請の受理 登 被

事故の報告の受付 申請書類の確認・補正の指示 録 害

… 事前承認に係る補償額の算定案の作成 ・ 者

補償額の事前承認 事業者に対する事前承認の内容の通知 経 別

… 補償金支払請求の受理 過 の

補償額の最終決定 請求書類の確認・補正の指示 管 事

補償金の支払い 支払に係る補償額の算定案の作成 理 案

過怠金の徴収

異議申立てへの対応

原子 力 損害 の特 殊性 当事 者間 の交 渉 の限 界

・ 当 事 者 心 理 、 事 故 に 伴 う 混 乱
・ 多 数 の 請 求 事 案 (数 千 ～ 数 万 件 )
・ 事 案 に 一 定 の 類 似 性
・ 原 子 力 に 関 す る 被 害 者 の 知 見 水 準

　 　 円 滑 か つ 公 平 な 賠 償 の 確 保 の 必 要

国 （ 紛 争 審 査 会 ）

　＝ 賠 償の 実施 の参 考 とな る指 針の 策定

※今 回の 法改 正に よ り対 応　

国 ／ 地 方 公 共 団 体

　＝ 役 割に 応じ た当 事 者の 自主 的な 解決 の 支援

※ 運用 ガイ ド ライ ン（ 仮称 ）に よ り対 応　

解 決に 至ら な い場 合

国 （ 紛 争 審 査 会 ）

　＝ 当 事者 の申 立て に より 和解 の仲 介

な お解 決に 至 らな い場 合

原 子 力損 害の 発生

・ 原 子 力 損 害 の 範 囲 、 損 害 の 額 の 算 定 方 法 等 に 関
す る 基 本 的 な 考 え 方 を 提 供

・ 原 子 力 損 害 の 専 門 的 な 調 査 ・ 評 価 を 実 施

裁 判上 の請 求

・ 被 害 申 出 の 取 次 ぎ 、 状 況 の 取 り ま と め

・ 交 渉 の 場 の 提 供 、 交 渉 へ の 同 席
・ 適 切 な 事 後 対 策 に よ る 被 害 の 拡 大 防 止 　 等

自 主的 な解 決

行
政
に
よ
る
適
切
な
支
援
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原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会構成員

委 員

天野 徹 （独）科学技術振興機構審議役

伊藤 聡子 フリーキャスター

岡本 孝司 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授

吉川 肇子 慶應義塾大学商学部准教授

柴田 洋二 （社）日本電機工業会原子力部長

道垣内正人 早稲田大学大学院法務研究科教授・弁護士

野村 豊弘 学習院大学法学部教授（検討会座長）

野村 正之 （独）日本原子力研究開発機構特別顧問

原 徹 日本原子力保険プール専務理事

廣江 譲 電気事業連合会理事・事務局長

藤田 友敬 東京大学大学院法学政治学研究科教授

村上 達也 東海村長

四元 弘子 弁護士

顧 問

下山 俊次 日本原子力発電（株）参与

谷川 久 日本エネルギー法研究所常務理事・所長
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これまでの審議の経過

第１回 平成２０年６月６日（金）

（１）原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会の開催について

（２）原子力損害賠償制度の現状について

（３）原子力損害賠償制度に関する論点整理について

第２回 平成２０年６月１７日（火）

（１）ＪＣＯ臨界事故時の原子力損害賠償の対応について

村上委員・天野委員・原委員から報告

（２）ＪＣＯ臨界事故を踏まえた対応について

第３回 平成２０年７月４日（金）

（１）原子力損害の賠償に関する法律の改正事項について

（２）原子力損害賠償制度の運用に当たっての考え方について

第４回 平成２０年８月７日（木）

（１）原子力損害の賠償に関する法律の改正事項について

（２）原子力損害賠償に関する国際条約への対応の方向性について

（３）今後の検討会の進め方について

第５回 平成２０年９月８日（月）

（１）原子力損害賠償制度の改正事項について

第６回 平成２０年１０月１７日（金）

（１）原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会第１次報告書案について

第７回 平成２０年１２月１５日（月）

（１）原子力損害賠償制度の在り方に関する検討会第１次報告書について

（２）ワーキング・グループの開催について

（３）総合資源エネルギー調査会電気事業分科会原子力部会国際戦略検討小委員会

について
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（１）原子力損害賠償制度の概要

一般的な事故
地震、噴火、津波

正常運転等

社会的動乱、
異常に巨大な

天災地変

原子力事業者（無過失責任・責任集中） 政府

被　害　者

我が国の原子力損害賠償制度の概要

政
府
の
措
置

民間保険契約 政府補償契約

○被害者の保護及び原子力事業の健全な発達を図ることを目的（原賠法第１条）

【目的】

○わが国の原子力損害賠償制度は、以下の２つの法律から成り立っている。
　　・原子力損害の賠償に関する法律（原賠法）
　　・原子力損害賠償補償契約に関する法律（補償契約法）

【関係法律】

（無過失責任）
○原子炉の運転等により生じた原子力損害は、原子力事業者が賠償責任を負う。
　原子力事業者の故意・過失は問われず。（原賠法第３条）

【原子力損害に係る賠償責任】

（責任集中）
○原子力事業者以外の者は、賠償責任を負わない。（原賠法第４条）

（無限責任）
○原子力事業者の賠償責任の限度額は、特に規定せず。

○原子力事業者に対し、原子力損害を賠償するための措置（賠償措置）を講じること義務
付け。（原賠法第６条～第１０条・補償契約法）
　　　　　　　　　　原子力損害賠償責任保険（民間保険契約）
　　　　　　　　　　原子力損害賠償補償契約（政府補償契約）

○賠償措置の額は、１工場・事業所当たり６００億円（１万Kw超の原子力発電所の場合。
種類・規模に応じた少額措置を政令で規定）。

【賠償措置の義務】

原子力事業者は、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を締結。

○賠償責任が賠償措置を超える場合、必要と認めるときは、政府が原子力事業者に対して
援助。（原賠法第１６条）
○社会的動乱・異常に巨大な天災地変の場合、政府が必要な措置。（原賠法第１７条）

【国の援助・措置】

原子力損害賠償責任保険
原子力損害

賠償補償契約

原子力事業者による
賠償負担＝無限責任

必要と認めるとき
政府の援助＋

損害額（無限責任）

１万Kw超原子力発電所

の場合は、600億円

賠　償 措置

賠償措置

＝原子力事
業者の義務

賠償措置額

承
認

文
部
科
学
大
臣

○文部科学省に臨時設置される第三者機関において、当事者の申立てにより「和解の仲
介」を実施（原賠法第１８条）

【原子力損害賠償紛争審査会】
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（２）原賠法の適用範囲

（３）賠償に係る関係者の手続の流れ

【平時】

【事故時】

○原子力損害賠償紛争審査会
○裁判所

○必要と認めるときは、援助

　※プールか政府かは事故原因による

○責任保険契約の締結・保険料の支払い

○補償契約の締結・補償料の支払い

○損害の賠償

○原子力損害の発生とともに、原子力事業
者に賠償責任が発生
○損害賠償の請求

○原賠法による損害賠償責任（無過失・無限・責任集中）の適用範囲は、①原子力事業者
が、②原子炉の運転等に際して、③原子力損害を与えた場合。

○原子力損害とは、原子核分裂の過程・放射線の作用により生じた損害。作用と損害との間
に相当因果関係が必要。

○保険金[補償金]の支払請求・支払い

原子力事業者

被　害　者

賠償責任

メーカーＡ

メーカーＢ

発注・請負等

賠償責任 無過失責任
　故意・過失は問わず

無限責任
　責任の限度額は
　特に定めず

責任集中
　原子力事業者以外の者は
　賠償責任を負わない

原子力損害

原子炉の運転等

相当因果関係が必要

放射線
の作用

原子炉の運転
加工
再処理
核燃料物質の使用
使用済燃料の貯蔵
核燃料物質等の廃棄

被　害　者原子力事業者

原子力損害賠償
紛争審査会

裁　判　所

【和解の仲介】 【裁判上の請求】

※不調の場合

原子力事業者
原子力保険
プールor政府

政　　府

原子力事業者

原子力保険
プール

政　　府

原子力事業者
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（４）原子力保険の構造

原子力保険は、引受能力を最大化するために、損害保険会社が共同でプール事務を行い
（日本原子力保険プール）、さらに各国の保険プール間で再保険契約が結ばれている。

日本原子力
保険プール

原
子
力
事
業
者

原
子
力
事
業
者

原
子
力
事
業
者

Ａ国プール

事
業
者

事
業
者

事
業
者

Ｂ国プール

事
業
者

事
業
者

事
業
者

保険

再保険

再保険

再保険
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契約
件数
※１

契約
件数
※１

契約
件数
※１

契約
件数
※２

６００億円 熱出力１万Kw超 ① 22 再処理 ⑥ 2

使用済燃料の貯蔵 ⑨ 0

ガラス固化体の管理 ⑬ <１>

一般のサイト外運搬
（⑮以外）

⑭ 159

核燃料物質等のサイト外廃棄
（付随運搬を含む）

⑱ 0

原子炉の運転等の種類別の賠償措置額・政府補償契約の締結件数

１２０億円

２０億円

賠償
措置額

使用・再処理・加工原子炉の運転

工場又は事業所（サイト）における事業行為（付随運搬・貯蔵・廃棄を含む）

熱出力100Kw超～1万Kw以
下

②
２

<１>

以下の使用
・800g以上U235（濃縮度5%以上）
・500g以上Pu

⑧
７

<７>

以下の加工
・800g以上U235（濃縮度5%以上）
・500g以上Pu

⑤ 2

⑰

サイト外の行為

運搬・貯蔵・廃棄貯蔵・廃棄

ガラス固化体の埋設 ⑪

⑫

15

0

熱出力100Kw以下 ③
４

<１>

0

以下のサイト外運搬
・800g以上U235（濃縮度5%以上）
・500g以上Pu
・使用済燃料
・ガラス固化体

⑮

以下のサイト外貯蔵
・800g以上U235（濃縮度5%以上）
・500g以上Pu
・使用済燃料
・ガラス固化体

一般の廃棄物埋設
（⑪以外）
＝低レベル放射性廃棄物

⑩ <1>

一般の使用
（⑧以外）

⑦
５

<２>

一般の加工
（⑤以外）

④ 4

一般の廃棄物管理
（⑬以外）
＝低レベル放射性廃棄物

一般のサイト外貯蔵
（⑰以外）

⑯ 0

<１>

　　　　４．※２は、平成１９（２００７）年度に締結した政府補償契約の数を表す。

（備考）１．○囲い数字は、「原子力損害の賠償に関する法律施行令」第２条の表の各号の番号を表す。
　　　　２．１サイトで２種類以上の行為を行う場合の契約は、賠償措置額の最も大きい行為の賠償措置額を採用する（「原子力損害の賠償に関する法律施行令」第２条ただし書）。
　　　　　そのため、その場合の賠償措置額の小さい行為は、< >付き数字で掲げている。
　　　　３．※１は、平成１８（２００６）年度以前に締結し、平成１９（２００７）年４月１日時点で継続している政府補償契約の数を表す。
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原子力損害の賠償に関する法律等の主な改正履歴

制度の確立

○ 昭和36年3月1日、第38回国会に「原子力損害の賠償に関する法律」及び「原子力損害賠償補償契約
に関する法律」が提出され、同年6月8日成立、同月17日に公布。

○ 昭和37年3月15日に、原賠法等の関係法令が施行され、原子力損害賠償制度が確立。

昭和46年の
改正

原賠法・補償契約法及び施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 原子力船に係る制度を整備し、我が国の原子力船が外国の水域に入る場合には、両国政府間の合意
に基づき、原子力事業者の損害賠償責任を一定の額までとし、国内で要求される損害賠償措置に加え
てその額までの損害賠償措置を講じさせるとともに、外国原子力船が本法の水域に入る場合にも、我
が国の原子力船同様、両国政府間の合意に基づき原子力事業者の損害賠償責任を一定の額（360億
円を下らない額）までとし、その額までの損害賠償措置を講じさせる。

○ 政府の補償契約の締結と政府の援助に関する規定を10年延長。

○ 賠償措置額を制定当初の50億円から60億円に引き上げ。

○ 原子力事業者間の核燃料物質等の運搬については、受取人が責任を負うことになっていたものを原則
として発送人の責任に改めるとともに、特約による責任の移転を許容。

○ 原子力事業者の求償権について、第三者に故意又は過失がある場合に求償できるとされていたもの
を、故意ある第三者に限定。

○ 事業行為に付随して行われる運搬・貯蔵・廃棄に伴う原子力事業者の賠償責任（無過失・責任集中）に
ついて、核燃料物質によって汚染された物による損害を追加。

補償契約法の改正内容については次のとおり。

○我が国の原子力船の外国の水域への立入りに伴う損害賠償措置として、政府と原子力事業者の間で補
償契約を締結できることとする。

昭和54年の
改正

原賠法及び施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 従来原賠法の対象とされていなかった、従業員が業務上受けた損害を原子力損害の対象とし、労働者
災害補償制度における保険給付と損害賠償との調整を行うこととした。

○ 政府の補償契約の締結と政府の援助に関する規定を10年延長。

○ 賠償措置額を60億円から100億円に引き上げ。

施行令の主な改正内容については次のとおり。

○ 核燃料物質等の廃棄についての特例額（2億円）を新たに設定。

昭和61年の
改正

原子炉等規制法の改正を受け、施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 廃棄物埋設についての特例額（2億円）を新たに設定。

○ 廃棄物管理についての特例額（ガラス固化体：20億円、ガラス固化体以外：2億円）を新たに設定。

平成元年の
改正

原賠法及び施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 政府の補償契約の締結と政府の援助に関する規定を10年延長。

○ 賠償措置額を100億円から300億円に引き上げ。

施行令の主な改正内容については次のとおり。

○ 加工・使用について、従来の一律の特例額（2億円）を改め、プルトニウムの加工・使用を60億円、それ
以外の核燃料物質等に係る加工・使用を10億円とした。

平成11年の
改正

原賠法及び施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 政府の補償契約の締結と政府の援助に関する規定を10年延長。

○ 賠償措置額を300億円から600億円に引き上げ。

○ 原子力事業者として使用済燃料の貯蔵の事業の許可を受けた者を追加。

施行令の主な改正内容については次のとおり。

○ 加工・使用に係る特例額と区分を変更（プルトニウム、濃縮度5%以上の濃縮ウラン、ガラス固化体：120
億円、それ以外の核燃料物質等：20億円）。

○ 使用済燃料の貯蔵についての特例額（120億円）を新たに設定。

平成19年の
改正

特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律の改正を受け、施行令を改正。主な改正内容は次のとおり。

○ 高レベル放射性廃棄物（ガラス固化体）の埋設についての特例額（120億円）を新たに設定。
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運転等の種類 平成20年4月1日～ 平成12年1月1日～ 平成2年1月1日～ 昭和61年11月26日～ 昭和55年1月1日～ 昭和46年10月1日～ 昭和37年3月15日～

・熱出力1万Ｋｗ超 600億円 600億円 300億円 100億円 100億円 60億円 50億円

・熱出力１００Ｋｗ超～1万Ｋｗ以下 120億円 120億円 60億円 20億円 20億円 10億円 5億円

・熱出力１００Ｋｗ以下 20億円 20億円 10億円 2億円 2億円 1億円
1億円

（1Kw以下は1千万円）

・濃縮ウラン（濃縮度5％未満） 20億円 20億円 10億円

・プルトニウム 60億円

・濃縮ウラン（濃縮度5%以上） 10億円

再処理 600億円 600億円 300億円 100億円 100億円 60億円 －

濃縮ウラン（濃縮度5%未満） 20億円 20億円 10億円

・プルトニウム 60億円

・濃縮ウラン（濃縮度5%以上） 10億円

使用済燃料の貯蔵 120億円 120億円 － － － － －

ガラス固化体以外
（低レベル放射性廃棄物）

20億円 20億円 10億円 2億円

ガラス固化体 120億円 － － －

ガラス固化体以外
（ＴＲＵ廃棄物含む）

20億円 20億円 10億円 2億円

ガラス固化体 120億円 120億円 60億円 20億円

第15号以外 20億円 20億円 10億円

・プルトニウム
・濃縮ウラン（濃縮度5%以上）
・使用済燃料
・ガラス固化体

120億円 120億円 60億円

第17号以外 20億円 20億円

・プルトニウム
・濃縮ウラン（濃縮度5%以上）
・使用済燃料

120億円 120億円

廃
棄 核燃料物質等 20億円 20億円 10億円 2億円 2億円 － －

－－ － － －

－ － －

－ － －

2億円 2億円 1億円 1千万円

2億円 2億円 1億円 1千万円

2億円 2億円 1億円 1千万円

賠償措置額の推移

貯
蔵

本
業
行
為
及
び
そ
れ
に
付
随
す
る
サ
イ
ト
内
の
運
搬

、
貯
蔵

、
廃
棄

サ
イ
ト
外
の
行
為

廃
棄
物
埋
設

廃
棄
物
管
理

運
搬

原
子
炉
の
運
転
等

加
工

使
用

120億円 120億円

120億円 120億円
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JCO 東海村 茨城県 国

10:35　臨界事故発生

11:15　関係機関に事故の第一報 12:15　村役場内に対策本部設置

12:30　屋内退避呼びかけ 12:30　記者発表　JCO臨界事故の可能性

15:00　JCO近接住民（約350m圏内）の避難要
請

16:00　対策本部設置
15:00
科学技術庁など関係省庁による対策本部設置

22:30　知事会見で、10km圏内の屋内退避を勧
告

21:00　対策本部第1回会合（本部長：小渕総理
（当時））

10月1日 6:14　臨界停止 16:30　10km屋内退避の解除
8:50頃　臨界終息確認
9:20　臨界終息宣言

18:30　JCO近接住民（350m圏内）の避難解除
市場への出荷停止など、風評被害の情報が入
り始める。

農産物等の出荷拒否を受けて、東海村村長か
ら県知事に対して全国への安全宣言を要請。

18:30　東海村長の依頼を受けて、県知事が安
全宣言を発表。

10月4日
（科学技術庁の指導により）現地に相談窓口を設置（東
海村内） : 被害状況を受け付けるのみの窓口（「被害
等申出書」の受付）。

10月5日

直接面談により相談を希望する人の便宜を図
るため、10月5日からは、「県民相談センター
（県庁３階）」、「臨界事故相談窓口（水戸合同
庁舎）」を開設し、県民への支援体制を強化。

10月7日 原子力安全委員会による事故調査委員会発足

10月8日
東海村農業委員会及び東海村集落実践委員
会が、村内の農産物の被害等の状況調査を開
始。

10月15日
科学技術庁長官から住友金属鉱山社長に対
し、被害者救済についてJCOの親会社として最
大限の支援を行うよう要請。

10月18日

東海村農産物損害賠償対策協議会※がJCO
に対し、農産物損害賠償請求（第1回）。
（※JCOに対する損害賠償に関する交渉に当た
るため、農業委員会・集落転作実践委員会が
共同で発足させる）

ＪＣＯ臨界事故時の原子力損害賠償対応の経緯

9月30日

10月2日
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10月22日

「原子力損害調査研究会」を発足
※損害認定及び損害賠償に関する法律家等の
専門家により、原子力損害認定の円滑化を図
るための検討を行う。

「原子力損害賠償紛争審査会」を設置
※原子力損害賠償法に基づき、賠償に関する
紛争が生じた場合に和解の仲介を行う。

10月25日～

被害の申し出を受け付ける一方で、既に申し出のあっ
たものにつき、検査費用を自己負担した者や、避難要
請のあった地域から順次案内を出し、具体的被害金額
の裏づけとなる書面、資料等の提示の要請を始める。

10月下旬
平成11年度第二次補正予算要望。
（原子力安全、防災対策関係　467億円）

11月4日
原子力安全委員会による健康管理検討委員会
発足。

11月18日
東海村農産物損害賠償対策協議会がJCOに
対し、農産物損害賠償請求（第2回）。

11月19日
科学技術庁長官よりJCO社長に対し、賠償金
等の公平かつ早期の支払いを要請。

12月8日
村主導により、村商工会が中心となって、「JCO
臨界事故損害賠償対策協議会」を設置（会長：
村上村長）。

補償対策への十分な対応を期すため「JCO臨
界事故補償対策室」を設置。

補償対策に関して、市町村、関係団体との連絡
調整を図るため、「JCO臨界事故補償対策連絡
会議」を設置（以後、解散するまで計５回連絡会
議を開催）。

12月11日

JCOが「JCOの補償等の考え方と基準」を示す。（当初
JCOは、研究会の指針ができるまでは補償金の支払
いは難しいという姿勢を取ったが、被害を受けた業界
団体等の厳しい批判を受け、12月に入り、研究会の指
針を待たずに独自に基準を打ち出す：10km圏内、1ヶ
月間の損害を補償を基本とする内容）。
　→　県全域に長期間に継続している被害の実態から
到底受け入れられるものではなく反発が強まる結果
に。

12月13日
住友金属鉱山㈱社長より、科学技術庁長官に対し、
JCOの補償に対する資金的援助を行う旨回答。

12月10日
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「交渉センター」と「相談センター」を開設。
風評対策、損害賠償の年内支払いに向けた速
やかに適切な対策を講じるよう要望する要望書
を官房長官及び科学技術庁長官に提出。

「原子力損害調査研究会」中間的な確認事項
－営業損害に対する考え方－を公表。

JCO臨界事故損害賠償対策協議会がJCOに対
し、JCO臨界事故損害賠償に係る要求を行う。
（損害賠償及び補償は年内に行うこと、損害賠
償及び補償の確定が年内に出来ないときは、
被害者から提出された被害額に基づき概算で
年内に支払うこと、風評被害の認定期間は設け
ず、風評による損害には全て対応すること等）。

JCO社長及び住友金属鉱山社長は、東海村長
（JCO臨界事故損害賠償対策協議会会長）、東
海村商工関係者、同農業関係者等との間で請
求額の半分を年内に仮払いすることで合意。

県知事とJCO社長及び住友金属鉱山取締役総
務部長は、
①現在までに出ている賠償請求について、原
則として請求額の半分を、年内に仮払いする。
②具体的な手続き等については県に依頼する
こと。
③年内に仮払いを行った後、最終的に基準を
確定し、年明けに残りの支払いをすること
に合意（原子力局長同席）。

JCO臨界事故被害者に対する補償に関し、衆
議院本会議において、政府は被害者救済に万
全を期すべきこと等を内容とする決議がなされ
る。

12月21日

東海村が設置したJCO臨界事故損害賠償対策
協議会とJCOとの間で、仮払いの事務委託に
関する覚書を締結（本件事故の損害賠償請求
金の仮払いとして715百万円を預託する、JCO
に代わって協議会が損害賠償仮払い金を会員
に支払う、仮払い金支払い後仮払い金に余剰
金が生じた場合は戻入する等）

12月22日～ 補償金仮払い申請受付。
補償金仮払い申請受付（23日、24日、25日、26
日で受付）。

補償金仮払い申請受付（22日、24日、25日、27
日で受付）。

12月24日 事故調査委員会による事故調査報告書提出。

12月30日

仮払いの振込み完了。
【仮払いの状況】
①仮払い受付件数
　　2,722件（うち東海村対応分：726件）
②仮払い金額
　　約53.6億円（うち東海村対応分5.6億円）

1月17日

県知事とJCO社長との間で、事故と相当因果関係が認
められる被害については、適切な補償を行うことや補
償金を確定するにあたっては市町村、関係団体の意見
を十分尊重すること等の確認書を締結。

県知事とJCO社長との間で、事故と相当因果関
係が認められる被害については、適切な補償を
行うことや補償金を確定するにあたっては市町
村、関係団体の意見を十分尊重すること等の
確認書を締結。

1月31日 補償金確定の窓口を開設（2月25日までの22日間）。
補償金確定の窓口を開設（2月25日までの22日
間）。

12月15日
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2月22日

東海村及びJCO臨界事故損害賠償対策協議会と、
JCOとの間で、事故と相当因果関係が認められる被害
については、適切な補償を行うことや補償金を確定す
るにあたっては村・協議会、関係団体の意見を十分尊
重すること等の確認書を締結。

東海村及びJCO臨界事故損害賠償対策協議
会と、JCOとの間で、事故と相当因果関係が認
められる被害については、適切な補償を行うこ
とや補償金を確定するにあたっては村・協議
会、関係団体の意見を十分尊重すること等の
確認書を締結。

2月28日
東海村村内請求者に関しての、補償金確定の窓口を
開設（3月4日までの6日間）。

東海村村内請求者に関しての、補償金確定の
窓口を開設（3月4日までの6日間）。

3月24日 JCO臨界事故補償対策連絡会議を解散。

3月27日 原子力安全委員会健康管理検討委員会報告。

3月29日
「原子力損害調査研究会」が原子力損害調査
研究報告書（最終報告書取りまとめ）公表。

3月31日

【補償金確定の合意状況】
平成12年3月31日現在
①被害申出総数　約7,420件
②除外件数（取り下げ、請求意思なし）　約900件
③補償対象件数（①－②）　約6,520件
④合意件数　約6,000件
　 合意率④/③　　約92.0％
　 合意金額　92.0億円
⑤未合意件数（③－④）　約520件

JCO臨界事故補償対策室を廃止。

【原子力損害賠償紛争審査会への申し立て】
○案件Ａ（納豆会社）
　申し立て　H12.8.14
　和解の仲介の打ち切り　H13.7.16
　　　　（18回の小委員会を開催）

原子力災害対策特別措置法施行
（平成12年4月1日）
原子力災害に対する対策の強化を図る目的で
新たに特別措置法を施行。

平成12年～平成15年にかけて10件の訴訟が提訴され
た（うち3件は仮払金が過大だったとしてJCOが返還請
求したもの）。
※健康被害について訴えたものは1件。

【原子力損害賠償紛争審査会への申し立て】
○案件Ｂ（納豆会社）
　申し立て　H13.5.8
　和解の仲介の打ち切り　H15.3.18
　　　　（10回の小委員会を開催）

【補償金確定の合意状況】
平成20年3月31日現在
①被害申出総数　約8,018件
②除外件数（取り下げ、請求意思なし）　約1,035件
③補償対象件数（①－②）　約6,983件
④合意件数　約6,980件
　 合意率④/③　　約99.9％
　 合意金額　151.8億円
⑤未合意件数（③－④）　約3件（係争中）

平成13年度
以降

平成12年度
～5月末　原子力損害賠償責任保険契約に基づき、日
本原子力保険プールより契約上の上限額である10億
円の保険金支払いが終了。
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原子力損害賠償に関する国際条約の概要

名称 改正パリ条約 改正ウィーン条約 ＣＳＣ 原賠法
目的 原子力事故に起因する損害を被った人に対して適当

かつ公正な賠償を保証するとともに、平和目的の原子
力の生産及び利用の開発が妨げられないことを確保
すること。

原子力の特定の平和利用から生ずる損害に対し、財
政的保護を提供するための最低限度の基準を設定
し、各国憲法上及び法律上の制度の如何にかかわら
ず、各国間の友好的関係の発展に寄与すること。

ウィーン条約・パリ条約（いずれも改正を含む）・ＣＳＣ
附属書に適合する国内法の下で、損害賠償額を拡大
する観点から原子力損害賠償体制を補完し、世界的
な責任制度を構築すること。

・被害者保護と原子力産業の健全な発達

締約国 フランス、ドイツ、イタリア、イギリス等の欧州のＥＵ加
盟国を中心とした旧条約締約15カ国＋スイスが署名
2004年採択、未発効

アルゼンチン、ベラルーシ、ラトビア、モロッコ、ルーマ
ニア（5カ国）　1997年採択、2003年発効

アルゼンチン、モロッコ、ルーマニア、アメリカ（4カ国、
アメリカは2008年5月に批准）　1997年採択、未発効
※発効要件：5カ国の批准と原子炉熱出力4億KW以上

1962年施行

原子力損害 ・死亡又は身体の傷害
・財産の滅失又は毀損
管轄裁判所の法が決する限りにおいて次のもの
・経済的損失
・環境損害の原状回復措置費用
・環境損害に基づく収入の喪失
・防止措置の費用及びその措置により生じた損失・損
害

・死亡又は身体の傷害
・財産の滅失又は毀損
管轄裁判所の法が決する限りにおいて次のもの
・経済的損失
・環境損害の原状回復措置費用
・環境損害に基づく収入の喪失
・防止措置の費用及びその措置により生じた損失・損
害
・環境汚染によって生じたものではない経済的損失で
あって民事責任に関する一般法で認められているもの

・死亡又は身体の傷害
・財産の滅失又は毀損
管轄裁判所の法が決する限りにおいて次のもの
・経済的損失
・環境損害の原状回復措置費用
・環境損害に基づく収入の喪失
・防止措置の費用及びその措置により生じた損失・損
害
・環境汚染によって生じたものではない経済的損失で
あって民事責任に関する一般法で認められているもの

・核燃料物質の原子核分裂の過程の作用又は
核燃料物質等の放射線の作用若しくは毒性的
作用（これらを摂取し、又は吸入することにより
人体に中毒及びその続発症を及ぼすものをい
う。）により生じた損害

適用範囲 ・ウィーン条約及びジョイントプロトコル締約国であっ
て、パリ条約の非締約国
・原子力事故の発生時に、自国の領域及び原子力施
設を持たない非締約国
・本条約と同じ原則に基づき同等の互恵的保護を与え
る有効な原子力責任立法を有するその他非締約国

・非締約国の領域における原子力損害にも適用
・ただし、原子力事故時においてその領域、または排
他的経済水域に原子力施設を有し、かつ、当該事故
時において同等の相互的な利益を提供していない非
締約国で被った原子力損害に対しては、施設国の法
令により、この条約の適用除外とすることができる。

・基本的に締約国の領域内で生じた原子力損害に適
用。
・非締約国の領域で生じた原子力損害には適用しな
い。

賠
償
責
任
・
賠
償
措
置

責任の性質 ・無過失責任 ・無過失責任 ・無過失責任 ・無過失責任
責任集中 ・事業者への責任集中

・ただし、国内法により一定の条件の下で輸送業者が
賠償責任を負うことも規定できる。

・事業者への責任集中
・ただし、国内法により一定の条件の下で輸送業者が
賠償責任を負うことも規定できる。

・事業者への責任集中
・ただし、国内法により一定の条件の下で輸送業者が
賠償責任を負うことも規定できる。

・事業者への責任集中

免責事由 ・戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱 ・戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱 ・戦闘行為、敵対行為、内戦又は反乱
・異常に巨大な天災地変

・社会的動乱
・異常に巨大な天災地変

責任限度額
（賠償措置額）

・一事故あたりの責任限度額を7億ユーロ（約1146億
円）を下回らない額とする。ただし、以下の例外あり。
・新規加盟する国は、2004年の採択日から最長5年間
は、国内法において3億5千万ユーロを下回らない額と
することが可能。

・一事故あたりの責任限度額を3億ＳＤＲ(約513億円）
を下回らない額とする。ただし、以下の例外あり。
・1億5千万ＳＤＲを下回らない額（3億ＳＤＲまでの公的
資金が国により担保される場合）。
・発効から15年間について、責任額の確保が困難な
国のために、1億5千万ＳＤＲとすることが可能。

・一事故あたりの責任限度額を3億ＳＤＲ(約513億円）
を下回らない額とする。ただし、以下の例外あり。
・経過措置として最長10年間、1億5千万ＳＤＲ以上とす
ることが可能。

・原子炉の運転（1万KW超）
・原子炉の運転（100KW超1万KW以下）
・原子炉の運転（100KW以下）
・再処理
・加工・使用（ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ、高濃縮ｳﾗﾝ）
・加工・使用（低濃縮ｳﾗﾝ）
・使用済燃料の貯蔵
・埋設・管理（ｶﾞﾗｽ固化体）
・埋設・管理（低ﾚﾍﾞﾙ放射性廃棄物）
・運搬（ｶﾞﾗｽ固化体、使用済燃料、ﾌﾟﾙﾄﾆ
ｳﾑ、高濃縮ｳﾗﾝ）
・運搬（上記以外）

600億円
120億円
20億円

600億円
120億円
20億円

120億円
120億円
20億円

120億円

20億円

少額措置額 ・低リスクの原子力施設：7000万ユーロ（約112億円）
・輸送　　　　　　　　　　　：8000万ユーロ（約128億円）
※ただし、賠償措置額との差額を公的資金により確保
する必要がある。

・500万ＳＤＲ（約8.8億円）以上の額
※ただし、賠償措置額との差額を公的資金により確保
する必要がある。

・500万ＳＤＲ（約8.8億円）以上の額
※ただし、賠償措置額との差額を公的資金により確保
する必要がある。

賠償措置 ・保険、その他の資金的保証 ・保険、その他の資金的保証 ・保険、その他の資金的保証 ・保険及び政府との補償契約、供託
国家補償 ・責任限度額と賠償措置額・少額措置額の差額を補

償
・責任限度額と賠償措置額・少額措置額の差額を補
償

・責任限度額と賠償措置額・少額措置額の差額を補
償

・賠償措置額を超える損害については、必要が
あると認めるときに国が援助

拠出金 ・大規模な原子力損害が発生した場合、３億ＳＤＲ（又
は締約国がＩＡＥＡに登録したそれ以上の額）を超える
部分には、一定の算式に基づく全締約国の拠出によ
る補完基金が準備される。
【補完基金：以下の合計金額】
・施設国の原子力設備容量比例
　＝原子炉熱出力1ＭＷ×300ＳＤＲ
・上記原子力設備容量比例の10％
　＝締約国の国連分担金負担率により配分

除斥期間 ・死亡又は身体の傷害は、原子力事故の日から30年
・その他の損害は、原子力事故の日から10年

・死亡又は身体の傷害は、原子力事故の日から30年
・その他の損害は、原子力事故の日から10年

・原子力事故の日から10年（賠償措置・国の補償が１
０年より長い期間あれば、その期間でも可）

・民法724条後段より不法行為の時から20年

裁判管轄 ・原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が
発生した締約国の裁判所に専属。
・締約国の領域外または事故地を特定できない場合
は、施設国の裁判所に専属。

・原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が
発生した締約国の裁判所に専属。
・締約国の領域外または事故地を特定できない場合
は、施設国の裁判所に専属。

・原則として、その領域（ＥＥＺを含む）で原子力事故が
発生した締約国の裁判所に専属。
・締約国の領域外または事故地を特定できない場合
は、施設国の裁判所に専属。
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※日本円換算額は平成19年の外国為替相場の年間平均を用いて算出している。なお、SDRについては平成18年度・平成19年度の2カ年の平均を用いて算出している（具体的な算出方法についてはP35参照）。

日本 イギリス フランス ドイツ スイス アメリカ 韓国 中国

有･無限 無限 有限 有限 無限 無限 有限 有限 有限

責任額 - 賠償措置額と同額 賠償措置額と同額 - - 賠償措置額と同額
3億 SDR

（約528億円）
賠償措置額と同額

原通貨 600億円 ￡ 1.4億
FF 6億

（€ 91.5百万）

€ 25億
・民間保険　 ：€   256百万

・事業者共済：€ 2244百万

CHF 11億
$ 125.2億

・民間保険　 ：$ 3　 億
・事業者共済：$122.2億

500億 KRW RMB 3億

円貨 600億円 約325億円 約146億円
約3994億円

・民間保険   ：約　409億円
・事業者共済：約3585億円

約1070億円
約14628億円

・民間保険   ：約　351 億円

・事業者共済：約14277億円

約62.6億円 約46.5億円

内容
・損害額の賠償措置額超
過時は、必要と認める場
合に援助

・損害額の賠償措置額超
過時は、ブラッセル条約
に基づく海外負担金を含
めて下記限度額まで補
償

・損害額の措置額超過時
は、ブラッセル条約に基
づく海外負担金を含めて
下記限度額まで補償

・事業者の措置が機能し
ない場合に補償

・損害額の賠償措置額超
過時や事業者の措置が
機能しない場合に補償

・大統領設置の調査委員
会報告書に基づく補償

・損害額の賠償措置額超
過時は必要と認められる
場合に援助

・損害額の賠償措置額超
過時は援助

限度額 -
3億SDR

（約528億円）
3億SDR

（約528億円）
€ 25億

（約3994億円）
CHF 11億

（約1070億円）
－ －

RMB 8億
（約124億円）

・社会的動乱
・異常に巨大な天災･地
変

・武力紛争の過程におけ
る敵対行為

・武力紛争、戦争行為、
暴動又は内戦
・例外的性質を持つ重大
な自然災害

-

・被害者の故意･重過失 ・戦争行為 ・国家間の武力衝突、敵
対行為、内乱または反乱

・社会的動乱
・異常に巨大な天災

有 有 有 有 有 有 有 有

・運転中：53基
・建設・計画中：13基
（合計出力：65.3百万Kw）

・運転中：19基
・建設・計画中：0基
（合計出力：11百万Kw）

・運転中：59基
・建設・計画中：1基
（合計出力：65百万Kw）

・運転中：17基
・建設・計画中：0基
（合計出力：20.3百万Kw）

・運転中：5基
・建設・計画中：0基
（合計出力：3.2百万Kw）

・運転中：104基
・建設・計画中：7基
（合計出力：109.2百万
Kw）

・運転中：20基
・建設・計画中：8基
（合計出力：27.5百万Kw）

・運転中：11基
・建設・計画中：35基
（合計出力：45.1百万Kw）

主要各国の原子力損害賠償制度の概要

国名

事業者
責任

賠償
措置額

・パリ条約（批准）
・ブラッセル補足条約
　（批准）
・改正パリ条約（署名）

・パリ条約（署名）
・ブラッセル補足条約
　（署名）
・改正パリ条約（署名）

・CSC（批准）

基数
（2007年12月現在）

・パリ条約（批准）
・ブラッセル補足条約
　（批准）
・改正パリ条約（署名）

・パリ条約（批准）
・ブラッセル補足条約
　（批准）
・改正パリ条約（署名）

条約締結状況

公的
補償

免責事項

原
賠
法

少額特例措置
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○
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
を
こ
こ
に
公
布
す
る
。

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律

目
次第

一
章

総
則
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章

原
子
力
損
害
賠
償
責
任
（
第
三
条
―
第
五
条
）

第
三
章

損
害
賠
償
措
置

第
一
節

損
害
賠
償
措
置
（
第
六
条
―
第
七
条
の
二
）

第
二
節

原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約
（
第
八
条
・
第

九
条
）

第
三
節

原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
（
第
十
条
・
第
十
一

条
）

第
四
節

供
託
（
第
十
二
条
―
第
十
五
条
）

第
四
章

国
の
措
置
（
第
十
六
条
・
第
十
七
条
）

第
五
章

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
（
第
十
八
条
）

第
六
章

雑
則
（
第
十
九
条
―
第
二
十
三
条
）

第
七
章

罰
則
（
第
二
十
四
条
―
第
二
十
六
条
）

附
則

第
一
章

総
則

（
目
的
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
原
子
炉
の
運
転
等
に
よ
り
原
子
力
損
害

が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
損
害
賠
償
に
関
す
る
基
本
的
制
度
を

定
め
、
も
つ
て
被
害
者
の
保
護
を
図
り
、
及
び
原
子
力
事
業
の

健
全
な
発
達
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（
定
義
）

第
二
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
原
子
炉
の
運
転
等
」
と
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
及
び
こ
れ
ら
に
付
随
し
て
す
る
核
燃
料

物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
（
原
子
核
分

裂
生
成
物
を
含
む
。
第
五
号
に
お
い
て
同
じ

）
の
運
搬
、
貯
蔵

。

又
は
廃
棄
で
あ
つ
て
、
政
令
で
定
め
る
も
の
を
い
う
。

一

原
子
炉
の
運
転

二

加
工

三

再
処
理

四

核
燃
料
物
質
の
使
用

四
の
二

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵

五

核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物

（
次
項
及
び
次
条
第
二
項
に
お
い
て
「
核
燃
料
物
質
等
」
と

い
う

）
の
廃
棄

。

２

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
原
子
力
損
害
」
と
は
、
核
燃
料
物
質

の
原
子
核
分
裂
の
過
程
の
作
用
又
は
核
燃
料
物
質
等
の
放
射
線

の
作
用
若
し
く
は
毒
性
的
作
用
（
こ
れ
ら
を
摂
取
し
、
又
は
吸

入
す
る
こ
と
に
よ
り
人
体
に
中
毒
及
び
そ
の
続
発
症
を
及
ぼ
す

も
の
を
い
う

）
に
よ
り
生
じ
た
損
害
を
い
う
。
た
だ
し
、
次
条

。

の
規
定
に
よ
り
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
原
子
力
事

業
者
の
受
け
た
損
害
を
除
く
。

３

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
原
子
力
事
業
者
」
と
は
、
次
の
各
号

に
掲
げ
る
者
（
こ
れ
ら
の
者
で
あ
つ
た
者
を
含
む

）
を
い
う
。

。

一

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す

る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
。
以
下
「
規

制
法
」
と
い
う

）
第
二
十
三
条
第
一
項
の
許
可
（
規
制
法
第

。

七
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の

規
定
に
よ
る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者
（
規

。

制
法
第
三
十
九
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
原
子
炉
設
置
者
と

み
な
さ
れ
た
者
を
含
む

）
。

二

規
制
法
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
の
許
可
を
受
け
た
者

三

規
制
法
第
十
三
条
第
一
項
の
許
可
（
規
制
法
第
七
十
六
条

の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の
規
定
に
よ

る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者

。

四

規
制
法
第
四
十
三
条
の
四
第
一
項
の
許
可
（
規
制
法
第
七

十
六
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の
規

定
に
よ
る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者

。

五

規
制
法
第
四
十
四
条
第
一
項
の
指
定
（
規
制
法
第
七
十
六

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の
規
定
に

よ
る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者

。

六

規
制
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
の
許
可
（
規
制
法
第
七

十
六
条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の
規

定
に
よ
る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者

。

七

規
制
法
第
五
十
二
条
第
一
項
の
許
可
（
規
制
法
第
七
十
六

条
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
さ
れ
る
同
項
の
規
定
に

よ
る
国
に
対
す
る
承
認
を
含
む

）
を
受
け
た
者

。

４

こ
の
法
律
に
お
い
て

原
子
炉

と
は

原
子
力
基
本
法

昭

「

」

、

（

和
三
十
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第
三
条
第
四
号
に
規
定
す
る

原
子
炉
を
い
い

「
核
燃
料
物
質
」
と
は
、
同
法
同
条
第
二
号
に

、

規
定
す
る
核
燃
料
物
質
（
規
制
法
第
二
条
第
八
項
に
規
定
す
る

使
用
済
燃
料
を
含
む

）
を
い
い

「
加
工
」
と
は
、
規
制
法
第

。

、

二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
加
工
を
い
い

「
再
処
理
」
と
は
、
規

、

制
法
第
二
条
第
八
項
に
規
定
す
る
再
処
理
を
い
い

「
使
用
済
燃

、

料
の
貯
蔵
」
と
は
、
規
制
法
第
四
十
三
条
の
四
第
一
項
に
規
定

す
る
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
を
い
い

「
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料

、

物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄
」
と
は
、
規
制
法
第
五

十
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
廃
棄
物
埋
設
又
は
廃
棄
物
管

理
を
い
い

「
放
射
線
」
と
は
、
原
子
力
基
本
法
第
三
条
第
五
号

、

に
規
定
す
る
放
射
線
を
い
い

「
原
子
力
船
」
又
は
「
外
国
原
子

、

力
船
」
と
は
、
規
制
法
第
二
十
三
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る

原
子
力
船
又
は
外
国
原
子
力
船
を
い
う
。

第
二
章

原
子
力
損
害
賠
償
責
任

（
無
過
失
責
任
、
責
任
の
集
中
等
）

第
三
条

原
子
炉
の
運
転
等
の
際
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に
よ

り
原
子
力
損
害
を
与
え
た
と
き
は
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に

。

係
る
原
子
力
事
業
者
が
そ
の
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
る

た
だ
し
、
そ
の
損
害
が
異
常
に
巨
大
な
天
災
地
変
又
は
社
会
的

動
乱
に
よ
つ
て
生
じ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
こ
の
限
り
で
な

い
。

２

前
項
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
損
害
が
原
子
力
事
業
者
間
の

核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、

当
該
原
子
力
事
業
者
間
に
特
約
が
な
い
限
り
、
当
該
核
燃
料
物

質
等
の
発
送
人
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
そ
の
損
害
を
賠
償
す
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る
責
め
に
任
ず
る
。

第
四
条

前
条
の
場
合
に
お
い
て
は
、
同
条
の
規
定
に
よ
り
損
害

を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
原
子
力
事
業
者
以
外
の
者
は
、

そ
の
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
じ
な
い
。

２

前
条
第
一
項
の
場
合
に
お
い
て
、
第
七
条
の
二
第
二
項
に
規

定
す
る
損
害
賠
償
措
置
を
講
じ
て
本
邦
の
水
域
に
外
国
原
子
力

船
を
立
ち
入
ら
せ
る
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
責
め

に
任
ず
べ
き
額
は
、
同
項
に
規
定
す
る
額
ま
で
と
す
る
。

、

３

原
子
炉
の
運
転
等
に
よ
り
生
じ
た
原
子
力
損
害
に
つ
い
て
は

商
法
（
明
治
三
十
二
年
法
律
第
四
十
八
号
）
第
七
百
九
十
八
条

第
一
項

船
舶
の
所
有
者
等
の
責
任
の
制
限
に
関
す
る
法
律

昭

、

（

和
五
十
年
法
律
第
九
十
四
号
）
及
び
製
造
物
責
任
法
（
平
成
六

年
法
律
第
八
十
五
号
）
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

（
求
償
権
）

第
五
条

第
三
条
の
場
合
に
お
い
て
、
そ
の
損
害
が
第
三
者
の
故

意
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
同
条
の
規
定
に
よ
り

損
害
を
賠
償
し
た
原
子
力
事
業
者
は
、
そ
の
者
に
対
し
て
求
償

権
を
有
す
る
。

２

前
項
の
規
定
は
、
求
償
権
に
関
し
特
約
を
す
る
こ
と
を
妨
げ

な
い
。第

三
章

損
害
賠
償
措
置

第
一
節

損
害
賠
償
措
置

（
損
害
賠
償
措
置
を
講
ず
べ
き
義
務
）

第
六
条

原
子
力
事
業
者
は
、
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
の

措
置
（
以
下
「
損
害
賠
償
措
置
」
と
い
う

）
を
講
じ
て
い
な
け

。

れ
ば
、
原
子
炉
の
運
転
等
を
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
損
害
賠
償
措
置
の
内
容
）

第
七
条

損
害
賠
償
措
置
は
、
次
条
の
規
定
の
適
用
が
あ
る
場
合

を
除
き
、
原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約
及
び
原
子
力
損
害

賠
償
補
償
契
約
の
締
結
若
し
く
は
供
託
で
あ
つ
て
、
そ
の
措
置

に
よ
り
、
一
工
場
若
し
く
は
一
事
業
所
当
た
り
若
し
く
は
一
原

子
力
船
当
た
り
六
百
億
円
（
政
令
で
定
め
る
原
子
炉
の
運
転
等

、

。

に
つ
い
て
は

六
百
億
円
以
内
で
政
令
で
定
め
る
金
額
と
す
る

以
下
「
賠
償
措
置
額
」
と
い
う

）
を
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
充

。

て
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
し
て
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受

け
た
も
の
又
は
こ
れ
ら
に
相
当
す
る
措
置
で
あ
つ
て
文
部
科
学

大
臣
の
承
認
を
受
け
た
も
の
と
す
る
。

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
原
子
力
事
業
者
が
第
三
条
の
規
定
に
よ

り
原
子
力
損
害
を
賠
償
し
た
こ
と
に
よ
り
原
子
力
損
害
の
賠
償

に
充
て
る
べ
き
金
額
が
賠
償
措
置
額
未
満
と
な
つ
た
場
合
に
お

い
て
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
履
行
を
確
保
す
る
た
め
必
要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
当
該
原
子
力
事
業
者
に
対
し
、
期
限

を
指
定
し
、
こ
れ
を
賠
償
措
置
額
に
す
る
こ
と
を
命
ず
る
こ
と

が
で
き
る
。

３

前
項
に
規
定
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
同
項
の
規
定
に
よ
る

命
令
が
な
さ
れ
る
ま
で
の
間
（
同
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
が
な

さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
命
令
に
よ
り
指
定
さ
れ
た
期

限
ま
で
の
間
）
は
、
前
条
の
規
定
は
、
適
用
し
な
い
。

第
七
条
の
二

原
子
力
船
を
外
国
の
水
域
に
立
ち
入
ら
せ
る
場
合

の
損
害
賠
償
措
置
は
、
原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約
及
び

、

原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
の
締
結
そ
の
他
の
措
置
で
あ
つ
て

当
該
原
子
力
船
に
係
る
原
子
力
事
業
者
が
原
子
力
損
害
を
賠
償

す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
も
の
と
し
て
政
府
が
当
該
外
国
政
府
と

合
意
し
た
額
の
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
に
足
り
る
措
置
と
し

て
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
も
の
と
す
る
。

２

外
国
原
子
力
船
を
本
邦
の
水
域
に
立
ち
入
ら
せ
る
場
合
の
損

害
賠
償
措
置
は
、
当
該
外
国
原
子
力
船
に
係
る
原
子
力
事
業
者

が
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
も
の
と
し
て
政

府
が
当
該
外
国
政
府
と
合
意
し
た
額
（
原
子
力
損
害
の
発
生
の

原
因
と
な
つ
た
事
実
一
に
つ
い
て
三
百
六
十
億
円
を
下
ら
な
い

も
の
と
す
る

）
の
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
に
足
り
る
措
置
と

。

し
て
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
た
も
の
と
す
る
。

第
二
節

原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約

（
原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約
）

第
八
条

原
子
力
損
害
賠
償
責
任
保
険
契
約
（
以
下
「
責
任
保
険

契
約
」
と
い
う

）
は
、
原
子
力
事
業
者
の
原
子
力
損
害
の
賠
償

。

の
責
任
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
、
一
定
の
事
由
に
よ
る
原

子
力
損
害
を
原
子
力
事
業
者
が
賠
償
す
る
こ
と
に
よ
り
生
ず
る

損
失
を
保
険
者
（
保
険
業
法
（
平
成
七
年
法
律
第
百
五
号
）
第

二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
損
害
保
険
会
社
又
は
同
条
第
九
項
に

規
定
す
る
外
国
損
害
保
険
会
社
等
で
、
責
任
保
険
の
引
受
け
を

行
う
者
に
限
る
。
以
下
同
じ

）
が
う
め
る
こ
と
を
約
し
、
保
険

。

契
約
者
が
保
険
者
に
保
険
料
を
支
払
う
こ
と
を
約
す
る
契
約
と

す
る
。

第
九
条

被
害
者
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
に
関
し
、
責
任
保
険
契

約
の
保
険
金
に
つ
い
て
、
他
の
債
権
者
に
優
先
し
て
弁
済
を
受

け
る
権
利
を
有
す
る
。

２

被
保
険
者
は
、
被
害
者
に
対
す
る
損
害
賠
償
額
に
つ
い
て
、

自
己
が
支
払
つ
た
限
度
又
は
被
害
者
の
承
諾
が
あ
つ
た
限
度
に

お
い
て
の
み
、
保
険
者
に
対
し
て
保
険
金
の
支
払
を
請
求
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

３

責
任
保
険
契
約
の
保
険
金
請
求
権
は
、
こ
れ
を
譲
り
渡
し
、

、

。

、

担
保
に
供
し

又
は
差
し
押
え
る
こ
と
が
で
き
な
い

た
だ
し

被
害
者
が
損
害
賠
償
請
求
権
に
関
し
差
し
押
え
る
場
合
は
、
こ

の
限
り
で
な
い
。

第
三
節

原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約

（
原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
）

第
十
条

原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
（
以
下
「
補
償
契
約
」
と

い
う

）
は
、
原
子
力
事
業
者
の
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
責
任
が

。

発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
、
責
任
保
険
契
約
そ
の
他
の
原
子
力

損
害
を
賠
償
す
る
た
め
の
措
置
に
よ
つ
て
は
う
め
る
こ
と
が
で

き
な
い
原
子
力
損
害
を
原
子
力
事
業
者
が
賠
償
す
る
こ
と
に
よ

り
生
ず
る
損
失
を
政
府
が
補
償
す
る
こ
と
を
約
し
、
原
子
力
事

業
者
が
補
償
料
を
納
付
す
る
こ
と
を
約
す
る
契
約
と
す
る
。

２

補
償
契
約
に
関
す
る
事
項
は
、
別
に
法
律
で
定
め
る
。

第
十
一
条

第
九
条
の
規
定
は
、
補
償
契
約
に
基
づ
く
補
償
金
に

つ
い
て
準
用
す
る
。

第
四
節

供
託

（
供
託
）
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第
十
二
条

損
害
賠
償
措
置
と
し
て
の
供
託
は
、
原
子
力
事
業
者

の
主
た
る
事
務
所
の
も
よ
り
の
法
務
局
又
は
地
方
法
務
局
に
、

金
銭
又
は
文
部
科
学
省
令
で
定
め
る
有
価
証
券
（
社
債
等
の
振

替
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
三
年
法
律
第
七
十
五
号
）
第
百
二

十
九
条
第
一
項
に
規
定
す
る
振
替
社
債
等
を
含
む
。
以
下
こ
の

節
に
お
い
て
同
じ

）
に
よ
り
す
る
も
の
と
す
る
。

。

○
株
式
等
の
取
引
に
係
る
決
済
の
合
理
化
を
図
る
た
め
の
社
債

等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平

成
一
六
年
法
律
第
八
八
号
）

附

則
（
抄
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
五
年
を

超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
（
以
下
「
施

行
日
」
と
い
う

）
か
ら
施
行
す
る

【
→
平
成
二
十
一
年
一

。

。

月
見
込
み
】

第
八
十
三
条

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三

十
六
年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正

す
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
社
債
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
」
を

「
社
債
、
株
式
等
の
振
替
に
関
す
る
法
律
」
に
改
め
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
第
百
二
十
九
条
第
一
項
」
を
「
第
二

百
七
十
八
条
第
一
項
」
に
改
め
る
。

第
十
二
条
第
一
項
中
「
振
替
社
債
等
」
を
「
振
替
債
」
に
改

め
る
。

（
供
託
物
の
還
付
）

第
十
三
条

被
害
者
は
、
損
害
賠
償
請
求
権
に
関
し
、
前
条
の
規

定
に
よ
り
原
子
力
事
業
者
が
供
託
し
た
金
銭
又
は
有
価
証
券
に

つ
い
て
、
そ
の
債
権
の
弁
済
を
受
け
る
権
利
を
有
す
る
。

（
供
託
物
の
取
り
も
ど
し
）

第
十
四
条

原
子
力
事
業
者
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
お

い
て
は
、
文
部
科
学
大
臣
の
承
認
を
受
け
て
、
第
十
二
条
の
規

定
に
よ
り
供
託
し
た
金
銭
又
は
有
価
証
券
を
取
り
も
ど
す
こ
と

が
で
き
る
。

一

原
子
力
損
害
を
賠
償
し
た
と
き
。

二

供
託
に
代
え
て
他
の
損
害
賠
償
措
置
を
講
じ
た
と
き
。

三

原
子
炉
の
運
転
等
を
や
め
た
と
き
。

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
前
項
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
場

合
に
お
い
て
承
認
す
る
と
き
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
履
行

を
確
保
す
る
た
め
必
要
と
認
め
ら
れ
る
限
度
に
お
い
て
、
取
り

も
ど
す
こ
と
が
で
き
る
時
期
及
び
取
り
も
ど
す
こ
と
が
で
き
る

金
銭
又
は
有
価
証
券
の
額
を
指
定
し
て
承
認
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

（
文
部
科
学
省
令
・
法
務
省
令
へ
の
委
任
）

第
十
五
条

こ
の
節
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
供
託
に
関
す
る
事

項
は
、
文
部
科
学
省
令
・
法
務
省
令
で
定
め
る
。

第
四
章

国
の
措
置

（
国
の
措
置
）

第
十
六
条

政
府
は
、
原
子
力
損
害
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、

原
子
力
事
業
者
（
外
国
原
子
力
船
に
係
る
原
子
力
事
業
者
を
除

く

）
が
第
三
条
の
規
定
に
よ
り
損
害
を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず

。
べ
き
額
が
賠
償
措
置
額
を
こ
え
、
か
つ
、
こ
の
法
律
の
目
的
を

達
成
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
原
子
力
事
業

者
に
対
し
、
原
子
力
事
業
者
が
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
に
必
要

な
援
助
を
行
な
う
も
の
と
す
る
。

２

前
項
の
援
助
は
、
国
会
の
議
決
に
よ
り
政
府
に
属
さ
せ
ら
れ

た
権
限
の
範
囲
内
に
お
い
て
行
な
う
も
の
と
す
る
。

第
十
七
条

政
府
は
、
第
三
条
第
一
項
た
だ
し
書
の
場
合
又
は
第

七
条
の
二
第
二
項
の
原
子
力
損
害
で
同
項
に
規
定
す
る
額
を
こ

え
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
被
災

者
の
救
助
及
び
被
害
の
拡
大
の
防
止
の
た
め
必
要
な
措
置
を
講

ず
る
よ
う
に
す
る
も
の
と
す
る
。

第
五
章

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会

（
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
）

第
十
八
条

文
部
科
学
省
に
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
し
て
紛

争
が
生
じ
た
場
合
に
お
け
る
和
解
の
仲
介
を
行
わ
せ
る
た
め
、

政
令
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査

会
（
以
下
「
審
査
会
」
と
い
う

）
を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

。

２

審
査
会
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
務
を
処
理
す
る
。

一

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
紛
争
に
つ
い
て
和
解
の
仲

介
を
行
な
う
こ
と
。

二

前
号
に
掲
げ
る
事
務
を
行
な
う
た
め
必
要
な
原
子
力
損
害

の
調
査
及
び
評
価
を
行
な
う
こ
と
。

３

前
二
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
査
会
の
組
織
及
び
運
営

並
び
に
和
解
の
仲
介
の
申
立
及
び
そ
の
処
理
の
手
続
に
関
し
必

要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

第
六
章

雑
則

（
国
会
に
対
す
る
報
告
及
び
意
見
書
の
提
出
）

第
十
九
条

政
府
は
、
相
当
規
模
の
原
子
力
損
害
が
生
じ
た
場
合

に
は
、
で
き
る
限
り
す
み
や
か
に
、
そ
の
損
害
の
状
況
及
び
こ

の
法
律
に
基
づ
い
て
政
府
の
と
つ
た
措
置
を
国
会
に
報
告
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２

政
府
は
、
原
子
力
損
害
が
生
じ
た
場
合
に
お
い
て
、
原
子
力

委
員
会
又
は
原
子
力
安
全
委
員
会
が
損
害
の
処
理
及
び
損
害
の

防
止
等
に
関
す
る
意
見
書
を
内
閣
総
理
大
臣
に
提
出
し
た
と
き

は
、
こ
れ
を
国
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
第
十
条
第
一
項
及
び
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
）

第
二
十
条

第
十
条
第
一
項
及
び
第
十
六
条
第
一
項
の
規
定
は
、

平
成
二
十
一
年
十
二
月
三
十
一
日
ま
で
に
第
二
条
第
一
項
各
号

に
掲
げ
る
行
為
を
開
始
し
た
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
原
子
力

損
害
に
つ
い
て
適
用
す
る
。

（
報
告
徴
収
及
び
立
入
検
査
）

第
二
十
一
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
第
六
条
の
規
定
の
実
施
を
確

保
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
原
子
力
事
業
者

に
対
し
必
要
な
報
告
を
求
め
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
原
子
力
事

業
者
の
事
務
所
若
し
く
は
工
場
若
し
く
は
事
業
所
若
し
く
は
原

子
力
船
に
立
ち
入
り
、
そ
の
者
の
帳
簿
、
書
類
そ
の
他
必
要
な

物
件
を
検
査
さ
せ
、
若
し
く
は
関
係
者
に
質
問
さ
せ
る
こ
と
が
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で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
り
職
員
が
立
ち
入
る
と
き
は
、
そ
の
身
分

を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
か
つ
、
関
係
者
の
請
求
が
あ
る
と

き
は
、
こ
れ
を
提
示
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜
査
の

た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
し
て
は
な
ら
な
い
。

（
経
済
産
業
大
臣
又
は
国
土
交
通
大
臣
と
の
協
議
）

第
二
十
二
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
第
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第

七
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
処
分
又
は

、

第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
命
令
を
す
る
場
合
に
お
い
て
は

あ
ら
か
じ
め
、
発
電
の
用
に
供
す
る
原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、

再
処
理
、
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
又
は
核
燃
料
物
質
若
し
く
は
核

燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄
に
係
る
も
の
に
つ

い
て
は
経
済
産
業
大
臣
、
船
舶
に
設
置
す
る
原
子
炉
の
運
転
に

係
る
も
の
に
つ
い
て
は
国
土
交
通
大
臣
に
協
議
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

（
国
に
対
す
る
適
用
除
外
）

第
二
十
三
条

第
三
章
、
第
十
六
条
及
び
次
章
の
規
定
は
、
国
に

適
用
し
な
い
。

第
七
章

罰
則

第
二
十
四
条

第
六
条
の
規
定
に
違
反
し
た
者
は
、
一
年
以
下
の

懲
役
若
し
く
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を

併
科
す
る
。

第
二
十
五
条

次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
者
は
、
二
十
万
円
以

下
の
罰
金
に
処
す
る
。

一

第
二
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
又
は

虚
偽
の
報
告
を
し
た
者

二

第
二
十
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
り
若
し
く
は
検

査
を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
、
又
は
質
問
に
対
し

て
陳
述
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の
陳
述
を
し
た
者

第
二
十
六
条

法
人
の
代
表
者
又
は
法
人
若
し
く
は
人
の
代
理
人

そ
の
他
の
従
業
者
が
、
そ
の
法
人
又
は
人
の
事
業
に
関
し
て
前

二
条
の
違
反
行
為
を
し
た
と
き
は
、
行
為
者
を
罰
す
る
ほ
か
、

、

。

そ
の
法
人
又
は
人
に
対
し
て
も

各
本
条
の
罰
金
刑
を
科
す
る

（
抄
）

附

則

（
施
行
期
日
）

第
一
条

こ
の
法
律
は
、
公
布
の
日
か
ら
起
算
し
て
九
月
を
こ
え

な
い
範
囲
内
に
お
い
て
政
令
で
定
め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

第
三
条

こ
の
法
律
の
施
行
前
に
し
た
行
為
及
び
こ
の
法
律
の
施

行
後
こ
の
法
律
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
規
制
法
第
二
十
六
条

第
一
項
（
同
法
第
二
十
三
条
第
二
項
第
九
号
に
係
る
部
分
を
い

う

）
の
規
定
が
そ
の
効
力
を
失
う
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰

。
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

（
他
の
法
律
に
よ
る
給
付
と
の
調
整
等
）

第
四
条

第
三
条
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
の
規
定
に
よ
り
損
害

を
賠
償
す
る
責
め
に
任
ず
べ
き
原
子
力
事
業
者
（
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
単
に
「
原
子
力
事
業
者
」
と
い
う

）
の
従
業
員
が
原

。

子
力
損
害
を
受
け
、
当
該
従
業
員
又
は
そ
の
遺
族
が
そ
の
損
害

の
て
ん
補
に
相
当
す
る
労
働
者
災
害
補
償
保
険
法
（
昭
和
二
十

二
年
法
律
第
五
十
号
）
の
規
定
に
よ
る
給
付
そ
の
他
法
令
の
規

定
に
よ
る
給
付
で
あ
つ
て
政
令
で
定
め
る
も
の
（
以
下
こ
の
条

に
お
い
て
「
災
害
補
償
給
付
」
と
い
う

）
を
受
け
る
べ
き
と
き

。

は
、
当
該
従
業
員
又
は
そ
の
遺
族
に
係
る
原
子
力
損
害
の
賠
償

に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の

と
す
る
。

一

原
子
力
事
業
者
は
、
原
子
力
事
業
者
の
従
業
員
又
は
そ
の

遺
族
の
災
害
補
償
給
付
を
受
け
る
権
利
が
消
滅
す
る
ま
で
の

間
、
そ
の
損
害
の
発
生
時
か
ら
当
該
災
害
補
償
給
付
を
受
け

る
べ
き
時
ま
で
の
法
定
利
率
に
よ
り
計
算
さ
れ
る
額
を
合
算

し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
合
算
し
た
額
が
当
該
災
害
補
償
給

付
の
価
額
と
な
る
べ
き
額
の
限
度
で
、
そ
の
賠
償
の
履
行
を

し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

二

前
号
の
場
合
に
お
い
て
、
災
害
補
償
給
付
の
支
給
が
あ
つ

た
と
き
は
、
原
子
力
事
業
者
は
、
そ
の
損
害
の
発
生
時
か
ら

当
該
災
害
補
償
給
付
が
支
給
さ
れ
た
時
ま
で
の
法
定
利
率
に

よ
り
計
算
さ
れ
る
額
を
合
算
し
た
場
合
に
お
け
る
当
該
合
算

し
た
額
が
当
該
災
害
補
償
給
付
の
価
額
と
な
る
べ
き
額
の
限

度
で
、
そ
の
損
害
の
賠
償
の
責
め
を
免
れ
る
。

２

原
子
力
事
業
者
の
従
業
員
が
原
子
力
損
害
を
受
け
た
場
合
に

お
い
て
、
そ
の
損
害
が
第
三
者
の
故
意
に
よ
り
生
じ
た
も
の
で

あ
る
と
き
は
、
当
該
従
業
員
又
は
そ
の
遺
族
に
対
し
災
害
補
償

給
付
を
支
給
し
た
者
は
、
当
該
第
三
者
に
対
し
て
求
償
権
を
有

す
る
。
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○
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
四
十
四
号
）

内
閣
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六

年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
二
条
第
一
項
及
び
第
七
条
第
一
項
の

規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
原
子
炉
の
運
転
等
）

第
一
条

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と

い
う

）
第
二
条
第
一
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
も
の
は
、

。

次
の
行
為
（
第
一
号
か
ら
第
五
号
ま
で
に
掲
げ
る
行
為
に
つ
い

て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
、
当
該
行
為
が
行
わ
れ
る
工
場
又
は
事
業
所

に
お
い
て
当
該
行
為
に
付
随
し
て
す
る
第
六
号
イ
か
ら
ハ
ま
で

に
掲
げ
る
物
の
運
搬
、
貯
蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

）
と
す
る
。

。

一

原
子
炉
の
運
転

二

次
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
加
工

イ

ウ
ラ
ン
二
三
五
及
び
ウ
ラ
ン
二
三
八
に
対
す
る
ウ
ラ
ン

二
三
五
の
比
率
が
天
然
の
比
率
を
こ
え
百
分
の
五
に
達
し

な
い
ウ
ラ
ン
及
び
そ
の
化
合
物
並
び
に
こ
れ
ら
の
物
質
の

一
又
は
二
以
上
を
含
む
物
質
で
あ
つ
て
ウ
ラ
ン
二
三
五
の

量
が
二
千
グ
ラ
ム
以
上
の
も
の

ロ

ウ
ラ
ン
二
三
五
及
び
ウ
ラ
ン
二
三
八
に
対
す
る
ウ
ラ
ン

二
三
五
の
比
率
が
百
分
の
五
以
上
の
ウ
ラ
ン
及
び
そ
の
化

合
物
並
び
に
こ
れ
ら
の
物
質
の
一
又
は
二
以
上
を
含
む
物

質
で
あ
つ
て
ウ
ラ
ン
二
三
五
の
量
が
八
百
グ
ラ
ム
以
上
の

も
の

ハ

プ
ル
ト
ニ
ウ
ム
及
び
そ
の
化
合
物
並
び
に
こ
れ
ら
の
物

質
の
一
又
は
二
以
上
を
含
む
物
質
で
あ
つ
て
プ
ル
ト
ニ
ウ

ム
の
量
が
五
百
グ
ラ
ム
以
上
の
も
の

三

再
処
理

四

第
二
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
の
使
用

四
の
二

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵

五

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す

る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
。
次
号
に
お

い
て
「
規
制
法
」
と
い
う

）
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
第
三

。

号
に
規
定
す
る
廃
棄
物
埋
設
及
び
廃
棄
物
管
理
（
以
下
そ
れ

ぞ
れ
「
廃
棄
物
埋
設
」
及
び
「
廃
棄
物
管
理
」
と
い
う

）
。

六

前
各
号
に
掲
げ
る
行
為
が
行
わ
れ
る
工
場
又
は
事
業
所
の

外
に
お
い
て
そ
れ
ぞ
れ
当
該
行
為
に
付
随
し
て
す
る
次
に
掲

げ
る
物
の
運
搬
、
貯
蔵
又
は
廃
棄
（
前
各
号
に
掲
げ
る
行
為

が
行
わ
れ
る
他
の
原
子
力
事
業
者
の
工
場
又
は
事
業
所
に
お

い
て
当
該
他
の
原
子
力
事
業
者
が
そ
れ
ぞ
れ
当
該
行
為
に
付

随
し
て
す
る
も
の
に
該
当
す
る
場
合
に
お
け
る
も
の
を
除

く

）
。

イ

第
二
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質

ロ

規
制
法
第
二
条
第
八
項
に
規
定
す
る
使
用
済
燃
料

ハ

核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
（
原
子
核
分
裂

生
成
物
を
含
む
。
以
下
同
じ

）
。

（
賠
償
措
置
額
）

第
二
条

法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
原
子
炉

の
運
転
等
は
次
の
表
の
各
号
に
規
定
す
る
原
子
炉
の
運
転
等
と

し
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に
つ
い
て
同
項
に
規
定
す
る
政
令

で
定
め
る
金
額
は
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
の
区
分
に
応
じ
当
該

各
号
に
定
め
る
金
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
同
一
の
工
場
又
は
事

業
所
（
原
子
炉
を
船
舶
に
設
置
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の

船
舶
。
第
一
号
に
お
い
て
同
じ

）
に
係
る
原
子
炉
の
運
転
等
が

。

第
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
各
号
の
二
以
上
の
号
に
該
当
す

る
と
き
は
、
当
該
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
当
該
金
額
は
、
そ

の
最
も
大
き
い
金
額
と
す
る
。

一

熱
出
力
が
一
万
キ
ロ
ワ
ッ
ト
を
超
え
る
原

六
百
億
円

子
炉
の
運
転
（
当
該
原
子
炉
の
運
転
に
付

随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物

質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
（
以
下
「
核

燃
料
物
質
等
」
と
い
う

）
の
当
該
原
子

。

炉
の
運
転
が
行
わ
れ
る
工
場
又
は
事
業
所

、

。

に
お
け
る
運
搬

貯
蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

次
号
及
び
第
三
号
に
お
い
て
同
じ

）
。

二

熱
出
力
が
百
キ
ロ
ワ
ッ
ト
を
超
え
一
万
キ

百
二
十
億

ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
原
子
炉
の
運
転

円

三

熱
出
力
が
百
キ
ロ
ワ
ッ
ト
以
下
の
原
子
炉

二
十
億
円

の
運
転

四

加
工
（
次
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も

二
十
億
円

の
と
し
、
当
該
加
工
に
付
随
し
て
す
る
核

燃
料
物
質
等
の
当
該
加
工
が
行
わ
れ
る
工

場
又
は
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
、
貯
蔵
又

は
廃
棄
を
含
む

）
。

五

前
条
第
二
号
ロ
又
は
ハ
に
掲
げ
る
核
燃
料

百
二
十
億

物
質
の
加
工
（
当
該
加
工
に
付
随
し
て
す

円

る
核
燃
料
物
質
等
の
当
該
加
工
が
行
わ
れ

る
工
場
又
は
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
、
貯

蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

）
。

六

再
処
理
（
当
該
再
処
理
に
付
随
し
て
す
る

六
百
億
円

核
燃
料
物
質
等
の
当
該
再
処
理
が
行
わ
れ

る
工
場
又
は
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
、
貯

蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

）
。

七

核
燃
料
物
質
の
使
用
（
次
号
に
該
当
す
る

二
十
億
円

も
の
を
除
く
も
の
と
し
、
当
該
核
燃
料
物

質
の
使
用
に
付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質

等
の
当
該
核
燃
料
物
質
の
使
用
が
行
わ
れ

る
工
場
又
は
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
、
貯

蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

）
。

八

前
条
第
二
号
ロ
又
は
ハ
に
掲
げ
る
核
燃
料

百
二
十
億
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物
質
の
使
用
（
当
該
核
燃
料
物
質
の
使
用

円

に
付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
当
該

核
燃
料
物
質
の
使
用
が
行
わ
れ
る
工
場
又

は
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
、
貯
蔵
又
は
廃

棄
を
含
む

）
。

九

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
（
第
一
号
か
ら
第
三

百
二
十
億

号
ま
で
及
び
第
六
号
か
ら
前
号
ま
で
の
い

円

ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も
の
と

し
、
当
該
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
に
付
随
し

て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
当
該
使
用
済
燃

料
の
貯
蔵
が
行
わ
れ
る
事
業
所
に
お
け
る

運
搬
、
貯
蔵
又
は
廃
棄
を
含
む

）
。

十

廃
棄
物
埋
設
（
前
各
号
及
び
次
号
の
い
ず

二
十
億
円

れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も
の
と

し
、
当
該
廃
棄
物
埋
設
に
付
随
し
て
す
る

核
燃
料
物
質
等
の
当
該
廃
棄
物
埋
設
が
行

わ
れ
る
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
又
は
廃
棄

を
含
む

）
。

十
一

前
条
第
六
号
ロ
に
掲
げ
る
物
を
溶
解
し
た

百
二
十
億

液
体
か
ら
核
燃
料
物
質
そ
の
他
の
有
用
物

円

質
を
分
離
し
た
残
り
の
液
体
を
ガ
ラ
ス
に

よ
り
固
形
化
し
た
物
に
係
る
廃
棄
物
埋
設

（
第
六
号
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も
の

と
し
、
当
該
廃
棄
物
埋
設
に
付
随
し
て
す

る
核
燃
料
物
質
等
の
当
該
廃
棄
物
埋
設
が

行
わ
れ
る
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
又
は
廃

棄
を
含
む

）
。

十
二

廃
棄
物
管
理
（
前
各
号
及
び
次
号
の
い
ず

二
十
億
円

れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も
の
と

し
、
当
該
廃
棄
物
管
理
に
付
随
し
て
す
る

核
燃
料
物
質
等
の
当
該
廃
棄
物
管
理
が
行

わ
れ
る
事
業
所
に
お
け
る
運
搬
又
は
廃
棄

を
含
む

）
。

十
三

前
条
第
六
号
ロ
に
掲
げ
る
物
を
溶
解
し
た

百
二
十
億

液
体
か
ら
核
燃
料
物
質
そ
の
他
の
有
用
物

円

質
を
分
離
し
た
残
り
の
液
体
を
ガ
ラ
ス
に

よ
り
固
形
化
し
た
物
に
係
る
廃
棄
物
管
理

（
第
六
号
又
は
第
十
一
号
に
該
当
す
る
も

の
を
除
く
も
の
と
し
、
当
該
廃
棄
物
管
理

に
付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
当
該

廃
棄
物
管
理
が
行
わ
れ
る
事
業
所
に
お
け

る
運
搬
又
は
廃
棄
を
含
む

）
。

十
四

原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、
再
処
理
、
核
燃

二
十
億
円

料
物
質
の
使
用
、
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
又

は
廃
棄
物
埋
設
若
し
く
は
廃
棄
物
管
理
に

付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬

（
前
各
号
、
次
号
及
び
第
十
八
号
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く

）
。

十
五

原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、
再
処
理
、
核
燃

百
二
十
億

料
物
質
の
使
用
、
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
又

円

は
廃
棄
物
埋
設
若
し
く
は
廃
棄
物
管
理
に

付
随
し
て
す
る
前
条
第
二
号
ロ
若
し
く
は

ハ
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
、
同
条
第
六
号

ロ
に
掲
げ
る
物
、
同
号
ロ
に
掲
げ
る
物
を

溶
解
し
た
液
体
か
ら
核
燃
料
物
質
そ
の
他

の
有
用
物
質
を
分
離
し
た
残
り
の
液
体
又

は
当
該
液
体
を
ガ
ラ
ス
に
よ
り
固
形
化
し

（

、

た
物
の
運
搬

第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で

第
五
号
か
ら
第
九
号
ま
で
、
第
十
一
号
及

び
第
十
三
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も

の
を
除
く

）
。

十
六

原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、
再
処
理
、
核
燃

二
十
億
円

料
物
質
の
使
用
又
は
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵

に
付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
貯
蔵

（
第
一
号
か
ら
第
九
号
ま
で
及
び
次
号
の

い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く

）
。

十
七

原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、
再
処
理
、
核
燃

百
二
十
億

料
物
質
の
使
用
又
は
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵

円

に
付
随
し
て
す
る
前
条
第
二
号
ロ
若
し
く

は
ハ
に
掲
げ
る
核
燃
料
物
質
、
同
条
第
六

号
ロ
に
掲
げ
る
物
、
同
号
ロ
に
掲
げ
る
物

を
溶
解
し
た
液
体
か
ら
核
燃
料
物
質
そ
の

他
の
有
用
物
質
を
分
離
し
た
残
り
の
液
体

又
は
当
該
液
体
を
ガ
ラ
ス
に
よ
り
固
形
化

し
た
物
の
貯
蔵
（
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま

で
及
び
第
五
号
か
ら
第
九
号
ま
で
の
い
ず

れ
か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く

）
。

十
八

原
子
炉
の
運
転
、
加
工
、
再
処
理
、
核
燃

二
十
億
円

料
物
質
の
使
用
、
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
又

は
廃
棄
物
埋
設
若
し
く
は
廃
棄
物
管
理
に

付
随
し
て
す
る
核
燃
料
物
質
等
の
廃
棄

（
第
一
号
か
ら
第
十
三
号
ま
で
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
も
の
を
除
く
も
の
と
し
、

当
該
廃
棄
に
係
る
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬

を
含
む

）
。

（
災
害
補
償
給
付
）

第
三
条

法
附
則
第
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
災

害
補
償
給
付
は
、
次
に
掲
げ
る
給
付
と
す
る
。
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一

国
家
公
務
員
災
害
補
償
法
（
昭
和
二
十
六
年
法
律
第
百
九

十
一
号
）
の
規
定
に
よ
る
給
付

二

船
員
保
険
法
（
昭
和
十
四
年
法
律
第
七
十
三
号
）
の
規
定

に
よ
る
給
付
で
あ
つ
て
職
務
上
の
事
由
に
よ
る
も
の

（
抄
）

附

則

１

こ
の
政
令
は
、
法
の
施
行
の
日
（
昭
和
三
十
七
年
三
月
十
五

日
）
か
ら
施
行
す
る
。
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○
原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律

（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
八
号
）

（
定
義
）

第
一
条

こ
の
法
律
に
お
い
て
「
原
子
炉
の
運
転
等
」
と
は
、
原

子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六
年
法
律
第
百

四
十
七
号
。
以
下
「
賠
償
法
」
と
い
う

）
第
二
条
第
一
項
に
規

。

定
す
る
原
子
炉
の
運
転
等
を
い
い

「
原
子
力
損
害
」
と
は
、
賠

、

償
法
第
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
原
子
力
損
害
を
い
い

「
原
子

、

力
事
業
者
」
と
は
、
賠
償
法
第
二
条
第
三
項
に
規
定
す
る
原
子

力
事
業
者

同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
を
除
く

を
い
い

原

（

。
）

、「

子
力
船
」
と
は
、
賠
償
法
第
二
条
第
四
項
に
規
定
す
る
原
子
力

船
を
い
い

「
損
害
賠
償
措
置
」
と
は
、
賠
償
法
第
六
条
に
規
定

、

す
る
損
害
賠
償
措
置
を
い
い

「
賠
償
措
置
額
」
と
は
、
賠
償
法

、

第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る
賠
償
措
置
額
を
い
い

「
責
任
保
険

、

契
約
」
と
は
、
賠
償
法
第
八
条
に
規
定
す
る
責
任
保
険
契
約
を

い
う
。

（
原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
）

第
二
条

政
府
は
、
原
子
力
事
業
者
を
相
手
方
と
し
て
、
原
子
力

事
業
者
の
原
子
力
損
害
の
賠
償
の
責
任
が
発
生
し
た
場
合
に
お

い
て
、
責
任
保
険
契
約
そ
の
他
の
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
た

め
の
措
置
に
よ
つ
て
は
う
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
原
子
力
損
害

を
原
子
力
事
業
者
が
賠
償
す
る
こ
と
に
よ
り
生
ず
る
損
失
を
政

府
が
補
償
す
る
こ
と
を
約
し
、
原
子
力
事
業
者
が
補
償
料
を
納

付
す
る
こ
と
を
約
す
る
契
約
を
締
結
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
補
償
損
失
）

第
三
条

政
府
が
前
条
の
契
約
（
以
下
「
補
償
契
約
」
と
い
う

）
。

に
よ
り
補
償
す
る
損
失
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
原
子
力
損
害

を
原
子
力
事
業
者
が
賠
償
す
る
こ
と
に
よ
り
生
ず
る
損
失
（
以

下
「
補
償
損
失
」
と
い
う

）
と
す
る
。

。

一

地
震
又
は
噴
火
に
よ
つ
て
生
じ
た
原
子
力
損
害

二

正
常
運
転
（
政
令
で
定
め
る
状
態
に
お
い
て
行
な
わ
れ
る

原
子
炉
の
運
転
等
を
い
う

）
に
よ
つ
て
生
じ
た
原
子
力
損
害

。

三

そ
の
発
生
の
原
因
と
な
つ
た
事
実
に
関
す
る
限
り
責
任
保

険
契
約
に
よ
つ
て
う
め
る
こ
と
が
で
き
る
原
子
力
損
害
で
あ

つ
て
そ
の
発
生
の
原
因
と
な
つ
た
事
実
が
あ
つ
た
日
か
ら
十

年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
被
害
者
か
ら
賠
償
の
請
求
が

行
な
わ
れ
な
か
つ
た
も
の
（
当
該
期
間
内
に
生
じ
た
原
子
力

損
害
に
つ
い
て
は
、
被
害
者
が
当
該
期
間
内
に
賠
償
の
請
求

を
行
な
わ
な
か
つ
た
こ
と
に
つ
い
て
や
む
を
え
な
い
理
由
が

あ
る
場
合
に
限
る

）
。

四

原
子
力
船
の
外
国
の
水
域
へ
の
立
入
り
に
伴
い
生
じ
た
原

子
力
損
害
で
あ
つ
て
、
賠
償
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す
る

損
害
賠
償
措
置
そ
の
他
の
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
の

措
置
（
賠
償
法
第
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
損
害
賠
償

措
置
の
一
部
と
し
て
認
め
ら
れ
る
も
の
に
限
る

）
に
よ
つ
て

。

は
う
め
る
こ
と
が
で
き
な
い
も
の

五

前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
以
外
の
原
子
力
損
害
で
あ
つ
て
政

令
で
定
め
る
も
の

（
補
償
契
約
金
額
）

第
四
条

前
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
五
号
に
掲
げ
る

原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
契
約
に
係
る
契
約
金
額
（
以
下
「
補

償
契
約
金
額
」
と
い
う

）
は
、
当
該
補
償
契
約
の
締
結
が
含
ま

。

れ
る
損
害
賠
償
措
置
の
賠
償
措
置
額
に
相
当
す
る
金
額
（
損
害

賠
償
措
置
に
責
任
保
険
契
約
及
び
補
償
契
約
の
締
結
以
外
の
措

置
が
含
ま
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
当
該
措
置
に
よ
り
、
他
の
補

償
契
約
が
締
結
さ
れ
て
い
る
場
合
に
お
い
て
は
当
該
他
の
補
償

契
約
の
締
結
に
よ
り
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
充
て
る
こ
と
が
で

き
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
）
と
す
る
。

２

前
条
第
四
号
に
掲
げ
る
原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
契
約
金
額

は
、
賠
償
法
第
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
損
害
賠
償
措
置

の
金
額
に
相
当
す
る
金
額
（
賠
償
法
第
七
条
第
一
項
に
規
定
す

る
損
害
賠
償
措
置
そ
の
他
の
原
子
力
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
の

措
置
が
賠
償
法
第
七
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
損
害
賠
償
措

置
の
一
部
と
し
て
認
め
ら
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
原
子

力
損
害
を
賠
償
す
る
た
め
の
措
置
の
金
額
を
控
除
し
た
金
額
）

と
す
る
。

（
補
償
契
約
の
期
間
）

第
五
条

第
三
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
五
号
に
掲
げ

る
原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
契
約
の
期
間
は
、
そ
の
締
結
の
時

か
ら
当
該
補
償
契
約
に
係
る
原
子
炉
の
運
転
等
を
や
め
る
時
ま

で
と
す
る
。

２

第
三
条
第
四
号
に
掲
げ
る
原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
契
約
の

期
間
は
、
原
子
力
船
が
本
邦
の
水
域
を
離
れ
る
時
か
ら
本
邦
の

水
域
に
戻
る
時
ま
で
の
期
間
内
の
期
間
と
す
る
。

（
補
償
料
）

第
六
条

補
償
料
の
額
は
、
一
年
当
た
り
、
補
償
契
約
金
額
に
補

償
損
失
の
発
生
の
見
込
み
、
補
償
契
約
に
関
す
る
国
の
事
務
取

扱
費
等
を
勘
案
し
て
政
令
で
定
め
る
料
率
を
乗
じ
て
得
た
金
額

に
相
当
す
る
金
額
と
す
る
。

（
補
償
金
）

第
七
条

政
府
が
補
償
契
約
に
よ
り
補
償
す
る
金
額
は
、
当
該
補

償
契
約
の
期
間
内
に
お
け
る
原
子
炉
の
運
転
等
に
よ
り
与
え
た

原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
損
失
に
つ
い
て
補
償
契
約
金
額
ま
で

と
す
る
。

２

政
府
が
第
三
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
及
び
第
五
号
に
掲

げ
る
原
子
力
損
害
に
係
る
補
償
損
失
を
補
償
す
る
場
合
に
お
い

て
、
当
該
補
償
に
係
る
原
子
力
損
害
と
同
一
の
原
因
に
よ
つ
て

発
生
し
た
原
子
力
損
害
に
つ
い
て
責
任
保
険
契
約
に
よ
つ
て
う

め
ら
れ
る
金
額
が
あ
る
と
き
は
、
当
該
補
償
損
失
に
つ
い
て
補

償
契
約
に
よ
り
支
払
う
補
償
金
の
額
の
合
計
額
は
、
当
該
補
償

契
約
の
締
結
が
含
ま
れ
る
損
害
賠
償
措
置
の
賠
償
措
置
額
に
相

当
す
る
金
額
（
当
該
損
害
賠
償
措
置
に
責
任
保
険
契
約
及
び
補

償
契
約
の
締
結
以
外
の
措
置
が
含
ま
れ
る
場
合
に
お
い
て
は
当

該
措
置
に
よ
り
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る

金
額
を
控
除
し
た
金
額
）
か
ら
当
該
責
任
保
険
契
約
に
よ
つ
て

。

う
め
ら
れ
る
金
額
を
控
除
し
た
金
額
を
こ
え
な
い
も
の
と
す
る

（
補
償
契
約
の
締
結
の
限
度
）

第
八
条

政
府
は
、
一
会
計
年
度
内
に
締
結
す
る
補
償
契
約
に
係
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る
補
償
契
約
金
額
の
合
計
額
が
会
計
年
度
ご
と
に
国
会
の
議
決

を
経
た
金
額
を
こ
え
な
い
範
囲
内
で
、
補
償
契
約
を
締
結
す
る

も
の
と
す
る
。

（
通
知
）

第
九
条

原
子
力
事
業
者
は
、
補
償
契
約
の
締
結
に
際
し
、
政
令

で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
原
子
炉
の
運
転
等
に
関
す
る
重
要

な
事
実
を
政
府
に
対
し
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
通
知
し

た
事
実
に
変
更
を
生
じ
た
と
き
も
、
同
様
と
す
る
。

（
政
令
へ
の
委
任
）

第
十
条

補
償
契
約
の
締
結
並
び
に
補
償
料
の
納
付
の
時
期
、
補

償
金
の
支
払
の
時
期
そ
の
他
補
償
料
の
納
付
及
び
補
償
金
の
支

払
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

（
時
効
）

第
十
一
条

補
償
金
の
支
払
を
受
け
る
権
利
は
、
二
年
を
経
過
し

た
と
き
は
、
時
効
に
よ
つ
て
消
滅
す
る
。

○
保
険
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

平
（

成
二
十
年
法
律
第
五
十
七
号
）
に
よ
る
改
正
後

（
時
効
）

第
十
一
条

補
償
金
の
支
払
を
受
け
る
権
利
は
、
三
年
を
経
過

し
た
と
き
は
、
時
効
に
よ
つ
て
消
滅
す
る
。

（
代
位
等
）

第
十
二
条

政
府
は
、
補
償
契
約
に
よ
り
補
償
し
た
場
合
に
お
い

て
、
当
該
補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
第
三

者
に
対
し
て
求
償
権
を
有
す
る
と
き
は
、
補
償
し
た
金
額
を
限

度
と
し
て
当
該
権
利
を
取
得
す
る
。
原
子
力
事
業
者
が
求
償
権

の
行
使
に
よ
り
支
払
を
受
け
た
と
き
は
、
政
府
は
、
そ
の
支
払

を
受
け
た
金
額
の
限
度
で
、
補
償
の
義
務
を
免
れ
る
。

○
保
険
法
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律

平
（

成
二
十
年
法
律
第
五
十
七
号
）
に
よ
る
改
正
後

（
代
位
等
）

第
十
二
条

政
府
は
、
補
償
契
約
に
よ
り
補
償
し
た
場
合
に
お

い
て
、
当
該
補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が

第
三
者
に
対
し
て
求
償
権
を
有
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る

金
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額
を
限
度
と
し
て
当
該
求

償
権
を
取
得
す
る
。

一

政
府
が
補
償
し
た
金
額

二

当
該
求
償
権
の
金
額
（
前
号
に
掲
げ
る
金
額
が
当
該
補

償
契
約
に
よ
り
補
償
す
る
補
償
損
失
の
金
額
に
不
足
す
る

と
き
は
、
当
該
求
償
権
の
金
額
か
ら
当
該
不
足
金
額
を
控

除
し
た
金
額
）

２

補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
求
償
権
の

行
使
に
よ
り
支
払
を
受
け
た
と
き
は
、
政
府
は
、
次
に
掲
げ

る
金
額
の
う
ち
い
ず
れ
か
少
な
い
金
額
の
限
度
で
、
補
償
の

義
務
を
免
れ
る
。

一

当
該
原
子
力
事
業
者
が
当
該
求
償
権
の
行
使
に
よ
り
支

払
を
受
け
た
金
額

二

当
該
補
償
契
約
に
よ
り
補
償
す
る
補
償
損
失
に
つ
い
て

第
七
条
の
規
定
に
よ
り
政
府
が
補
償
の
義
務
を
負
う
金
額

（
前
号
に
掲
げ
る
金
額
が
当
該
補
償
損
失
の
金
額
に
不
足

す
る
と
き
は
、
当
該
政
府
が
補
償
の
義
務
を
負
う
金
額
か

ら
当
該
不
足
金
額
を
控
除
し
た
金
額
）

（
補
償
金
の
返
還
）

第
十
三
条

政
府
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
原
子
力
損
害
に
係
る

補
償
損
失
に
つ
い
て
補
償
金
を
支
払
つ
た
と
き
は
、
原
子
力
事

業
者
か
ら
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
返
還
を
さ

せ
る
も
の
と
す
る
。

一

補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
第
九
条
の

規
定
に
よ
る
通
知
を
怠
り
、
又
は
虚
偽
の
通
知
を
し
た
場
合

に
お
い
て
、
そ
の
通
知
を
怠
り
、
又
は
虚
偽
の
通
知
を
し
た

事
実
に
基
づ
く
原
子
力
損
害

二

政
府
が
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
補
償
契
約
を
解
除
し
た

場
合
に
お
い
て
、
原
子
力
事
業
者
が
、
そ
の
解
除
の
通
知
を

受
け
た
日
か
ら
解
除
の
効
力
が
生
ず
る
日
の
前
日
ま
で
の
間

に
お
け
る
原
子
炉
の
運
転
等
に
よ
り
与
え
た
原
子
力
損
害

（
補
償
契
約
の
解
除
）

第
十
四
条

政
府
は
、
補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業

者
が
当
該
補
償
契
約
の
締
結
を
含
む
損
害
賠
償
措
置
以
外
の
損

害
賠
償
措
置
を
講
じ
た
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
補
償
契
約
の

解
除
の
申
込
み
に
応
ず
る
こ
と
が
で
き
、
又
は
当
該
補
償
契
約

を
解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
補
償
契
約
の
解
除
は
、
将
来
に
向
つ
て

そ
の
効
力
を
生
ず
る
。

第
十
五
条

政
府
は
、
補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業

者
が
次
の
各
号
の
一
に
該
当
す
る
と
き
は
、
当
該
補
償
契
約
を

解
除
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

賠
償
法
第
六
条
の
規
定
に
違
反
し
た
と
き
。

二

補
償
料
の
納
付
を
怠
つ
た
と
き
。

三

第
九
条
の
規
定
に
よ
る
通
知
を
怠
り
、
又
は
虚
偽
の
通
知

を
し
た
と
き
。

四

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す

る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
。
第
十
七
条

「

」

。
）

、

第
二
項
に
お
い
て

規
制
法

と
い
う

第
二
十
一
条
の
二

第
三
十
五
条
、
第
四
十
三
条
の
十
八
、
第
四
十
八
条
、
第
五

十
一
条
の
十
六
、
第
五
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、

第
五
十
七
条
の
四
、
第
五
十
七
条
の
五
、
第
五
十
八
条
第
一

項
又
は
第
五
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
講
ず
べ
き
措
置

を
講
ず
る
こ
と
を
怠
つ
た
と
き
。

五

補
償
契
約
の
条
項
で
政
令
で
定
め
る
事
項
に
該
当
す
る
も

の
に
違
反
し
た
と
き
。

２

前
項
の
規
定
に
よ
る
補
償
契
約
の
解
除
は
、
当
該
補
償
契
約

の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
者
が
解
除
の
通
知
を
受
け
た
日

か
ら
起
算
し
て
九
十
日
の
後
に
、
将
来
に
向
つ
て
そ
の
効
力
を

生
ず
る
。

（
過
怠
金
）

第
十
六
条

政
府
は
、
補
償
契
約
の
相
手
方
で
あ
る
原
子
力
事
業
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者
が
補
償
契
約
の
条
項
で
政
令
で
定
め
る
事
項
に
該
当
す
る
も

の
に
違
反
し
た
と
き
は
、
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
過

怠
金
を
徴
収
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
業
務
の
管
掌
）

第
十
七
条

こ
の
法
律
に
規
定
す
る
政
府
の
業
務
は
、
文
部
科
学

大
臣
が
管
掌
す
る
。

２

文
部
科
学
大
臣
は
、
第
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
補
償
契
約
の

解
除
に
つ
い
て
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
発
電
の
用
に
供
す
る
原
子

炉
（
原
子
力
基
本
法
（
昭
和
三
十
年
法
律
第
百
八
十
六
号
）
第

三
条
第
四
号
に
規
定
す
る
原
子
炉
を
い
う
。
以
下
同
じ

）
の
運

。

、

（

。
）
、

転

加
工

規
制
法
第
二
条
第
七
項
に
規
定
す
る
加
工
を
い
う

再
処
理
（
規
制
法
第
二
条
第
八
項
に
規
定
す
る
再
処
理
を
い

う

、
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
（
規
制
法
第
四
十
三
条
の
四
第
一

。
）

項
に
規
定
す
る
使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
を
い
う

）
又
は
核
燃
料
物

。

質
若
し
く
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄

規
（

制
法
第
五
十
一
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
廃
棄
物
埋
設
又
は

廃
棄
物
管
理
を
い
う

）
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て
は
経
済
産
業
大

。

臣
、
船
舶
に
設
置
す
る
原
子
炉
の
運
転
に
係
る
も
の
に
あ
つ
て

は
国
土
交
通
大
臣
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

附

則

こ
の
法
律
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の

日
か
ら
施
行
す
る
。
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○
原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
施
行
令

（
昭
和
三
十
七
年
政
令
第
四
十
五
号
）

内
閣
は
、
原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
（
昭
和

三
十
六
年
法
律
第
百
四
十
八
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
こ
の
政
令

を
制
定
す
る
。

（
補
償
損
失
）

第
一
条

原
子
力
損
害
賠
償
補
償
契
約
に
関
す
る
法
律
（
以
下

「
法
」
と
い
う

）
第
三
条
第
二
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る

。

、

。

状
態
と
は

次
の
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
備
え
る
状
態
を
い
う

一

核
原
料
物
質
、
核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す

る
法
律
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
二
十
一

条
の
二
、
第
二
十
二
条
第
四
項
、
第
二
十
二
条
の
六
第
二
項

、

、

に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
二
条
の
二
第
四
項

第
三
十
五
条

第
三
十
七
条
第
四
項
、
第
四
十
三
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
第
十
二
条
の
二
第
四
項
、
第
四
十
三
条
の
十
八
、

第
四
十
三
条
の
二
十
第
四
項
、
第
四
十
三
条
の
二
十
五
第
二

項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
二
条
の
二
第
四
項
、
第
四
十
八

条
、
第
五
十
条
第
四
項
、
第
五
十
条
の
三
第
二
項
に
お
い
て

準
用
す
る
第
十
二
条
の
二
第
四
項
、
第
五
十
一
条
の
十
六
、

第
五
十
一
条
の
十
八
第
四
項
、
第
五
十
一
条
の
二
十
三
第
二

項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
二
条
の
二
第
四
項
、
第
五
十
六

条
の
三
第
四
項
、
第
五
十
七
条
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
、

第
五
十
七
条
の
二
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
二
条
の

二
第
四
項
、
第
五
十
七
条
の
四
、
第
五
十
七
条
の
五
、
第
五

十
八
条
第
一
項
、
第
五
十
九
条
第
一
項
又
は
第
六
十
条
第
一

項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
の
違
反
で
原
子
力
損
害
の
発
生

の
原
因
と
な
る
も
の
が
な
い
こ
と
。

二

原
子
炉
の
運
転
等
の
用
に
供
す
る
施
設
の
損
傷
で
原
子
力

損
害
の
発
生
の
原
因
と
な
る
も
の
が
な
い
こ
と
。

三

天
災
地
変
又
は
第
三
者
の
行
為
で
原
子
力
損
害
の
発
生
の

原
因
と
な
る
も
の
が
な
い
こ
と
。

第
二
条

法
第
三
条
第
五
号
に
規
定
す
る
原
子
力
損
害
で
あ
つ
て

政
令
で
定
め
る
も
の
は
、
津
波
に
よ
つ
て
生
じ
た
原
子
力
損
害

と
す
る
。

（
補
償
料
率
）

第
三
条

法
第
六
条
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
料
率

以
下

補

（

「

償
料
率
」
と
い
う

）
は
万
分
の
五
（
大
学
又
は
高
等
専
門
学
校

。

に
お
け
る
原
子
炉
の
運
転
等
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、

万
分
の
二
・
五
）
と
す
る
。

２

補
償
料
の
納
付
の
期
日
に
お
い
て
当
該
補
償
契
約
に
よ
り
原

子
力
損
害
の
賠
償
に
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
が
当
該
補
償

契
約
の
補
償
契
約
金
額
に
満
た
な
い
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該

補
償
契
約
の
補
償
料
率
は
、
前
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
同

項
に
規
定
す
る
料
率
に
、
当
該
充
て
る
こ
と
が
で
き
る
金
額
を

当
該
補
償
契
約
の
補
償
契
約
金
額
で
除
し
て
得
た
数
を
乗
じ
て

得
た
料
率
と
す
る
。

（
通
知
）

第
四
条

原
子
力
事
業
者
は
、
法
第
九
条
の
規
定
に
よ
り
、
次
に

掲
げ
る
事
項
を
政
府
に
対
し
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

原
子
炉
の
運
転
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲

げ
る
事
項

イ

原
子
炉
の
使
用
の
目
的

ロ

原
子
炉
の
型
式
、
熱
出
力
及
び
基
数

ハ

原
子
炉
を
設
置
す
る
工
場
又
は
事
業
所
（
原
子
炉
を
船

舶
に
設
置
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
船
舶
を
建
造
す

る
造
船
業
者
の
工
場
又
は
事
業
所
）
の
名
称
及
び
所
在
地

ニ

原
子
炉
施
設
の
位
置
、
構
造
及
び
設
備

ホ

原
子
炉
の
運
転
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ヘ

原
子
炉
に
燃
料
と
し
て
使
用
す
る
核
燃
料
物
質
の
種
類

及
び
そ
の
年
間
予
定
使
用
量

ト

使
用
済
燃
料
の
処
分
の
方
法

チ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

二

加
工
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

加
工
施
設
を
設
置
す
る
工
場
又
は
事
業
所
の
名
称
及
び

所
在
地

ロ

加
工
施
設
の
位
置
、
構
造
及
び
設
備
並
び
に
加
工
の
方

法
ハ

加
工
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ニ

加
工
す
る
核
燃
料
物
質
の
種
類
及
び
そ
の
年
間
予
定
加

工
量

ホ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

三

再
処
理
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事

項イ

再
処
理
施
設
を
設
置
す
る
工
場
又
は
事
業
所
の
名
称
及

び
所
在
地

ロ

再
処
理
施
設
の
位
置
、
構
造
及
び
設
備
並
び
に
再
処
理

の
方
法

ハ

再
処
理
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ニ

再
処
理
を
す
る
使
用
済
燃
料
の
種
類
及
び
そ
の
年
間
予

定
再
処
理
量

ホ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

四

核
燃
料
物
質
の
使
用
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項

イ

使
用
の
目
的
及
び
方
法

ロ

使
用
の
場
所

ハ

使
用
施
設
、
貯
蔵
施
設
又
は
廃
棄
施
設
の
位
置
、
構
造

及
び
設
備

ニ

使
用
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ホ

使
用
す
る
核
燃
料
物
質
の
種
類
及
び
そ
の
年
間
予
定
使

用
量

ヘ

使
用
済
燃
料
の
処
分
の
方
法

ト

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

五

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次

に
掲
げ
る
事
項

イ

使
用
済
燃
料
貯
蔵
施
設
を
設
置
す
る
事
業
所
の
名
称
及

び
所
在
地

ロ

使
用
済
燃
料
貯
蔵
施
設
の
位
置
、
構
造
及
び
設
備
並
び

に
貯
蔵
の
方
法
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ハ

使
用
済
燃
料
の
貯
蔵
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ニ

貯
蔵
す
る
使
用
済
燃
料
の
種
類
及
び
数
量

ホ

貯
蔵
の
終
了
後
に
お
け
る
使
用
済
燃
料
の
搬
出
の
方
法

ヘ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

六

廃
棄
物
埋
設
又
は
廃
棄
物
管
理
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い

て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

廃
棄
物
埋
設
施
設
又
は
廃
棄
物
管
理
施
設
を
設
置
す
る

事
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地

ロ

廃
棄
物
埋
設
施
設
又
は
廃
棄
物
管
理
施
設
の
位
置
、
構

造
及
び
設
備
並
び
に
廃
棄
の
方
法

ハ

廃
棄
物
埋
設
又
は
廃
棄
物
管
理
の
開
始
時
期
及
び
予
定

終
了
時
期

ニ

廃
棄
物
埋
設
又
は
廃
棄
物
管
理
に
よ
り
廃
棄
す
る
核
燃

料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚
染
さ
れ
た
物
（
原

。

。
）

子
核
分
裂
生
成
物
を
含
む

以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ

の
種
類
及
び
数
量

ホ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

七

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
施
行
令
（
昭
和
三
十

七
年
政
令
第
四
十
四
号
）
第
一
条
第
六
号
に
規
定
す
る
運
搬

に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ

運
搬
の
経
路
及
び
方
法

ロ

運
搬
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ハ

運
搬
す
る
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚

染
さ
れ
た
物
の
種
類
及
び
数
量

ニ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

八

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
一
条
第
六

号
に
規
定
す
る
貯
蔵
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項

イ

貯
蔵
の
場
所
及
び
方
法

ロ

貯
蔵
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ハ

貯
蔵
す
る
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚

染
さ
れ
た
物
の
種
類
及
び
数
量

ニ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

九

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
一
条
第
六

号
に
規
定
す
る
廃
棄
に
係
る
補
償
契
約
に
つ
い
て
は
、
次
に

掲
げ
る
事
項

イ

廃
棄
の
場
所
及
び
方
法

ロ

廃
棄
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ハ

廃
棄
に
係
る
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て

汚
染
さ
れ
た
物
の
運
搬
の
経
路
及
び
方
法
並
び
に
当
該
運

搬
の
開
始
時
期
及
び
予
定
終
了
時
期

ニ

廃
棄
す
る
核
燃
料
物
質
又
は
核
燃
料
物
質
に
よ
つ
て
汚

染
さ
れ
た
物
の
種
類
及
び
数
量

ホ

責
任
保
険
契
約
に
関
す
る
事
項

（
補
償
料
の
納
付
）

第
五
条

原
子
力
事
業
者
は
、
補
償
契
約
の
締
結
の
日
及
び
そ
の

（

、

後
毎
年
そ
の
日
に
応
当
す
る
日

応
当
す
る
日
が
な
い
場
合
は

そ
の
前
日

ま
で
に

そ
れ
ぞ
れ
の
日
か
ら
始
ま
る
一
年
間

そ

）

、

（

れ
ぞ
れ
の
日
か
ら
の
補
償
契
約
の
期
間
が
一
年
間
に
満
た
な
い

場
合
は
、
そ
の
期
間
）
に
応
ず
る
補
償
料
を
国
庫
に
納
付
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
補
償
金
の
支
払
）

第
六
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
原
子
力
事
業
者
か
ら
補
償
金
の
支

払
の
請
求
が
あ
つ
た
場
合
は
、
当
該
請
求
が
あ
つ
た
日
か
ら
三

。

、

十
日
以
内
に
補
償
金
を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

た
だ
し

や
む
を
え
な
い
理
由
が
あ
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。

（
補
償
金
の
返
還
）

第
七
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
法
第
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
、
補

償
金
を
支
払
つ
た
日
か
ら
一
年
以
内
に
、
当
該
補
償
金
の
額
に

相
当
す
る
金
額
を
返
還
さ
せ
る
も
の
と
す
る
。

第
八
条

削
除

（
補
償
契
約
の
解
除
）

第
九
条

法
第
十
五
条
第
一
項
第
五
号
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め

る
事
項
は
、
原
子
力
損
害
が
発
生
し
、
又
は
発
生
す
る
お
そ
れ

が
あ
る
場
合
に
お
い
て
、
原
子
力
損
害
の
防
止
又
は
軽
減
の
た

め
に
必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
と
す
る
。

（
過
怠
金
）

第
十
条

法
第
十
六
条
に
規
定
す
る
政
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次

の
各
号
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一

原
子
力
損
害
が
発
生
し
、
又
は
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る

場
合
に
お
い
て
、
原
子
力
損
害
の
防
止
又
は
軽
減
の
た
め
に

必
要
な
措
置
を
講
ず
る
こ
と
。

二

損
害
賠
償
の
責
任
の
全
部
又
は
一
部
を
承
認
し
よ
う
と
す

る
場
合
に
お
い
て
、
あ
ら
か
じ
め
、
文
部
科
学
大
臣
の
承
認

を
受
け
る
こ
と
。

三

原
子
力
損
害
が
発
生
し
た
場
合
に
お
い
て
、
直
ち
に
そ
の

発
生
の
日
時
、
場
所
及
び
損
害
の
状
況
を
文
部
科
学
大
臣
に

通
知
す
る
こ
と
。

四

損
害
賠
償
の
責
任
に
関
す
る
訴
訟
を
提
起
し
、
又
は
提
起

さ
れ
た
場
合
に
お
い
て
、
直
ち
に
そ
の
旨
を
文
部
科
学
大
臣

に
通
知
す
る
こ
と
。

第
十
一
条

文
部
科
学
大
臣
は
、
法
第
十
六
条
の
規
定
に
よ
り
、

、

原
子
力
事
業
者
が
補
償
金
の
支
払
を
受
け
た
日
以
後
に
お
い
て

次
の
各
号
に
掲
げ
る
金
額
を
限
度
と
し
て
過
怠
金
を
徴
収
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

一

補
償
契
約
の
条
項
で
前
条
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る

も
の
に
該
当
す
る
も
の
の
違
反
に
あ
つ
て
は
、
補
償
金
の
額

の
十
分
の
一
に
相
当
す
る
金
額

二

補
償
契
約
の
条
項
で
前
条
第
三
号
又
は
第
四
号
に
掲
げ
る

も
の
に
該
当
す
る
も
の
の
違
反
に
あ
つ
て
は
、
十
万
円

附

則
、

（

）

こ
の
政
令
は

法
の
施
行
の
日

昭
和
三
十
七
年
三
月
十
五
日

か
ら
施
行
す
る
。
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○
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
の
組
織
等
に
関
す
る
政
令

（
昭
和
五
十
四
年
政
令
第
二
百
八
十
一
号
）

内
閣
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六

年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
十
八
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
審
査
会
の
組
織
）

第
一
条

原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
（
以
下
「
審
査
会
」
と

い
う

）
は
、
委
員
十
人
以
内
で
組
織
す
る
。

。

２

委
員
は
、
人
格
が
高
潔
で
あ
つ
て
、
法
律
、
医
療
又
は
原
子

力
工
学
そ
の
他
の
原
子
力
関
連
技
術
に
関
す
る
学
識
経
験
を
有

す
る
者
の
う
ち
か
ら
、
文
部
科
学
大
臣
が
任
命
す
る
。

、

（

「

」

３

委
員
は

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律

以
下

法

と
い
う

）
第
十
八
条
第
二
項
の
事
務
の
処
理
が
終
了
し
た
と
き

。

は
、
文
部
科
学
大
臣
が
解
任
す
る
。

４

委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。

（
会
長
）

第
二
条

審
査
会
に
、
会
長
を
置
く
。

２

会
長
は
、
委
員
の
互
選
に
よ
つ
て
定
め
る
。

３

会
長
は
、
会
務
を
総
理
す
る
。

４

会
長
に
事
故
が
あ
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
そ
の
指
名
す
る

委
員
が
、
そ
の
職
務
を
代
理
す
る
。

（
会
議
及
び
議
決
）

第
三
条

審
査
会
の
会
議
は
、
会
長
が
招
集
す
る
。

２

審
査
会
は
、
会
長
又
は
前
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
会
長
の

職
務
を
代
理
す
る
者
の
ほ
か
、
委
員
の
過
半
数
が
出
席
し
な
け

れ
ば
、
会
議
を
開
き
、
議
決
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

３

審
査
会
の
議
事
は
、
出
席
し
た
委
員
の
過
半
数
で
決
し
、
可

否
同
数
の
と
き
は
、
会
長
の
決
す
る
と
こ
ろ
に
よ
る
。

（
専
門
委
員
）

第
四
条

審
査
会
に
、
法
第
十
八
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る

原
子
力
損
害
の
調
査
及
び
評
価
を
行
わ
せ
る
た
め
、
専
門
委
員

を
置
く
こ
と
が
で
き
る
。

２

専
門
委
員
は
、
学
識
経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
文
部
科

学
大
臣
が
任
命
す
る
。

３

第
一
条
第
三
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
専
門
委
員
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
三
項
中
「
原
子

力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う

）
第
十

。

」

、「

」

八
条
第
二
項
の
事
務

と
あ
る
の
は

第
四
条
第
一
項
の
事
務

と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

（
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
）

第
五
条

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
し
て
紛
争
が
生
じ
た
場
合
に

お
い
て
、
審
査
会
に
対
し
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
を
し
よ
う
と

す
る
紛
争
の
当
事
者
は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
立
書
を
審

査
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

申
立
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所
並
び
に
法

人
に
あ
つ
て
は
代
表
者
の
氏
名

二

当
事
者
の
一
方
か
ら
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
を
し
よ
う
と

す
る
と
き
は
、
他
の
当
事
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又

は
居
所
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
代
表
者
の
氏
名

三

和
解
の
仲
介
を
求
め
る
事
項
及
び
理
由

四

紛
争
の
問
題
点
及
び
交
渉
経
過
の
概
要

五

申
立
て
の
年
月
日

六

そ
の
他
和
解
の
仲
介
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項

（
代
表
者
の
選
定
）

第
六
条

和
解
の
仲
介
の
申
立
て
に
係
る
当
事
者
が
多
数
で
あ
る

場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
当
事
者
は
、
そ
の
う
ち
か
ら
一
人
若

し
く
は
数
人
の
代
表
者
を
選
定
し
、
又
は
そ
の
選
定
し
た
代
表

者
を
変
更
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

代
表
者
は
、
各
自
、
他
の
当
事
者
の
た
め
に
、
和
解
の
仲
介

の
申
立
て
の
取
下
げ
又
は
和
解
の
締
結
を
除
き
、
当
該
和
解
の

仲
介
の
申
立
て
に
係
る
一
切
の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

３

代
表
者
が
選
定
さ
れ
た
と
き
は
、
当
事
者
は
、
代
表
者
を
通

じ
て
の
み
、
前
項
の
行
為
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

４

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
代
表
者
の
選
定
及
び
そ
の
変
更
は
、

書
面
を
も
つ
て
証
明
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
和
解
の
仲
介
の
開
始
）

第
七
条

審
査
会
は
、
第
五
条
に
規
定
す
る
申
立
書
の
提
出
が
あ

つ
た
場
合
の
ほ
か
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
紛
争
が
生

じ
た
場
合
に
お
い
て
審
査
会
が
和
解
の
仲
介
を
行
う
必
要
が
あ

る
と
認
め
る
と
き
は
、
和
解
の
仲
介
を
行
う
も
の
と
す
る
。

２

審
査
会
は
、
第
五
条
の
規
定
に
よ
り
当
事
者
の
一
方
か
ら
和

解
の
仲
介
の
申
立
て
が
あ
つ
た
と
き
は
申
立
書
の
写
し
を
添
え

て
他
の
当
事
者
に
対
し
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
和
解
の
仲
介
を

行
う
必
要
が
あ
る
と
認
め
た
と
き
は
当
事
者
の
双
方
に
対
し
、

そ
れ
ぞ
れ
、
遅
滞
な
く
、
書
面
を
も
つ
て
、
そ
の
旨
を
通
知
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
申
立
て
の
分
離
又
は
併
合
）

第
八
条

審
査
会
は
、
適
当
と
認
め
る
と
き
は
、
和
解
の
仲
介
の

手
続
を
分
離
し
、
又
は
併
合
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

審
査
会
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
和
解
の
仲
介
の
手
続
を
分

、

、

、

、

離
し

又
は
併
合
し
た
と
き
は

当
事
者
に
対
し

遅
滞
な
く

書
面
を
も
つ
て
、
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
参
加
）

第
九
条

原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
紛
争
に
つ
き
和
解
の
仲

介
の
手
続
が
係
属
し
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
利
害
関
係
を
有

す
る
第
三
者
は
、
審
査
会
の
許
可
を
得
て
、
当
事
者
と
し
て
当

該
和
解
の
仲
介
の
手
続
に
参
加
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２

審
査
会
は
、
前
項
の
許
可
を
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、

当
事
者
の
意
見
を
聴
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３

第
一
項
の
規
定
に
よ
り
参
加
の
申
立
て
を
し
よ
う
と
す
る
者

は
、
次
の
事
項
を
記
載
し
た
申
立
書
を
審
査
会
に
提
出
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。

一

申
立
人
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
居
所
並
び
に
法

人
に
あ
つ
て
は
代
表
者
の
氏
名

二

参
加
の
申
立
て
を
す
る
和
解
の
仲
介
の
事
案
の
表
示
及
び

和
解
の
仲
介
を
求
め
る
理
由

三

申
立
て
の
年
月
日
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四

そ
の
他
和
解
の
仲
介
に
関
し
参
考
と
な
る
事
項

４

審
査
会
は
、
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
参
加
の
申
立
て
が
あ
つ

た
と
き
は
参
加
の
申
立
書
の
写
し
を
添
え
て
当
事
者
に
対
し
、

参
加
の
許
否
の
決
定
を
し
た
と
き
は
当
事
者
に
対
し
、
そ
れ
ぞ

れ
、
遅
滞
な
く
、
書
面
を
も
つ
て
、
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

（
和
解
の
仲
介
を
し
な
い
場
合
）

第
十
条

審
査
会
は
、
申
立
て
に
係
る
紛
争
が
そ
の
性
質
上
和
解

の
仲
介
を
す
る
の
に
適
当
で
な
い
と
認
め
る
と
き
、
又
は
当
事

者
が
不
当
な
目
的
で
み
だ
り
に
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
を
し
た

と
認
め
る
と
き
は
、
和
解
の
仲
介
を
し
な
い
こ
と
が
で
き
る
。

２

審
査
会
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
り
和
解
の
仲
介
を
し
な
い
も

の
と
し
た
と
き
は
、
当
事
者
に
対
し
、
遅
滞
な
く
、
書
面
を
も

つ
て
、
そ
の
旨
を
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
和
解
の
仲
介
の
打
切
り
）

第
十
一
条

審
査
会
は
、
申
立
て
に
係
る
紛
争
が
解
決
さ
れ
る
見

込
み
が
な
い
と
認
め
る
と
き
は
、
和
解
の
仲
介
を
打
ち
切
る
こ

と
が
で
き
る
。

２

前
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
場
合
に
準
用
す
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て

「
和
解
の
仲
介
を
し
な
い
も
の
と
し
た
と
き
」

、

と
あ
る
の
は

「
和
解
の
仲
介
を
打
ち
切
つ
た
と
き
」
と
読
み
替

、

え
る
も
の
と
す
る
。

（
庶
務
）

第
十
二
条

審
査
会
の
庶
務
は
、
文
部
科
学
省
研
究
開
発
局
原
子

力
計
画
課
に
お
い
て
処
理
す
る
。

（
雑
則
）

第
十
三
条

こ
の
政
令
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
審
査
会
の
運
営

並
び
に
和
解
の
仲
介
の
申
立
て
及
び
そ
の
処
理
の
手
続
に
関
し

必
要
な
事
項
は
、
会
長
が
審
査
会
に
諮
つ
て
定
め
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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○
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
の
設
置
に
関
す
る
政
令

（
平
成
十
一
年
政
令
第
三
百
三
十
二
号
）

内
閣
は
、
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
六

年
法
律
第
百
四
十
七
号
）
第
十
八
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、

こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

平
成
十
一
年
九
月
三
十
日
及
び
同
年
十
月
一
日
に
茨
城
県
那
珂

郡
東
海
村
大
字
石
神
外
宿
二
千
六
百
番
地
所
在
の
株
式
会
社
ジ
ェ

、

ー
・
シ
ー
・
オ
ー
東
海
事
業
所
に
お
い
て
発
生
し
た
核
原
料
物
質

核
燃
料
物
質
及
び
原
子
炉
の
規
制
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
三
十
二

年
法
律
第
百
六
十
六
号
）
第
十
三
条
第
二
項
第
二
号
に
規
定
す
る

加
工
施
設
の
事
故
に
関
し
て
原
子
力
損
害
の
賠
償
に
関
す
る
法
律

第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
和
解
の
仲
介
を
行
わ
せ
る
た
め
、

文
部
科
学
省
に
、
当
分
の
間
、
原
子
力
損
害
賠
償
紛
争
審
査
会
を

置
く
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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